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序章一 r国際社会における政治経済の基礎理論jの探求

i.主題

i. 1) 問題の所在

国際関係において、政治と経済はどのように考えられうるのか。グローバリゼーション

の進展によって、世界経済の一体化が進む現代の国際関係において、この間いは重要性を

増し続けている。多角的なグローバル化が進行するなかで、国際政治経済秩序の安定化や、

自由貿易政策の是非などをめぐって、最上位のパワーたる主権を有する国家がいかに対応

すべきかが議論されている。これらの議論においては、主として自由主義的経済に基づく

国際秩序が抱える問題や、国家のパワーと貿易・経済政策の関係、グローバル政治経済の

下での地域的・世界的な諸国家の共存のあり方などが関われている。

これらの関いへの応答は、現今の日本においても、国際秩序への関与のあり方や、国際

政治経済と主権国家のあり方などに関わる外交政策をめぐり、長期に亘り広く議論されて

いることからも明らかなように、枢要の課題である。とりわけ、各国との経済的相立依存

関係が深化するとともに、周辺諸国などと外交的・政治的な対立と車L擦が表面化し顕在化

しつつある現今の日本にあっては、喫緊の問題となっている。

そして、経済的・技術的水準や人口規模、地理的環境と風土、文化や価値観、政治体制

および歴史的背景などが、地域や国家により様々に異なる世界政治経済の現況にあって、

多種多様な文化閣と政治状況が林立する多元的な世界の中で、調和的かつ発展的な秩序を

いかにして維持し、世界的政治経済のありようについてどのように考えるのかは、絶えず

重大な論題であり続けている。

i.2) 本論の主題

本論の研究主題は、「英国学派Jの国際関係理論(theEnglish School of International 

Relations Theoryl)における政治経済論の解明と考察、およびその源流として評価される

18世紀スコットランドの歴史家・哲学者たるデイヴィッド・ヒューム(DavidHume2)の法

英国学派とは何かJについては、 Linklater，Andrew and Suganami， Hidemi [2006] The English 

School ollnternational Relations:・AContemporary Rωssessment， Cambridge University Pressがとく

に詳しい。 j可書では、英国学派の意味するところについて、多様な解釈と定義が存在している

ことを明らかにしている(Ibid.，pp.l2・7.)。国際関係理論としての「英国学派jの特徴については、
Linklater， Andrew [2009γ‘The English School" in Burchil1， Scott & Linklater， Andrew et. a討1.(付edむs.吋.)
Th百eωor，バieωsollnt蛇ernη1αtionα1Relations， Palgraveでの略説を見よ。また、英国学派において提起され
議論されてきた鍵概念などについては、 Bellamy，Alex 1. [2005]“Introduction: Intemational 
Society and the English School" in Bellamy， Alex J. (edよlnternationalSociety and its Critics， Oxford 
University Pressにおける概略を参照。

2デイヴィッド・ヒューム(1711年生、 1776年没)は、スコットランド出身の歴史家・著述家・

外交官・哲学者。エディンバラ大学を卒業したヒュームは、大学教職に就かなかった近代ブリ

テンの最も重要な哲学者・歴史家の一人である。駐仏ブリテン代理大使も務めた外交経験のあ

る人物であり、様々な分野において古典的著作を遺した。主要著作は、 『人間本性論~ (A 

Treatise 01 Humαn Nature) 、 f人間知性探究~(An Enquiry concerning Human Understanding)及び『道
徳原理探究~ (An Enquiry concerning the Principles l?μlorals)、 f道徳・政治・文芸論集~ (Essays， 
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と政治経済の哲学についての分析と省察である。

「英国学派j とその思想的系譜の理論は、多様な主権問家が多数並立し割拠する多元的

な「世界大の中央政府無き無政府状態(anarchy)の世界j にあっても、「国際社会Jないし

「諮問家からなる社会J(international society， the society of nations， the society of 

states)と呼称される一定の国際秩序が存在しうることを指摘し、その「国際社会j の秩序

構造・性質・歴史などについて議論している。そこで本論では、上記の現代的な諸問題に

関する論考に資する視角を得るため、英国学派の理論枠組やその理論的伝統において、法-

政治・経済の棺互連関がいかに把捉されるのかを解明したうえで、向学派に関する議論の

考察が有しうる現代的意義や示唆、および国際関係理論の研究における合意について考究

する。

i. 3) 学術的意味

第二次戦後における国際関係理論の研究では、世界的な「主流派J(mainstream)の理論

として名高い、米国を中心として発展してきた諸理論が、長らくその検討の対象となって

きた。「主流派j の国際関係(InternationalRelations; IR)の理論および回線政治経済

(International Political Economy;即日)の理論には、「リアリズムJ(realism;現実主義)

と r1)ベラリズムJ(liberalism;自自主義)の二大理論を筆頭として、種々の批判理論

(critical theory)や構造論および fコンストうクティヴイズムJ(constructivism;構成主義)

の理論などが含まれに米国のみならず日本でも、それらの理論の精綴化や検証、あるいは

数理的・歴史的なモデル化や実証などが行われ続けている。これに対し、英国つまり連合

王国(イギリス)4を中心として発展してきた「英国学派Jの理論ないし「国際社会j の理論

的伝統は、近年になって、英国外とくに日本でも研究が進められるようになってきたもの

Moral， Political，αnd Literary)、『イングランド史~(TheHistory 01 England斤'Omthe lnvasion 01 Julius 
Caeserωthe Revolution in 1688)など。ヒュームが著したテクストについて、本論では次のよう

に取り扱う。『人間本性論~(A Treatise 01 Human Nature;以下、 THNと略記)のテクストは、 D.F.
Norton & M.J. Nortonの編集による 2000年のオックスフォード大学刊行版を、そして『道徳原
理探究~ (An Enquiη Concerning the Princ伊les01 Morals;以下、 EPMと略記)は、 TomL. 
Beauchampの編集による 1998年のオックスフォード大学刊行版をそれぞれ参照した。また、

『人間本性論Jについては、頁数ではなく、 Norton & N orton販の巻・章・節・段落番号を注記
し、 『道徳原理探究Jについても、 Beauchamp 版の章・段落番号のみを記している。そして

『道徳・政治・文芸論集~ (Essays， Moral， POlitica1， and Litermア;以下、 Essaysと略記)のテクス
トについては、 EugeneF. Millerの編集による 1987年の Libe向rFund版を使用し、問販の頁数
を附記する。
3 cf. esp. Gilpin， Robert [1987] The Politicα1 Economy ollnternational Relations， Princeton University 
Press; Gill， Stephen & Law， David [1988] The Global Political Economy.・Perspectives，Problems， and 
Policies， Johns Hopkins University Press; Palan， Ronen (ed.) [2000] Global Political Economy: 
Contemporary 1百eories，Routledge; Cohn， Theodore H. [2011] Global Political Economy， Longman; 
飯田敬輔 [2007] W国際政治経済~ (東京大学出版会);田所昌幸 [2008] W国際政治経済学J
(名古屋大学出版会)

4本論では、 71IJ段明示しない場合、英国・連合王国・ブリテン・グレートブリテン・イギリス

という言辞は、イングランドとスコットランドの合邦以後の「グレートフリテン連合王国」を
示す。なお、連合王国内の EnglandやScotlandなど個別地域の名称としては、直訳たるイング

ランドやスコットランドを用いる。
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である凡そして、同学派の思想的系譜を検討する論考は、 2000年代の前後より英国内を

中心として本格化しつつある最新の研究領域である6。

よって本論の研究主題である、英国学派とその思想的源流としてのヒュームの国際政治

経済論の解釈研究は、その学術的意味として、住本国内の英国学派研究への貢献の可能性

とともに、世界的にも最先端の間際関係理論研究としての一翼を担いうる可能性を有する

ものである。

i1.目的

ii. 1) 本論の研究目的

本論での講究は、以下の三点を白的とする。第一の目的は、前節での「問題の所在j に

おいて示された、「現代的問題への視角Jを得ることである。グ口一バリゼーションが進展

しつつも多様な諸国家からなる多元的な現代世界において、調和的な国際政治経済の秩序

はいかにして維持されうるのか、そしてまた現代世界秩序の構造はどのようなものである

のか。第一の目的を達するためには、上の陪いに挑むための理論や視座とは何かの探究が

肝要となる。そこで、「多元的な国際政治経済の秩序についての基礎理論jの探究と、その

探究を介した国際関係論の「理論研究への貢献Jないし学術的貢献が、本論における講究

の中心的課題および第二の目的として設定される。

この第二の目的を果たすため、本論は、英国学派とヒュームの法・政治・経済をめぐる

陸際関係理論の解明を主要な研究課題とする。その理由は、第一に、英国学派が主流派の

諸理論に比して、グローパリゼーションの下での政治経済や、世界全体の構造およびその

歴史の理解に最適化された方法論を提供しうる理論的伝統であるとして、近年評価されて

いるためである7。また第二に、向学派の源流と評される、ヒュームの法と政治経済の哲学

は、現代の多元的な国際社会にも通用する原理や方法論を詳説した理論であるとして注目

5近時の日本における英国学派に関する代表的研究として、細谷雄一 [1998]r英国学派の国際

政治理論一国際社会・国際法・外交JW法学政治学論究~ 37、池田丈佑 [2009] r賢慮・正義・

解放一英国学派の倫理観と現代世界政治理論における展開JW立命館国際地域研究~ 29、大中真

[2010] r英国学派の源流ーイギリス国際関係論の起源JW一橋法学 ~9(2)、河村しのぶ [2010] r英
悶学派の国際政治理論とその諸批判JW九大法学~ (102)、角田和広 [2011] r英国学派から観る

国際政治理論と勢力均衡JW政治学研究論集~ 33、大中真 [2011] r英国学派(イングリッシュ・
スクール)の生成ーチャールズ・マニングとその思想JW一橋法学~ 10(2);小松志郎&角田和
広 [2012] r人道的介入における底益と価値の調和一ブレアと英国学派を手がかりにJW社会と

倫理~ 26;角田和広 [2012] rM・ワイトの国際社会論における勢力均衡の役割一英国学派の

文脈からJW立命館国際地域研究~ 35などが列挙されよう。
6 cf. Dunne， Tim [1998] lnventing lnternational Society: A Hist01アザtheEnglish School， Palgrave; 
Linklater and Suganami [2006] esp. ch.1. 
7 Buzan， Barry [2001]‘'The English School: an underexploited resoぽcein IR"， Review ollnternational 
Studies， 27 (3)， pp. 481， 484; Buzan， Barry [2004] From lnternational to World Socie伊丹EnglishSchool 
Theory and the Social Structure 01 Globalisation， Cambridge University Press; Buzan， Ba汀y[2005] 
“International Political Economy and Globalization" in Bellamy (edよop.cit.; Little， Richard [2005] 
"The English School and World History" in Bellamy (edよop.cit.; Litt1e， Richard [2009] "History， 
Theory and Methodological Pluralism in the English School" in Navari， Cornelia (edよTheorising
lnternαtional Society: English School Methods， Palgrave Macmillan.， p.1 00. 
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が集まりつつあることが、ヒュームに注視して研究を進める直接の理由である8。

さらに、この研究課題からは、本論の講究による f英国学派とヒュームの理論解釈上の

貢献j が可能であるか否かを思惟すること、そして英国学派の理論およびヒュームの思想、

解釈に対する貢献が可能と考えられる場合には、いかなる新たな解釈が提起されたのかを

明らかにすることが、第三の目的および課題として惹起される。この目的が達成され、本

論が、多元的な国際政治経済の秩序についての基礎理論として、新たな英国学派の理論的

展開やヒューム理論の解釈を提示しえたならば、第二の目的に掲げた国際関係論の f理論

研究への貢献Jと、第一の目的たる「現代的問題への視角Jの獲得も達成が可能になろう。

さて、ではなぜ、本論の第一と第二の日的を達するために、英国学派の理論のみならず、

数多の思想家および哲学者の中でもヒュームを取り上げるのか。その詳織な理由は、英国

学派に関する先行研究の精査から示される。以下では、本論での詳論に先駆けてまずその

先行研究の概略的な検討を行い、先の問いに応答することとする。

ii.2) 先行研究の検討

英国学派の国際関係理論は、二つの世界大戦前後に英国で展開された、国際関係の理論

構築に関わる議論を基礎とする諸研究の一群を指し、今日もなお、同学派の視座に基づく

理論研究とその理論としての発展・応用可能性への探究が続けられている。

英国学派の「古典j とされる著作を遺したマーティン・ワイト(Ma此inWight)、ヘドリ

ー・ブル(HedleyBull)、ハーパート・バターフィールド(HerbertButterfield)、C.A・w・
マニング(C.A. W. Manning)、アダム・ワトソン(AdamWatson)らを筆頭とする、同学派

の「第一人者Jないし創設者たちは、歴史と哲学への省察から戦後の世界を展望する国際

関係理論の構築を目指し、外交や国際法などに基づく諸国家からなる社会たる f国際社会J

の概念化と理論化を試みた。ここから英国学派は、「霞際社会とは何かjを考察する理論的

伝統であるとして、主流派のリアリズムの理論、すなわち国益の追求などに基づく「諸国

の権力闘争状態」を前提とするホッブズ主義的な理論や、リベラリズムの理論、すなわち

自由主義や民主主義に基づく諸国の連携から「国際協調Jや「世界政府」の実現を目指す

カント主義的な理論などと対寵されてきた。国際社会の理論を代表する英国学派は9、国際

社会を「哲学・歴史・規範・原理j などへの着限によって理論化しようとするアプローチ

として10、あるいはまた国際社会の「構造・性質・歴史Jを分析する理論的伝統として11、

包括的に理解されている。

冷戦終結後の 1990年代以降には、英留学派の古典的な理論をさらに発展・精級化した

8 Mayall， James [2000] World Politics:・Progressand its Limits， Polity; Mayall， James [20∞09勾}
Limits of Progress: Normative Reasoning in the English School" in Navari (edよop.cit.; Haar， Edwin 
van de [2008] "David Hume and intemational political theory: a reappraisal"， Review olInternational 
Studies， 34; Haar， Edwin van de [2009] Classical Liberalism and International Relations Theory: Hume， 
Smith， Mises，αnd Hayek， Palgrave Macmillan. 
ツ Suganami，Hidemi [2005] "The English School and Intemational Theory" in Bellamy (edよop.cit. 
10 Butterfield， Herbert and Wight，島M匂a抗i加n(伊edむs.吋.)[1966] D~伊plomαωωti伝clmνve匂eωst刈tig伊αtωiωons: Essays in the Th百eωorηy 
qザ(Int，蛇en加7

国学派のパラダイム~ (日本経済評論社)沖p.iv叫) 
11 Linklater and Suganami [2006] ch.2. 
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理論が提起されるようになり、向学派の理論研究の新たな潮流を形成している。とくに、

理論研究で著名な国際政治学者のパワー・ブザン(BarryBuzan)をはじめ、彼と協働して

歴史研究理論などとしての英国学派理論の応用化を進めるリチヤード・リトル(Richard

Little)や、「安全保障化J(securitization)の概念提起などで知られる安全保障理論における

コペンハーゲン学派の代表的論者であり、また英国学派の理論と米閣の国際関係理論との

関連性や対話性などを検討する才一レ・ヴェーヴァー(OleWaver)らの研究は、国際社会

を主として議論する英国学派の理論枠組を拡大し、ハンス・モーゲンソーらの古典的リア

リズムからA.ウェントらのコンストラクティヴイズムまでに至る米国の諸理論との統合

可能性や、在視的な世界歴史(globalhistory;グローバル・ヒストリー)の研究と地域研究

などをも包括する「グランド・セオリー」としての英国学派の理論的展開の可能性などを

探っている12。彼らは、ワイトやブルら同学派の第一世代が提起した議論枠組や概念より

も、さらに徽密な理論のモデルやパラダイムを設定し、独自の用語や概念を提示している

ことなどから、冷戦期の古典的な英国学派の理論と弁別され、「新しい英国学派j

(neo-English School)とも称されている130

中でもブザンは、英国学派のパラダイムがグローバリゼーション下の世界における政治

経済の分析に適した理論を提供しうるものであるとして、同学派が用いる概念をより洗練

させた自らの理論モデルを駆使して、国際社会における政治経済の構造ゃありょうを埋解

するための議論を提起している。ブザンの研究では14、古典的な英国学派の論考において

「経済Jの要素が十全に思慮されてこなかったことが明示・批判されている。加えてまた

同研究では、国際政治経済を英国学派の枠組を基礎として理論化することは、ブザン自身

が取り組むような英留学派の再構築に繋がるとされる。そしてその再構築された理論は、

現代の自由主義的なグローバル政治経済の秩序や EUなどの地域統合の分析などに際し、

極めて有益であると、同研究は指檎している。

確かに、ワイトやブルらの主要な英国学派の古典的理論は、「経済jの視座が欠けており、

ブザンによる「経済の軽視j との批判は妥当で、ある。しかし、これが十全な批判であると

は評し難い。その重要な理由の一つは、「英国学派の創始者J(とくにワイトやブルら)など

と呼ばれる理論家たちが、詳細な国際政治経済論を提示していなかったことは確かである

にせよ、「経済Jの論点を充分に取り扱う、英国学派の系譜のうちに位置付けられる人物や、

同学派の方法論や理論枠組に大いに影響を与えたと評価され、同学派の思想的伝統に包摂

される人物らに全く触れることなく、「英国学派は経済の要素を軽視してきた」と批判して

いる点にある。それではそうした人物らとは、いったい誰か。それは、今日でも国際政治

学の古典を著した人物たちとして評されている、デイヴィッド・ヒュームと、 20世紀英国

12 ex. Buzan， Barry [1993]“From Intemational System to Intemational Society: Structural Realism and 
Regime Theory Meet the English School"， lnternationα1 Organization， 47 (3); Buzan， Barry and Little， 
Richard [2000] lnternational Systems in World History: Remaking the Study ollnternational Relations， 
Oxford University Press; Buzan [2001，2004，2005]; Little [2005，2009]; Waver， Ole [1998]“Four 
Meanings of Intemational Society: A Trans幽At1anticDialo伊e"in Roberson， B.A. (edよlnternational
Society and the Development ollnternational Relations The01ア，Pinter. 
13 Dunne， Tim [2005]“The New Agenda" in Bellamy (edよop.cit.， pp.77-8. 
14 Buzan [2004，2005] 
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の外交官であり歴史家であったE.H.カー(EdwardHallett Carr)である。

ii. 3) 論考対象と方法

以上、英国学派の先行研究においては、古典的な著作が「国際社会Jの理論を確立し、

その理論枠組を発展させようと試みる現代の論者らが、「経済Jの要素を合意する英国学派

理論の再構築を試行していることを確認した。そして、国際政治経済論としての英国学派

の理論的再構築においては、同学派の系譜が十分に考慮されていないことが指摘された。

「経済j の視点を包含して英国学派の理論を再検討するにあたり、同学派の系譜の議論を

精査することは、既存の諸研究が主題としていない研究課題である。この課題の研究は、

世紀を跨ぐ長期的視野をもって、英国学派の豊銭な歴史と伝統を明確化することに繋がる

ほか、国際政治経済の秩序をめぐる同学派の理論的基礎を探ることに連結する。

英国学派の系譜において、とりわけヒュームと E.H・カーは、第一に、近時の研究で

英国学派の伝統との連続性が明らかにされつつある吉典的理論家である。また第二に彼ら

は、政治と経済を不可分の要素とする、現代でも解釈研究が続く国際関係理論・国際政治

経済論の古典を残している。そして第三、本論で詳解するように、彼らの国際関係理解は、

諸国家が統合されることなく葬き合う多元的な国際秩序を中核としており、彼らの議論は

また、現代世界とも近似する諸国家からなる多元的な国際政治経済の秩序が、いかに調和

的に維持されうるのかを論ずるものである。さらに、殊にヒュームは、英国学派の系譜に

おける位置付けをめぐり論争が続くカーとは異なり、英国学派の古典に直接重合し、かっ

その哲学的基礎として導入しうる理論を提起していたと、この数年来評されてきている。

そしてヒュームは、国際政治経済の論説だけでなく、「経験論的哲学Jや「道徳哲学J(moral 

philosophy;精神哲学)としての法と社会の理論ないしは正義論を構築した、多様な分野・

領域において普遍的な論題を追究した哲学者である。彼は、認識論や科学哲学および倫理

学などの哲学の諸領域や、法哲学・政治学・経済学・歴史学など数多くの学問分野で研究

対象として現代でも至極重視され続けている。上記の理由から、 E.H・カーとヒューム

を論考対象とすること、わけでもヒュームに着目して講究することは、本論における第一

の目的たる「現代的問題への視角Jの獲得へと近っきうること、そして第二の日的である

「多元的な国際政治経済秩序についての基礎理論の探究Jとなりうることが示唆されよう。

よって、本論では、ワイトやブルらの古典的な英国学派の国際社会理論、ブザンを中核

とした現代の向学派の理論的潮流、同学派の思想的伝統に位置付けられうる E.H.カー

の f危機の二十年ふそしてヒュームの道徳哲学あるいは法哲学と彼の国際政治経済論を、

主要な考察対象とする。また本論は、現代的問題を探究する理論の解明を宮的とするため、

原郊として、英留学派とその系譜における法・政治・経済の理論について講究する、 f理論

研究jの方法を採るものである。なお、米国型の実証的理論とは異なるアプローチを採る、

現代の極めて有名な国際政治経済学者たるロパート.w.コックス(RobertW. Cox)が考察
したように15、「理論は特定のパースペクティヴを有するj ものであり、理論の構築と研究

15 COX， Robert W. [1996] "Social Forces， States and Wor1d Orders: Beyond Intemational Relations 
Theory" in Cox， Robert W. with Sinclair， Timothy J.， Approaches to World Order， Cambridge University 
Press. 
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の当事者における問題意識や空間的・時間的視野などの制約から、理論研究が完全に自由

ないし中立であることは困難を極める。したがって、本論の理論研究においては、 21世紀

初頭の日本から視える現代的問題への接近が、その第一の目的として自覚的に設定され、

テクストの論理的分析と理論的解釈を主軸としつつも、その際にテクストを著した論者の

時代的・地理的背景事情の考慮を含める論考方法が採用される。そのため本論の研究方法

は、コンテクストの分析を主題とする「思想、史研究」の方法や、歴史的事象と関連付けて

史実としての思想、を分析する f歴史研究Jの手法などとは弁別されるものである。本論で

された理論的なテクスト解釈が、いかなる思想、史および歴史研究上の示唆を与えるもの

でありうるのかについては、終章にて論議する。

i11.構成

iii. 1) J章の概要と構成

本論は、以下の次第で展開される。 1章では、国際関係研究における英国学派の概略を

確認し、向学派の枠組における国際政治経済論について検討する。

I章1節において、第一に「英国学派とは何かj を学派の来歴に沿って概説し、同学派

の基礎をなす、 M.ワイトの国際関係思想史における「三つの伝統J論とH・ブルが提起

した「多元主義と連帯主義」という二つの国際社会の概念を説明する。第二に、国際社会

の理論としての英国学派の方法論に関する近時の研究を紹介し、 B.ブザンを中核として

発展しつつある新しい英国学派の潮流を概観する。そして第三に、ワイトやブルらが展開

させた英国学派の代表的理論において、国際関係における「権力J(power)の要素と「法・

道義j の要素の双方が酪酌されており、それによって、権力政治の要素を専ら主般におく

所謂リアリズムの理論とは一線が画されてきた一方、他方で「経済」の要素が充分に取り

扱われず、軽視されてきたことを明らかにする。同節の最後部では、この経済の軽視が、

英国学派における致命的かつ重大な問題として、今日批判されていることを見る。

続く I章2節では、現代における英国学派の中心人物たるブザンの議論において、経済

の要素を組み込む理論の構築が進められていることを概説し、彼の理論について検討する。

第一に、英国学派の枠組を基盤として構成されたブザンの理論では、「経済jの要素ととも

に「地域」の要素を導入することで、「国際的な自由経済秩序jと「地域統合Jなどの論理

や視点を国際社会の理論に組み込むことを可能にするものである点を確認する。また第二

に、ブザンの理論枠組においては、英国学派の古典理論では仔細に検証されていなかった、

国際関係の「貿易Jや「市場Jが、国際社会の秩序維持に資する「国際制度Jとして包含

されることを見る。そして第三に同節では、以上のブザンの立論は国際社会の「連帯主義j

に基づく理解を促進するものであると、ブザン当人が強調していることを指摘する。その

うえで、本論の第一の呂的をかんがみて、 2010年前後における現在の鴎際政治経済の環境

と、同時点での日本とその罵辺諸国との間際政治経済上の関係を省察するとき、 f国際的な

自由経済秩序Jを高く評価するブザンの理論には「限界Jがあることを議論する。

そこで 1章3節において、自由放任思想、による国際協調が崩壊しつつあった、現代世界

と類比的な二つの世界大戦前後の状況下で、国際政治経済を理論化し国際秩序の維持方法
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を探った E.H・カーの f危機の二十年』を再読する。関節では第一に、英国学派の思想

的系譜として、カーがどのように位置づけられているのかを明確化する。第二に、カーの

『危機の二十年Jは、ワイトやブルらの理論と同様に国際関係における権力と法・道義の

要素を論ずるほか、「経済jの要素を考察対象としていることを別出する。さらに第三、同

節では、同書での国際秩序の維持に関する論議を読解する。そして同節の最後では、カー

が第二次大戦終結時までの関際政治経済の歴史を{府轍することで、「自由放任主義」の凋落

と「経済ナショナリズムj の勃興を、一種の埋論的必然の事態として素描していることを

析出する。そのうえで、「自由放任主義Jの思想、への傾倒から現実を誤認することを防ぎ、

経済ナショナリズムの問題と対峠し、国際秩序を維持するための方法を探求するためには、

18世紀の「政治経済学Jへの回帰が肝要であると、カーが向書にて説いていたことを明示

する。同章末尾では、政治経済学の古典を今再考することは、なおも経済自由主義と経済

ナショナリズムとが対立する現代日本の論議にあって、有意味たりうることが示唆される。

以上の論考を踏まえ、 E章以降においては、アダム・スミスと双墜をなしうる、 18世紀

英慢の「政治経済学Jの論者であり、さらに近年、英国学派の云わば「源流jや現代的な

国際社会の理論として評価され、加えて「経済ナショナリズムJの系譜にあるなどとして

も解釈されつつある、デイヴ、イツド・ヒュームの法哲学(正義論)と国際政治経済論を講究

する。

iii. 2) II章の概要と構成

E章では、英国学派の理論枠組や伝統において、デイヴィッド・ヒュームがいかに位置

付けられるのかを解明する。

立章 1節において、ブザンとは異なり「多元主義j の国際社会理解を重視する、現代の

英国学派の代表的人物たるジェームズ・メイヨール(JamesMayall)による、ヒューム哲学

の評価を詳説する。第一に、メイヨールは、ヒュームの国際法論に示された国際社会埋論

を「現代に最も通ずるところが大であり、しかも難解ではなしりものとして高く評価して

いることを見る。また第二に、そのヒューム評価の記述を含むメイヨール自身による国際

社会の「進歩の限界」論を概説する。そして第三、同論では、哲学的方法論としてとくに

ヒュームの経験論が採用されていること、加えてまたそのヒューム哲学が、現代世界政治

の分析において重要性を有するものであると強調されていることを確認する。

そして続く E章2節では、以上のメイヨールによる高評価とともに、近年、英国学派の

「源流Jの理論として、ヒュームの国際環係思想が解釈されていることを明らかにする。

向節において第一に、英国学派の古典においてヒュームは国際社会の理論的伝統ではなく、

リアリストつまり現実主義者として評されてきたことを見る。そのうえで第二に、既存の

ヒューム解釈は表面的に過ぎるとして、ヒュームのテクストを精査し、彼を冨際社会理論

の伝統へと再定位する、 E.v・d・ハールの国際関係思想研究を紹介する。そして第三に、

英国学派の国際社会理論を形成したブルの法哲学的立場やその基礎が、実は「ヒューム的

伝統Jの流れを汲むものともいうべき位置付けにあると、ハールの上記研究において言明

されていることに注目する。
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同研究の解釈を検討することを介し、 E章3節では、英国学派の「源流Jとして、ブル

の理論へ継受されていくヒュームの法哲学とはいかなるものであるのかを考察する。とく

に、同節においては、ブルの理論と関連するヒューム正義論における「自然法と国際法J

の理論をテクストに沿って解釈し、第一に、ヒュームの人間本性の分析を通じた法哲学が、

「社会Jの必要性の論理を根本として展開されているものであることを詳論する。そして

第二に、国際法の理論は自然法の理論と同一の枠組で議論されていることを示し、さらに、

様々な法規則の責務が当該の「社会Jの必要性に比例して成立することを明らかにする。

これらの解釈から、同節では第三に、ヒューム法哲学が英国学派の理論に対して与えうる

意味を考究する。ここでは、第一に、ブルの理論への批判として挙げられる法哲学的基礎

の総弱性を補強するものとしての、ヒューム法哲学の有用性、第二に、河学派が推挙する

多元主義の隈際社会理論の代表的論者たるヴァッテルとの異向、加えて第三に、人間本性

に関するホッブズ主義的理解との距離とその含意が示される。

iii. 3) 血章の概要と構成

E章での検討を通じ、英国学派の系譜における位置付けが詳らかとなったヒュームは、

いかなる国際政治経済の理解と国際秩序の論理を提示していたのか。皿章では、ヒューム

の国際政治経済論を講究する。

盟章 1節では、まず国際関係研究におけるヒュームの先行研究とその評価について概観

する。第一に、前章での検討を総括し、英国学派の理論枠組における位置付けから、現代

におけるヒューム解釈の意義を簡便に再確認する。次に、第二、英国学派の内外を問わず、

ヒュームはこれまで国際政治学の全般において「勢力均衡論の古典Jを著した人物として

理解されてきたことを示す。そして第三、ヒュームを対象とする国際環係の諸思想、・議論

を視野に含める思想、史・経済学などの分野での主要な先行研究において、とくにヒューム

は「経済ナショナリスムjの要素をもっ思想家として定位されることがある点を説明する。

そこで、直章2節において、ヒュームの国際政治経済論における経済ナショナリズムの

要素について検討する。第一に、ヒュームの各種経済論説には、確かにネイションおよび

ステイトと経済との相互関係が明記されていることを確認する。しかし第二、彼の議論は

政治と経済の緊張関係を説くものであり、また国際的な調和による自由経済の肯定と併記

されていることを見る。そして第三に、ヒュームは人間本性と「国際社会j の視点から、

貿易などの国際経済の論理を提起していたことを明示し、人間本性理解に基づいた f国際

社会における政治経済j の理論として、ヒュームの国際政治経済論を解釈できる可能性を

提示する。

以上に示された国際政治経済論の解釈を敷約して、本論の最終節となる田章 3節では、

立章3節で詳説したヒュームの正義論に再度立ち返り、彼の法・政治・経済の理論全体に

おける「均衡Jの論理を解明する。第一に、ヒュームの国際政治における勢力均衡論説を

読解し、ヒュームの国際政治経済論は、自由貿易政策への一方的な傾斜や国家の対外的な

勢力伸張の双方を批判する、国際関係における経済政策とパワーのそれぞれの「均衡j を

重視する議論であったことを明確化する。第二に、国家の統治構造においても、政治的な
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「均衡Jが重要であるとヒュームが論じていたことを彼のテクストから総合的に解釈する。

そして第三に、偲人間・国家間などにおける法システムにおいて、社会の基礎としての主

体問の「均衡j と「自告IJJが前提ないし枢要となることを明らかにし、個人間の社会から

国際社会までに及ぶ、あらゆるレヴェルの社会の存立と調和的な維持に際して、「均衡jと

そのための「自制Jが重要な原則として提起されることが、ヒュームにおける法・政治・

経済の諸理論の全体的解釈によって示唆される。これらの考察を通じて、同章末では、法・

政治・経済の要素を包含するヒュームの国際社会理論の本論における解釈を明断化する。

以上の論考を踏まえ、終章では、英国学派とヒュームの国際政治経済論の講究と、本論

で示されたテクスト解釈について、その結論を示す。そのうえで、本論の結論が有する、

英国学派理論の再構築への展望と国際関係理論への貢献の可能性、および現代的問題への

含意を論ずる。そして最後に、本論から示唆される研究の展望や、今後の研究上の課題を

提示し、本論は締め括られる。

11 



1章英国学派の国際政治経済論

I章 1節 国際関係研究における英国学派

1.1.1 英国学派の国際関係理論

1 .1.1.1 r英国学派jとは何か一英国学派の康史とその理論研究の主題

国際政治理論における「英国学派Jと称されるアプローチは、現代日本を含む世界的な

国際政治理論の主流をなすアメリカの国際関係論と対置される、理論枠組や方法論を提供

するものとして、数年来、日本でもその理論研究が顕著に進められ、注目を集めている。

英国学派は、第二次世界大戦後の 1959年に創設された「英国国際政治理論委員会jと、

そこでの議論の成果として編纂・出版された『外交の探究~ 16を主たる出発点として成立

したとされ17、現代でも同学派についての研究や再評価がイギリス本国を中心に続けられ

ている18。同学派は最初期より、アメリカの国際政治学と対比させられることで、その方

法論的特徴が示されており、この点は同学派の存在意義をまた示すものでもある。『外交の

探究』の序文において、「現代・科学・方法論・政策jを重視する立場として特徴が描き出

されうるアメリカの国際政治学に対し、「歴史・規範・哲学・原則jを重視する立場として

英国学派が特徴付けられていることは、とくに有名である190

英国学派の国際政治理論の特徴について、同学派の膨大な議論や研究成果を一点に集約

して説明するならば、国家間関係を「国際社会J(international society)として見るという

点が挙げられる。「国際社会j なる概念の代表的な定義は、「この概念を他の誰よりも発展

させた人物J20として挙げられる、重要な英国学派の中心的人物であるヘドリー・ブルが

著した、英国学派の最も中核的な古典のーっと評価される著作『国際社会論』において21、

次のように示されている。

一定の共通利益と共通価値(commoninterests and common values)を自覚した国家

16 Butterfield， Herbert and Wight， Martin (eds.) [1966] Diplomatic lnvestigations: Essays in the Theory 

of lnternational Politics， G. Allen & Unwin. 同書の邦訳として、佐藤誠ほか訳 [2010] W国際関係

理論の探究一英国学派のパラダイム~ (日本経済評論社)がある。
17英国学派の起源や成立過程については、とりわけ Dunne[1998]が詳しい。英国学派の始原

や、いかなる人物が同学派に含まれるのかについては一義的に定められるものではないが、同

書では、学派の系譜を E.H.カーにまで遡っている。

18英国学派の理論研究の近年における代表的な成果として、 Linklaterand Suganami [2006]及

び Navari(ed.) [2009]などがある。
19 Butterfield and Wight (eds.) [1966] p.l2. (佐藤誠ほか訳 [2010]p.iv.) 
20 Holsti， K.J.， [2009]“Theorising the Causes of Order: Hedley Bull's 1五eAnarchichal Society，" in 
Navari (edよop.cit.， p.l27. 
21 ブルの『国際社会論』の第二版に序文を寄せたスタンレー・ホフマンは、同書について、「英

国学派の国際関係理論あるいは国際関係への英国的なアブローチと呼ばれるものの中において、

最も巧みな著作と見倣されているj と述べている(Hoffman，Stanley，“Foreward: Revisiting 'The 
Anarchical Society'" in Bull， Hedley [1995] The Anarchical Society: A Study ofOrder in World Politics， 
2nd edn.， Columbia University Press.)。
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集団(agroup of states)は、それらの国々自身が、その相互関係において共通の規則

体系(commonset ofrules)によって拘束されていると考えており、なおかつ、共通の

諸制度(commoninstitutions)を機能させることについて、共同で責任を負うものと

克倣しているという意味において、一儒の社会(asociety)を形成している22。

英国学派における研究のキータームたる「国際社会Jの概念を精織化し理論的に明らか

にしたブルは、以上の定義を打ち立て、「主権問家のパワー」の存在を前提としつつも成立

する、「共通の利益と価値jに基づいた、国際法や外交などの「規則と制度」の存する調和

的な溜際秩序とは何かを論究していたのである。

ブルによって明確な定義が与えられた「国際社会Jを理論化する英国学派の論者はまた、

極めて実践的で規範的な研究を志向しているとされる。例えば、冷戦期におけるブルらの

研究は、米ソ二極化のなかにあって、軍事的対立を緩和しうる共通のルール(国際法)や、

国家間の継続的な交流関係(外交)に基づく、「国際社会jの存在やその理論化の可能性を

指摘することによって、とくに「国益Jの利得計算や「軍事j と「戦略jの論理へと傾倒

するような、米国における政策論的な国際政治論とは異なった視点での、世界秩序の本質

をより描き出そうとする理論を提供せんとする試みであったことが挙げられる。冷戦後は

主に、世界各地で噴出する民族紛争や地域紛争に、国家の主権を超えて国際社会が対処し

ようとする、人道的介入などの「介入J(intervention)の是非とその合意や、国際倫理の諸

問題などをめぐって、そもそも主権国家や「国際社会j とは何かを改めて潤い直し、また

その国際社会が果たしうる責務とは何でありうるのかなどを問うことで、実際の国際関係

の全貌を把握しそこで通用する規範を析出するための議論が続けられている。

それでは、英国学派の理論を特徴付けるこの f国際社会Jとは何か。以下、「国際社会j

の概念を明確化する思想分類や分析枠組を提唱した同学派の代表的論者のなかでも、とく

に今日の英陣学派に関する議論でも活用され、それゆえにまた批判や思想分析の対象とも

なっている、マーティン・ワイトとへドリー・ブルについて論ずることにしよう。

1 .1.1.2 ~庭園学派が描く国際関係思想史ーマーティン・ワイトのf三つの伝統J論

英国学派の主要な論者であるマーティン・ワイトは、国際政治に関する思想的伝統を次

の三つに分類し整理したことで知られている23。その伝統の第ーは、国際関係における「力j

(power)の重要性を強調する「現実主義者J(Realist)の伝統であり、代表的な思想家として

22 Bull， Hedley [2002] The Anarchical Society: A Study olOrder in World Politics， 3rd edn.， Columbia 
University Press， p.13. (臼杵英一訳 [2000] W国際社会論ーアナーキカル・ソサイエテイ~ (岩波
書庖)p.l4.) 同著は、 1977年に初版が、 1995年に第二版が出版されている。なお、本論にお

ける引用部での訳文は、訳書が出版されている場合、当該の邦訳を参照し参考文献として挙げ

たうえで、原則としてすべて岸野が訳出している。また本論では、引用部の訳出に際し、訳書

が出版されている場合、基本として邦訳に従っている。但し、鍵となる語句(例えば realismな

ど)については、訳語の統ーのため、岸野が一部邦訳に変更を加えている。その場合は、引用

中に原著の単語をカッコ内にて示し、変更が加えられていることを明示している。

23 ここではとくに、 Wight，Martin [1991] lnternational TheOlア TheThree Traditions， Leicester 
University Press (佐藤誠ほか訳 [2007] W国際理論一三つの伝統~(日本経済評論社))を参照する。
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マキャヴェリやホッブズらが挙げられる。第二は、国際関係を人類共同体へと変革可能な

ものと見倣す「革命主義者J(Revolutionist)の伝統であり、これはカントやレーニンらの

思想、に代表される。そして、云わばこれらの二者の狭間に位置付けられうる第三の伝統と

して、国際関係における国際法や外交の重要性を強調する「合理主義者J(Rationalist)の

伝統が挙げられ、これはグロティウスやパークなどに代表される国際思想、の伝統であると

される。こうした三つの伝統(3R)を用いてワイトは国際関係における理論の構築を図り24、

後の英国学派の議論においては、この三者の中でも「合理主義者」の伝統がとくに重要視

されることとなる25。このワイトが論じた「三つの伝統Jの分類枠組は、現代の英国学派

の研究者や同学派に準拠するケース・スタディなどにおいて、多用されるところとなって

いる。例えば、これらの思想伝統の分類に基づき、英国学派の思想的系譜や現代的展開を

追う研究や26、これらの f三つの伝統j を理念型として、他国への介入の議論などを分析

する研究などがある270

この「三つの伝統jは、伝統相互の対比により、大きく次のように区別される。「現実主

義者」は、諸国の上に立つ政治的上位者を認めず、国際関係は f力」が支配するものであ

り、究極的には「戦争Jによって調整される「国際的なアナーキーjだと考えるとされる。

他方、「革命主義者jは、国家の枠組を超えた人類共同体や世界国家の設立可能性を明示あ

るいは含意しつつ、国際関係を諸国家の連合体が規範的義務を各国に課すことのできるも

のと見倣すとされる。そして「合理主義者Jは、現実主義者の言う「国際的なアナーキーJ

の条件下でも、国際関係を外交や国際法などを介した国際的交流が存するものとして認識

する立場と捉えられる。こうした立場を基礎としながら展拐される英留学派の f国際社会J

論は、地球全体を覆ういわゆる「世界政府Jを有さない国際関係の現実を認めつつ、そこ

に一定の法的・政治的な交流や繋がりなどを有した国家間の「社会Jを見るものである。

そのうえで、「国際社会」とは何であるのか、またそれは現実主義的なアナーキーの体系や

革命主義的な国際共同体などの他の国際関係認識の伝統と比較されるとき、いかなる意味

を有するのかなどの問いをめぐって、今日においても研究が発展させられてきているとこ

ろである28。既に触れたように、「国際社会Jの概念を、以上のワイトによる思想伝統分類

24 三つの伝統jの思想的伝統を析出する以前に出版された『外交の探究』においても、政治

理論と並びうる国際関係についての「理論Jが構築できるとすれば、それは「国際法Jの議論

を基礎とする思想的伝統にあると、ワイトは論じているいf.Butterfie1d and Wight (eds.) [1966] 

ch.1)。

25侭し、こうした思想分類を提起したワイト自身が f合理主義者jの伝統に位置付けられるの

かについては、直裁に断定できるわけではない。例えばブルは、ワイトの生涯における思怒的

振幅を論じており、時期や著作によっては、合理主義的な伝統を重視する姿勢のみならず、革

命主義や現実主義に対して惹き付けられていたようにも見出されうると述べている(ゆBu凶l註1，

He“d1ey [ド19切76句}
Memoria1 Le伐ctωureザ"，British Journal ollnternational Studies， Vol. 2， Issue 2)。
26 cf. esp. Link1ater and Sugar鳩山 [2006]

27 こうしたケース・スタディは数多く挙げられるが、百本での近年の研究としては、例えば

矢口健作 [2003] r冷戦後の国際社会における人道的介入一英国学派の視点による正義と秩序
の問題J W国際安全保障~ 31巻(1・ 2号)がある。
28 r国際社会Jの概念についての子細な分析をまとめた研究として、とくに Navari(ed.) [2009] 
が挙げられる。また、従来の「国際社会Jの概念を批判的に分析しつつ、アメリカの国際関係
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を念頭に器きつつ、一つの理論として最初期に提起した人物こそ、ワイトと並び英国学派

の古典を著述した一人としてよく知られる、ヘドリー・ブルであった。英国学派の基本的

理念群を把握するため、以下では、彼の提示した「湿際社会j の概念について、その詳細

をみることにしよう。

1 .1.1.3ニつのf国際社会jの理解と概念ーヘドリー・ブルの国際社会理論

ワイトの国際関係の思想、的伝統の分類を踏襲しながら、ヘドリー・ブルは、「国際法Jや

「外交j をとくに重要視する合理主義者の伝統における見解をさらに深化・拡張し、主権

国家間の関係性を「国際社会j として概念化して論じている。また彼は、国際社会の概念

を提示するだけでなく、国際社会論における「多元主義J(pluralism)と「連帯主義J(ソリ

ダリズム;solidarism)という二つの観点があることを分析し指掃する29。前者は国際関係に

おいて、諸国家が最低限の目的のために「合意Jを行う可能性を見るが、後者は、単一の

価値に基づき、国際社会が他国に何らかの強制を行う「連帯Jが可能であることを主張し

ているとされる。上で確認したように、ワイトは、国際法や外交を重視する国際関係理解

の立場をグロティウスらに代表させていたが、ブルは、当のグロティウスやそれに類する

20世紀の新グロティウス主義者(学派)(neo・Grotians)30は、「連帯主義j の国際社会論者と

規定されうるものであって、これとは異なる「多元主義jの国際社会の理論・概念・理解

が存在しうること、そしてまた「連帯主義j には重大な問題があるため、これとは異なる

f多元主義j の概念を抽出すべきことを論ずる。

ブルは、こうした二つの立場の導出にあたって、 17世紀のグロティウスと 20世紀の新

グロティウス主義者と、その挟間の時代であるとくに 18世紀のヴァッテルらに代表され

る国際法学者の見解とを対比させつつ、次のように論ずる。

グロティウスの仮説の中心は、法の執行に関して国際社会を構成する諸国家が連帯し

ていること(solidarity)、あるいは連帯しうるということにある。この仮説は、グ口

ティウスによって明示的に採用されたわけでも擁護されたわけでもないが、彼が提起

した国際的行動にかかわる諸規則は、その実現のための前提条件であると論じること

ができよう。他方でグロティウスの教義に反対する立場の国際社会概念においては、

全く正反対の仮説が出される。諸国家はこの種の連帯をせず、ある最低限の目的のた

めにのみ合意しうるものの、それを法として執行する連帯は欠いている。この考え方

は、国際社会を構成する各国家で実際に、もしくは潜在的に合意が形成される領域が

あるとする見方である。これは、この点において多元主義的なもの(pluralist)と呼べ

るし、他方、グロティウスの教義は連帯主義的なもの(solidarist)だ、ということができ

る。そして、国家間の関係を規定する諸規則は、こうした違いを反映するものなので

論におけるいわゆる「構成主義J(コンストラクティヴイズム;constructivism)の視点を導入して、
英国学派の理論をより精微化しようとする研究として、 Buzan[2004]がある。
29 Bull [2002]; Butterfield and Wight (eds.) [1966] ch.3. 

30具体的には、ブルは、 20位紀前半の国際法学者であるヴォレンホーヴェンやローターパク

トを挙げているのutterfieldand Wight (eds.) [1966] esp. pp.5ト2)。
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ある310

ブルは、「グロティウスの教義は、隈際秩序にとって明らかに有害な影響力をもっjとし

て32、連帯主義的な国際社会論に否定的な立場を表明する。その理由は、グロティウスの

ま戦論から引き出される。すなわち、グ口ティウスによれば、 f戦争は正しい原因を持つ者

によってのみ戦われるべきだとするJが、それは「戦争を制限すべく、国際社会が整備し

てきた諸制度にとり有害であるjとブルは述べ、「紛争時に、一方の当事国が自らは特権を

得ていると考えた場合Jには、多元主義的な立場において重視されうる「法の相互遵守J

が掘り崩されてしまうと、彼は論じるのである330 20世紀においても、グロティウス約な

連帯主義の影響が見られるとして、ブルは、 1935年のイタリアに対する国際連盟による経

済制裁と、第二次大戦後のニュんンベルク(ドイツ)と極東(B本)における二つの国際軍事裁

判、そして国際連合の名の下で行われた朝鮮戦争の、三つの具体例を挙げている34。

さて、以上のブルの概念提起を受けて、後代の英留学派の研究でも、ワイトによる国際

関係思想、の「三つの伝統Jの分類仲組やそれに基づく三つのアフローチと同様、 f多元主義J

と「連帯主義j の二つの国際社会概念が重用されており、これらの思想分類持組や理念型

は、国際関係についての一つの見取図を提供するものであり、英国学派に関わる現代の研

究において、枢要なキィタームとして利用されている。イギリス本国を中心に進められて

いる英国学派やその国際社会の論議を再評価する研究では、ワイトやブんらの議論を批判

的に吟味しつつ、まさに f国際社会Jとは何か、英国学派の理論や観点とはいかなるもの

であるかなどについて論究されているのである。次項では、現在の英国学派理論とその諸

研究の概要を略説する。

I.1.2 国際社会を理論化する英国学派

1 .1.2.1 罰際シスチム・国際社会・世界社会一 3Rと三つの世界像

英国学派の特徴は、「現代・科学・方法論・政策jを重視する、実証主義型の米国の国際

関係論とは対照的に35、「歴史・規範・哲学・原則」を重視する、古典的で伝統的な政治学

の方法を用いる傾向にある。英国学派の理論は、米国型の実証的な、因果関係についての

試験可能な仮説を立てて検証する f説明理論J(explanation theory)ではない36。英国学派

の「理論j とは、米国などで支配的な「科学的アプ口一チJにおける「理論j とはかなり

31 Butterfield and Wight (eds.) [1966] p.52. (佐藤誠ほか訳 [2010]p.44.) 

32 Ibid.， p.70. (佐藤誠ほか訳 [2010]p.64.) 
33 Ibid.， pp.70-1. (佐藤誠ほか訳 [2010]pp.64-5.) 

34 Ibid.， p.71. (佐藤誠ほか訳 [2010]p.65.) 

35 cf. esp. Buzan [2004] p.24. なお、 20世紀における米国の国際関係論と英国学派との棺互影

響関係については、 Waver，Ole [1998]を参照のこと。
36 Buzan [2004] p.24. 現代の英国学派研究においては、例えば、 「世界政治についての因果関

係の問いに対し、英国学派は全くの手付かずのままJであり、また「同学派において若干の因

果的議論は見出されるものの、それらは未発達であるJと指捕されている(Suganami[2005] esp. 

p.42)。
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異なる理論を意味しているとされる370 米国を中心に発達した科学的アブローチに対し、

ブルをはじめとする英田学派の理論においては、哲学や歴史の解釈を基軸とする「古典的

アプ口一チj あるいは「解釈的アブローチJが自覚的に採用されている38。この解釈的・

伝統的・古典的アプローチを方法論的な基礎としながら39、同学派においては主として、

諸国家間の外交や国際法などを通じて織り成される「国際社会J(international society) 

とは何かとの問いが、中心的な研究主題となってきた。そして、この解釈的アプ口一チを

採る英国学派の理論においては、独立変数と従属変数の設定などによる試験可能な仮説の

定式化ではなく、「異なった歴史的・規範的秩序の境界jを特徴付ける諸性質やその定義を

探究するために、「理念型J(ideal types)として「国際システム・掴際社会・世界社会Jの

諸概念が用いられているのである40。

「国際社会J(international society)を理論する英医学派は、その概念を明断化するため、

国家間の「システムJ(system)と「世界社会J(world society)の二つの理念ないし世界像

を多用する。「国際システムJ• r国際社会J• rt世界社会jは、ワイトの「三つの伝統J(3R) 

の思想分類における、現実主義ないしホッブズ主義・合理主義ないしグロティウス主義・

革命主義ないしカント主義の諸伝統が各々理解する世界像の特徴に、それぞれ相当すると

される理念型である。「国際システムJ(international system)とは、国家間での共通規則

や継続的交渉、つまり確立された外交関係などを有さぬ、単なる諸国家・共同体罰の対外

関係の集合体としての、ホッブズ主義的な国際関係の概念を意味する。ブルはこの「国際

システムJについて、「諸共同体聞の相瓦行為(interaction)が存在するものの、共有された

規別や制度は存在していないアリーナJと定義している41。他方、 f世界社会J(world society) 

は、ブルが定義した「国際社会j の様相に加え、さらに「人類共同体j あるいは世界思家

とも称されるべき、人類全体が価値や利益を共有するカント主義的な世界像である。「世界

社会」についてブルは、「国際社会jと類似した概念ではあるが、共有された利益や価値が

「人類共同体のあらゆる部分と結びついているJ点において、国際社会とは異なるものと

定義する42。そのため、こうした f世界社会j の概念においては、人類共通の法や正義と

しての「人権J(human rights)がその中核をなすことになる43。現代における英国学派の

理論研究においては、「国際システムJの概念との差異化や、 rt世界社会」の概念との対比

37コンストラクティヴ、イズムの理論研究で著名なカナダの国際政治学者マーサ・フィネモア

は、関果関係の分析に興味を抱かない英国学派の理論は真に「理論jたり得ているのかとして

問題提起を行い、さらにブザンらが目指す「グランド・セオリーとしての英国学派の再構築J

のために米国の理論と英暦学派が対話するにあたり、この相違点が問題になると批判している

(Finnemore， Martha [2001]“Exporting the English School"， Review oflnternational Studies， 27: 3)。
38 Bull， Hedley [1966] "Intemational Theory: The Case for a Classical Approach"， World Politics， XVIII， 
3; cf. Bull， Hedley [1972] "Intemational Relations as an Academic Pursuit"， Australian Outlook， 26: 3; 
Dunne [1998] p.7. 
:，.~ cf. Keene， Edward [2005] lnternational Political Thought: A Historical lntroduction， Polity， 
pp.198働9.
40 Dunne， Tim [2008] "The English School" in Reus欄Smit，Christian & Snidal， Duncan (eむよ The
OゆrdHandbook of lnternational Relations， Oxford University Press， p.271; Keene， Edward [2009] 
"Intemational Society as an Ideal Type" in Navari (edよop.cit. 
41 Bull [2002] pp.9・10;cf. Dunne [2008] p.276. 
叫 Bull[2002] p.269. 
43 cf. Dunne [2008] p.278. 
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などを通じて、合理主義あるいはグ口ティウス主義的な伝統が認識し理解する世界像たる

「国際社会j とは何かが関われ、その原理と本性が論じられている44。

1 .1.2.2英国学派における方法論的多元主義一新しい英国学派の滞流

「国際システムJ・「国際社会J・「世界社会Jの三つの世界像を理論イヒする、現代の英国

学派では、従来、「国際社会Jの概念分析のために専ら用いられてきた他の二つの概念を、

さらに精織化してモデル化しようとする試みが行われている。とくに、これら三つの世界

像を並置して、それらの相互関係や歴史的変遷を分析することは、英国学派理論が「方法

論的多元主義Jとして特徴付けられることになるとされる45

例えば、「国際システムjに関する研究においては、「費用便益分析J(cost/ benefit analysis) 

の方法論が適切で、あるとされ、また「国際社会j の研究では、主として「制度論的分析j

や「言説分析J(discourse analysis)の方法論が用いられるとされる。そして、「世界社会Jに

纏わる研究においては、「規範的議論J(normative argument)が展開されることになり、米国

型の実証主義的研究とは異なり、英国学派は様々な「方法論j を包摂して活用する理論で

ありうると評価されているのである46。しかし、この方法論的多元主義は、現代の新しい

英国学派の特徴であって、ブルを筆頭とする「古典的な英国学派J(the c1assical English 

School)の理論研究においては、「国際社会Jの哲学的・歴史的分析に主根が置かれてきた

として、方法論的多元主義を採る理論として英国学派の立ち位置を理解することには、

定の「限界」があるとも指摘されている47

1 .1.2.3国際関係理論としての英国学派の展望一段史・地域・グ口一パリゼーションの理論

「新しい英国学派jの理論的潮流においては、「国際社会jの分析理論に留まることなく、

f国際システムjや「世界社会j の理念型を駆使した、他方面の研究分野で、の理論展開へ

の発展が展望されている。そうした潮流をなすパリー・ブザンとリチヤード・リトルらの

諸研究では、第一に古代から現代までの世界全体を見渡す「歴史研究Jへの展開可能性48が

見出されているほか、第二に「地域研究j の理論としての応用性49、そして第三に「グロ

ーバリゼーション理論Jとしての有用性や、英国学派の「グランド・セオリーJ(grand theory) 

としての発展可能性50などが提起されつつある。英国学派の理論枠組は、米国型の理論で

44 cf. esp. Navari (ed.) [2009]; Little， Richard [1998]“International System， International Society and 
World Society: A Rかevaluationofthe English School" in Roberson (ed.)， op. cit. 
't.> Little [2009]; cf. Navari， Cornelia [2009]“Introduction: Methods and Methodology in the English 
School" in Navari (edよop.cit. 
46 Ibid. 

47 esp. Navari [2009]; cf. Dunne [2005] 
48 Buzan and Little [2000]; Little [2009] 
49 Buzan， Ba汀y& Gonzalez-Pelaez， Ana (eds.) [2009] lntemational Society and the Middle East: 
English School Theory at the Regional Level， Palgrave Macmillan; Buzan， Barry [2012] "日owregions 
were made， and the Legacies for World Politics: an English School reconnaissance" in Paul， T. V. (edよ
lntemαtional Relations Theory and Regional Tr，αnsforrnation， Cambridge University Press; Quayle， 
Linda [forthcoming] Southeast Asia and the English School of lntemational Relations:・ARegion-theory 
Dialogue， Palgrave Macmi1lan . 
.>v Buzan [2001] pp. 481， 484;沼田an[2005]; Little [2009] p.l 00. 
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は分析図難とされる、複雑な世界全体の通史(グローバル・ヒストリー)や諸地域の現実を

描写し、モデル化して理解を高めることが可能になると評価されている。そして、以上の

理論的発展には、国際関係における「政治経済Jの要素を、十分に加味して取り扱うこと

が求められるのである510

それでは、英国学派の理論において、「国際政治経済Jはいかに論じられているのか。次

項では、ワイトやブルらを代表とする「古典的な英国学派Jの理論における国際政治経済

の視鹿を確認する。そのうえで、次節において、ブザンを中心とする「新しい英国学派J

の理論における国際政治経済論をみていくことにしよう。

1.1.3 英国学派の古典における「国際政治経済j の視座

1 .1.3.1 英国学派の吉典における法と権力の視座

国際政治経済の諸要素のなかでも、とりわけ多元的な諸国家からなる現代世界において

等関視することが困難な、国際政治の側面における溜家のパワーあるいは権力の要素と、

国際経済の側面における交易や市場などの要素について、英国学派はどのように議論して

いるのか。本項ではこれらについて確認する。

英国学派の国際関係理論は、まず以て国際関係における「法Jの存在とその意味を強調

する。英国学派の形成に貢献した C・A・W.マニングは、国際的な法や道徳が存在する

主権国家からなる社会として国際社会を想定し、その秩序を維持する基幹として「国際法j

が重要であることを主張した52 マニングの論考に影響を受けたブルは、「法の支配J(rule 

of law)を包含しうる「国際社会j の秩序を明らかにして53、彼は国際社会を秩序化し維持

するための「制度J(institutions)として、「勢力均衡・国際法・外交・戦争・大国協調Jの

五つを提示した54。爾来、英国学派の視座においては、 f国際法Jが、国際社会を構成しそ

の秩序を維持するための、とくに重要な制度ないし要素であるとされるべ同学派の議論

でも引用される「社会あるところ、法ありJ(Ubi societ，αs， ibi ius.)との法諺は56、諸国家間

における「法jの存在が、国際関係が秩序を有する一種の「社会Jつまり国際社会たりう

るための要件であることを、極めて端的に示している。この理解から、同学派が講ずるよ

うに、諸国家が互いに自らの利益つまり国益などをめぐり闘う、国家間の闘争状態が描き

出されるホッブズ主義的な「層際システム」としてではなく、諸国の間に共通規則と秩序

が存在する「国際社会Jとして、臨際関係を把捉することが可能となるのである。「法Jと

その支配が諸国家の相互関係において存続することで、世界政府なき主権問家間にあって

51 cf. esp. Buzan [2004，2005] 
52 Manning， C. A. W. [1962] The Nature oflnternational Society， The London School ofEconomics and 
Political Science (G Bell and Sons). 
53 cf. Arms位ong，David & Farrell， Theo & Lambert， Helとne[2012] lnternational Law and lnternational 
Relations， 2nd ed.， Cambridge University Press， p.18. 
54 Bull [2002] 

55 Wilson， Peter [ロ20∞09勾]
1. . p.1凶67穴;cf.Bu凶1此出t仕terfie凶eldand Wight (作ed白s.吋.)川[1966]cぬh.1.

6 James， Alan [1973] "Law and Order in International Society" in James， Alan (ed.)， The Bases of 
lnternational Order: Essays in honour of c.A. W Manning， Oxford University Press， p.84. 
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も、諸尽からなる「社会」が成立し維持されうるのである。

国際関係における「法Jの要素を重視する英国学派はまた、国際社会を構成する国家の

「権力J(力・勢力・パワー power)について、法や道義あるいは道徳、の要素とともに国際

社会の枢要な要素として考慮し議論している。先述したように、ブルは、政治的な国家の

「権力jが、世界大の中央政府により一元化・統御されることなく分散割拠する近代以後

の世界政治において、共通規則などを通じて秩序化される「国際社会Jを理論化し発見し

たのであるが、彼が提起した国際社会理論は、「主権国家のパワーJが林立する政治状況を

前提としつつも成立しうる、国際的秩序を模索するものであった。ブルの国際社会理論を

継受する現代の英国学派の研究視座においても、国際社会は「諸国家(states)からなる社会j

を意味しており 57、国際社会を論ずる際の根本的な前提として「各国家の有するパワーJ

の存在が引き続き認識されている58

ブルと並ぶ英国学派の中心的人物とされるワイトもまた、『パワー・ポリティクスMPower

Politics)と題された著名な論考を遺しており、彼は国際政治の理論59を構築することを目指

しながら、主権問家間における「権力政治J(power politics)の実像に迫ろうとする研究者で

あった60。それでは、ワイトによる国際政治思想、の「三つの伝統j 論において、パワーは

どのように概念化されているのか。以下、この点について概観する。

ワイトは、『国際理論一三つの伝統Jl(Jnternational Theory: The Three 1均ditions)において、

「国力の理論J(Theory of national power)について論じるなかで、三つの伝統をパワーの点

から以下のように特徴付けている。

三つの理論のあいだにある違いは、三つの重なり合う言葉を厳密なものにすること

によって、描き出されうるであろう。その三つの言葉とは、権力(power)、権威(authority)、

そして強制力(force)である。

「権力J(Power)は、現実主義者の概念である。それは、既存の政治組織が服従

( compliance)を確かなものにする能力(capacity)で、あり、対内的および対外的に、国家が

自らの意志を押しつける能力である。

「権威J(Authority)は、合理主義者の概念である。それは、道徳的諸原則J(moral

principles)と調和することによって正当化される権力(power)のことであり、対内的およ

57 cf. Navari (ed.) [2009]; Donelan， Michael (ed.) [1978] The Reason ofStates: A Study in /nternational 
Political The01ア， G. Allen & Unwin; Mayall， James (ed.) [1982] The Community of States: A Study in 
/nternational Po/itical The01ア，G. Allen & Unwin; Navari， Cornelia (ed.) [1991] The Condition ofStates， 
Open University Press; Clark， Ian [1989] The Hierarchy of States: Rφrm and Resistance in the 
/nternational Order， Cambridge University Press. 
58 cf. Navari [2009] p.9. 
59ワイトは、 『外交の探究』において、国家についての「政治理論J(Political Theory)に対応す

るような、国家間関係についての f鴎際理論J(lnternational Theory)の構築可能性を考察してい

るのutter五eldand Wight (eds.) [1966] pp.17-34. (佐藤誠ほか訳 [2010]pp.1・23.))。
60 1978年版の『パワー・ポリティクス』においても、ワイトは fパワーj を国家

(state/nation/country)と並立させて論じており(Wight，Martin [1978] Power POlitics， eds. by Bull， 

Hedley and Holもraad，Carsten， Roya1 Institute of International Affairs， p.23)、問書でのワイトのパワ
ー概念は、国家と換言可能なものであると述べうる。
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び対外的に、自発的に与えられた同意や協力(assentand co-operation， freely given)を国家

が確かなものにする能力(capacity)で、ある。

「強制力J(Force)は、革命主義者の概念である。それは、権力(power)を転覆し、革

命主義者の教義の名において既存の政治組織を破壊する能力(capacity)であって、必要

な再建を成し遂げるために粉砕を行う能力である61

すなわち、第一に「現実主義j は、道徳的な正当化とは無関係な剥き出しのパワーたる

「権力J(power)の理論として、第二に「合理主義Jは、道徳的に正当化された権力(power)

たる「権威J(authority)の理論として、そして第三に「革命主義Jは、暴力的手段を用いて

でも、既存の政治組織を変革しようとする「強制力J(force)の理論として、それぞれ特徴

付けられている。なかでも現実主義と合理主義の伝統においては、「道徳的正当化jの有無

という違いを轄としつつ、パワーつまり「権力j が重要な理論的概念とされている。さら

に、革命主義の伝統においては、現実主義者の概念たる「権力j、つまり f既存の政治組織j

が服従を確保するための能力を転覆させる、公わば既にある「権力j を逆転させる能力と

しての「強制力j が重要な概念であるとされる62。よって、これら f三つの伝統Jの差異

を論ずるにあたっては、「権力J、すなわちパワーをどのように処遇するかが問題となるの

である。

『国際理論Jでの「外交の理論としての勢力均衡J論でもワイトは、カント主義ないし

「革命主義jがパワーの均衡たる「勢力均衡J(Balance of‘Power')を批判し否定する立場で

あると論じる一方、他方の「現実主義J(マキャヴ、エリ主義)と「合理主義J(グロティウス

主義)は、「勢力均衡j を異なる意味として各々概念化する立場であると論じている63

グロティウス主義者にとって、「勢力均衡j という語は二つのことを意味する。第一

は、パワーの均等な配分(aneven distribution of power)で、ある。・・・パワーの均等な

配分は、他のいかなる選択肢(altemative)よりも良いと想定され、これによってこの

語は記述的なものから規範的なものに移り、したがってグロティウス主義者にとっ

ての第二の意味、すなわちパワーは均等に分配されるべきであるという原則になる

のである64

こうした「パワーの均等な配分Jを求める合理主義の伝統に対し、現実主義の伝統では

次のように考えるとされる。まず、第一に「勢力の測定方法Jが存在しないこと、第二に

勢力の「公平かつ独立した測定者j がいないこと、そして、第三にパワーの配分は「不安

61 Wight [1991] p.107. (佐藤誠ほか訳 [2007]pp.142・3.)

62各伝統をパワーの視点から総合すると、 「既存の政治体制jが有する「権力j について、現

状を追認するかたちで論ずる立場が「現実主義Jとされるのに対し、一方でその現状を否定し

変革することを論ずる立場が「革命主義」であるとされ、そして他方、その現状の「道徳的正

当性j について議論する立場が f合理主義jだとされるのである。

63 Wight [1991] pp.164幽79.(佐藤ほか訳 [2007]pp.220-41.) 

64 Ibid.， pp.l64-5. (佐藤ほか訳 [2007]pp.220・1.)
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定かっ変わりやすいものjであることから、「均等な配分」そのものが成立しない。このよ

うに現実主義者は考えるとされるべ次に、現実主義者による一連の批判を解するならば、

「勢力均衡jは平衡や安定ではなく、寧ろ勢力の「変化Jを意味することになるとされる。

そしてその結果、「よく知られているように、勢力均衡は、自らの側が力の有害な配分を避

けるために力の余白(margin)を必要とするという原則になる。ここで「均衡jは、銀行収支

(a bank balance)の意味合いを得るのである」と66、ワイトは論じるのである。

合理主義と現実主義の伝統がそれぞれ提起する「勢力均衡」の二つの概念を、先の三つ

の伝統におけるパワーの概念と照合し重ね合わせると、次のように述べることができょう。

合理主義的な「均等な配分j という原則としての勢力均衡は、パワーが「均等化Jという

道徳的・規範的原郎と誠和することを要求するものである。これに対して、現実主義的な

「銀行収支Jとしての勢力均衡は、「均等な配分」なる道徳的・規範的原郎が無効であると

考えることから意味を持つものであって、この点で、道徳的正当化とは無関係のパワーと

しての「権力j の概念に直結した意味を有するといえよう。したがって、ワイトにおける

勢力均衡の理論にあっても、現実主義的な視点からは道徳的正当化とは無関係のパワーの

概念やその論理が、また合理主義的な視点からは道徳的正当化を必要とするパワーの概念

やその論理が各々射出されるのである。

以上に概観してきたように、ワイトやブルを筆頭とする古典的な英国学派の主要理論に

おいては、国際政治における権力つまりパワーが、法の要素や道徳的正当化の問題などと

あわせて議論されていたのであって、彼らの論考は、国家のパワーの存在を前提としつつ

も法や道徳的な正当性を含みうる国際秩序としての、「国際社会jの理論化を模索するもの

であったと明示できるのである。

1 .1.3.2英国学派の古典における「経済Jの視座

国際関係における経済の要素について、英国学派はどのように論じてきたのであろうか。

英国学派の主たる理論枠組たる「三つの伝統J論において、経済の観点を重んずる伝統は、

主として革命主義ないしカント主義であるとされる。この点についてワイトはJ国際理論』

にて「外交の理論としての対外政策Jを論じるなかで、以下のように経済の論点に端的に

触れている。

カント主義者(五antian)は、国際制度(I社会的制御を行う行動パターンJ)の例として、

次のこつをはるかにより重要なものとして提示する。第一は、商業精神(the

commercial spirit)であり、これは「戦争状態とともに存在することは不可能であり、

そして遅かれ早かれ各国民を支配するようになるj ものである。これは、コブデン

の論じた「自由貿易J(Free甘ade)と同じである(I諸国民間での自由貿易・平和・善

意Jは、コブデン・クラブのモットーであった)0.・・第二の制度は世界世論(world

65 Ibid.， p.169. (佐藤ほか訳 [2007]p.225.) 
66 Ibid.， p.170. (佐藤ほか訳 [2007]p.227.) 

22 



public opinion)であり、これは長期的には、すべてのもののなかで最も強力であるべ

ワイトによれば、合理主義ないしグロティウス主義の伝統が「戦争Jを国際制度として

挙げる一方、革命主義ないしカント主義の伝統は「商業精神Jと「世界世論j を国際制度

として挙げて重要視しているとされ、カントやマンチェスター学派の自由主義者として名

高いリチヤード・コブデンらの思想、に見られるように、同伝統は、世界的な世論や商業の

精神を通じて変革を図るものと論じられている。

他のこつの伝統における「経済j の視点について、ワイトは殆ど語っていない。しかし

彼は『国際理論』の議論の端緒で、 f外交(D伊lomacy)と荷業(commerce;交易)Jによる国際

的交渉(intemationalintercourse)の要素を強調し、それらに焦点を当てる立場として「合理主

義者Jの伝統を捉えているのである68。そして、この合理主義ないしグロティウス主義の

伝統は、英国学派における「国際社会j の理論の土台としても考えられうる思想的伝統で

ある。してみると、ワイトが示唆した、合理主義者の伝統における国際的交渉としての「外

交と商業j の意味や、またその伝統を特徴づける f権威」の概念、つまり「道徳的に正当

化された権力(power)Jの概念と、「外交と蕗業Jの要素との関係を問うことによって、英

国学派における「パワーと経済Jについての国際関係理論が、既に打ち立てられているも

のと考えられるかもしれない。さらにまた、カント主義的な「世界世論J(国際世論)とと

もに「潟業精神j が有する国際社会への影響力について、その当否や批判を含め、「経済j

の視点から考察することも可能であろう。しかしながら実際には、ワイト当人をはじめと

する英国学派の主たる理論家らは、「三つの伝統jにおける「経済」の論理について、立ち

入った検討を行っていない。英国学派が専ら議論する国際社会論において、ワイトが論じ

ていたように、経済の要素は概してカント主義的な変革の一要因として扱われるに留まり、

経済を国際社会論のなかでどのように考えることができるのかに関しては、殆ど問われて

いないのである。

ブルは、ワイトの「五つの伝統J論を踏まえて国際社会論を展隠したが、彼は、諸国家

システム(astates-system)についてのワイトの理解において、貿易体ade)がその制度のーっと

して挙げられていることに注目している69。そして、先にみたようにワイトが「商業や貿

易Jの要素に触れる一方、「三つの伝統J論において「経済」の視点を本格的に導入しなか

ったことについて、ブルは、「ワイトが経済的側面についてあまり関心を払わなかったこと、

そして彼が、国際関係の経済的側面についての思想史を扱うことに失敗したことが、批判

を招きやすくしているj と述べ70、端的に批判を加えている。

ワイトへの批判だけではなく、ブルは自らの著述においても、「国際社会J論における経

済の視点について述べており、国際社会において経済が有しうる意味について、積極的な

評価を下している。例えば彼は、「経済Jが現代の国際社会において主要な部分(am司orpart) 

67 Ibid.， p.l44. (佐藤ほか訳 [2007]pp.192幽3.)

68 Ibid.， p.7. (佐藤ほか訳 [2007]p.9.) 
69 Wight， Martin [1977] Systems ofStates， ed. by Bull， Hedley， Leicester University Press， p.16. 
70 Bull， Hedley [1991] "Martin Wight and the Theory of Intemational Relations" in Wight， op. cit.， pp. 
xix-xx. (佐藤ほか訳 [2007]p.408.) 
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を占めていることを述べているほか7¥ 『外交の探究』に所収の論考でも、「貿易(trade)はあ

らゆる国家間関係のなかで、最も特徴的な活動であるJと記しているのである72

だが、そうであるにもかかわらず、ブルもまた、現代の英国学派の研究において「経済

の視点を、彼自身の国際社会論において発展させることに失敗したj と評されており 73、

彼の経済の視点からの議論は、上記のような部分的な示唆や表現において見出されるのみ

に留まっているのである。国際社会の基礎理論を構築したブルが、「経済Jの視点について、

肯定的な表現をもって触れていたことは、英国学派の国際社会研究を進めていくうえで、

枢要な意味をもっていると考えられうる。ところが、冷戦期の古典的な英国学派の伝統に

おいて、経済の視座から国際社会を考える議論は、基本的に提示されることはなかったの

である。

1 .1.3.3英国学派におけるf経済の軽視jへの批判

英国学派の主たる理論家らが f経済Jの論点に踏み入ることが殆どなかったということ

は、「学派の重大な致命的問題Jであると、近年の英国学派研究においてつとに指摘・批判

されている74。とくに、ブザンによる最新の批判的論考75では、 f英国学派における経済の

軽視(neglectof economics)Jの理由や、それによる同学派の理論への影響などが論じられて

いる。現代でも参照される古典を著したワイトやブルらといった、英国学派の創始者とも

言われる論者たちが、本項でこれまで確認してきたように、国際関係理論の構築に際して

国家の権力や「パワーJを重要な要素として詳述しつつも「経済j の要素を軽視した理由

として、ブザンは、彼らが議論していた当時の冷戦下の国際政治状況において、「国家棺互

のパワーの衝突Jとしてのみ国際政治を見る、ハードなリアリズム(現実主義)との理論的

格闘を主目的としていたため、秩序や安全保障に関わる「ハイ・ポリティクスJ(high politics) 

に特化して議論する傾向にあったことを挙げている76。加えてブザンは、 1980年代以後の

現代の英留学派の議論においても、ジェームズ・メイヨール(JamesMayall)らによる一時期

の論説などの例外を除き77、経済の観点はほぼ無視されており、その結果、同学派の理論

7η1 Bu1日1，Hedωley [1990句]
Hedley & Kings均bur勾y，Benedict & Roberts， Adam (eds.)， Hugo Grotius and lnternational Relations， 
Clarendon Press， pp.72-3. 
72 Bull， Hedley [1966]“Society and Anarchy in Intemational Relations" in Bl凶l此tt旬erf凶f自ieldand Wight (付ed必s.吋.)

Oψp. cit.白ιtι.，p.4位2.(佐藤ほか訳[ロ2010]凶p.32.)
73 Buzan [2004] p.19. 

74スガナミ，H.[2001] i英国学派とヘドリー・ブルJW国際政治~ 126号 p.206;cf.河村 [2010]
伊238-9;243-4. 
Buzan [2005] 
76 Buzan [2004] p.20; Buzan [2005] p.117. 

77ブザンは、若干の部分的な例外として、 1980年代のR・J・ヴィンセント(R.1. Vincent)とJ・

メイヨール(JamesMayall)の研究を挙げている(Buzan[2004] pp.19-20; Buazn [2005] p.116)。しか

しながら、ヴィンセントと彼の研究の後継者らの議論は、拷問や集団虐殺などの倫理的問題に

焦点があてられており、国際政治経済の議論は深化されることがなかったと評価されている

(Ibid)。また、かつてメイヨールは、 f経済吉由主義J(economic liberalism)について関際社会論

のタームを用いて考察していたが(cf.Mayall， James [1982]“The Liberal Economy" in Mayall (ed.)， 

op. cit.)、近年のメイヨールの著作は、ナショナリズムなどに焦点があてられているとされる

のuzan[2004] p.20; Buzan [2005] p.116.)。
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において、経済の要素を含む国際関係の現実を汲取ることができていない状況が続くこと

になり、深刻な悪影響が及ぼされてきたと批判する78。

ブザンはそのうえで、英国学派が蓄積してきた国際社会論に経済の視点を加えることで、

今目的なグローバリゼーションの理解を促進する包括的理論として、英国学派の分析枠組

をより活用することが可能になりうることを論じている79。国際社会の理論として、「経済J

の要素をいかに取り入れることが可能となりうるのか。新しい英国学派を代表するブザン

の最新の研究を参照することで、この間いについて次節にて検討する。

I章2節 国際社会における経済と自由市場

現代における英国学派の理論とその検討

I.2.1 国際社会における「経済と地域J

1 .2.1.1英国学派の理論におけるr経済と地域」の要素
現代における英国学派の理論において、国際政治経済はどのように論じられているのか。

本節では、とくにバリー・ブザンが近年提起している、経済の要素を含み持つ国際社会の

理論を詳解し、現代的視角からその意味について検討する。

ブザンは、英国学派の既存の諸研究における弱点を論じるにあたって、「レベルJ(levels)・

「部門J(sectors)・「境界J(boundaries)・f規範論争J(nonnative conflicts)・「方法論J(methodology) 

という五つの項目を示す80。彼は、なかでも英国学派が議論の対象とする「部門j の問題

として、 f経済j の要素が欠落していることを指描する81

同学派が経済について詳織に考察していないことの理由として、ブザンは、英国学派が

集団安全保障や外交、そして人権といった政治的問題を強調してきた点と関連する、その

「国家中心主義J(state-cen甘ism)の姿勢を挙げる。しかしこの姿勢は、英国学派が f経済J

を軽視し続けても構わない理由にはならないと、彼は論ずる82。何故なら、「国家J(state) 

に焦点を当てる方法は、国際関係研究の一分野として発達してきた「国際政治経済学J

(Intemational Political Economy; IPE)の諸研究においても、明らかに用いられてきたものだか

らである83。したがって、英国学派が「経済Jについて議論しない、整合的な理由はない

とされる。そして、同学派が経済部門に無関心であったことは、古典的な英国学派の著作

に見られる「多元主義的な見解j への傾倒を強めてきた可能性があり、加えて、世界規模

ではない「地域レベルJ(regionallevel)の国際社会を、同学派が仔織に理論化することなく、

無視する結果に繋がってきた可能性があると、ブザンは論ずるのである84

経済の要素を国際社会論に導入することは、彼の見通しでは、「地域レベlいでの理論的

78 Buzan [2004] pp.19幽20;Buzan [2005] pp.118-23. 
79 B悶 n[2004] p.270; Buzan [2005] pp.131・3.
;リ Buzan[2004] p.l5 
81Ibid.，p.19. 
2 Ibid.， p.20. 
83 Ibid. 
84 Ibid. 
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検討に直結することになる。「もし英国学派が経済部門にさらに注意を払っていたならば、

欧州連合(EU)や北米自由貿易協定(NAFTA)、およびメルコスール(Mercosur)のような、地域

的な制度や取極などの発達を無視することはできなかった」であろうし、その逆もまた然

りだとされるのである85。彼は、同学派がグローバル規模の国際社会論に終始する傾向に

あること、そして地域レベルないし「サブグローパル・レベルJ(subglobal level)の国際

社会論を深化させていないことについても、経済軽視の問題と関連付けて、上記のように

批判するのであるへこうした批判から、ブザンは、自らの理論的研究にて87、独特の概念

枠組によって、「地域Jにおける国際社会(国家聞社会)の議論可能性と連動した、「経済J

の要素を組み込んだ国際社会論ないし世界社会論の可能性を模察するのである。

1 .2.1.2バリー・ブザンによる新しい英歯学派理論の農梼

さて、では国際社会における「経済j の要素について、どのように英国学派の理論枠組

において理論化されうるのか。ブザンは、 f国際社会から世界社会へ?一英国学派の理論と

グ口一バリゼーションの社会的構造~ 88において、米国を中心とする国際関係論の一部を

なす「レジーム理論J(regime theory)の語法や、コンストラクティヴイズムの代表的理論家

である A・ウェント(AlexanderWendt)の知見などを導入し、ワイトが示した「三つの伝統j

論をさらに包括的で、概念がより整理されたパラダイムへと精綴化することを試みている。

問書では、多元主義と連帯主義の国際社会概念のより精密な区分化と連動して、国際社会

における「経済」の要素が議論されている。

彼は、ホッブズ主義的な「国際システムドグロティウス主義的な「国際社会j・カント

主義的な「世界社会j の三つの概念を、主体(actor)の種別などに基づいて「国家間社会j

(interstate societies)・「超国家的社会J(transnational societies)・「偶人部社会J(interhuman 

societies)の三つの領域(domains) 89へと再構成する90。こうした概念整理によって、彼は英国

学派理論の再構築を目指すのである。

1 .2.1.3国際社会の精織化された理論ーブ‘ザンのf国家聞社会J論

ブザンは、「国際社会Jの概念を包含する「国家間社会Jについては、とくに次の 5つの

パターンを、最も多元主義的なタイプ(第一のパターン)と最も連帯主義的なタイプ(第五の

パターン)とを両端とするスペクトル上に配し、概念化する91

第ーは、「多元主義的な国際社会j の極限として位置付けられる、「権力政治的J(Power 

politicαl)な国家間社会である。これは、常に戦争の可能性があり、外交に必要な最小限の

85 Buzan [2005] p.129. 
86 Ibid. 

87 Buzan [2004] 
88 Buzan [2004] 

89 Buzan [2004] esp. pp.128・38，158・60.
90なお、 「国家間社会Jは、英国学派が全般として論ずる、 「国際社会Jの定義と同様の意味

をもった概念であるとされるのuzanand Gonzalez-Pelaez (eds.) [2009] p26)。また、 「超国家的社

会Jにおける政治主体について、ブザンは現代的な呉体例として、アムネスティ・インターナ

ショナル、あるいはアル・カイーダを挙げている(Ibid)。
91 Buzan [2004] esp. pp.159欄60.
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ルーんや制度のみが存在する、いわゆる英国学派の論ずる「ホッブズ的な層際システムj

の概念に棺当する。

第二は、諸国家が共存するためにルールや制度を発達させた、「共存J(Coexistence)型の

国家間社会である。これは、近代ヨーロッパのウエストフアリア体制を呉体像とするもの

であり、英関学派において一般に議論される「多元主義的な国際社会」の概念に相当する。

第三は、「連帯主義的なタイプJとして特徴付けられる、「協力的J(Cooperative)な国家

間社会である。これは、諸国家の共存のルーんや制度を超えて、さらに様々な目的のため

のルールが発達した、「国際連合Jが創立された世界大戦後の国際社会を具体像とするよう

な、国家間での連携可能性が「共存J型よりも増大した国家間社会である。このパターン

は、同学派が議論する fグロティウス的で連帯主義的な国際社会Jの概念に棺当する。

第四は、以上のパターンよりもさらに連帯主義的な社会とされる、「棺近J(Convergence) 

型の臨家間社会である。これは、一定の「価値j を共有する諸国家が、互いに同様の政治

的・法的・経済的な体制や形式を採用しているような状態に適用される国家間社会の概念

である92

また第四のパターンの国家間社会において、さらに「政府問機構J(intergovernmental 

organiza tions)が追加された場合には、第五のパターンたる「連邦的J(Confederative)な

国家間社会となると定義される。この第四および、第五の国家間社会は、「連帯主義的な国際

社会Jの極限として位置付けられており、現代の「欧州連合J(EU)が具体的なそのモデル

として挙げられている930EUに見出されうるカント主義的な自由の価鍛に基づく連帯主義

は、第四と第五のパターンの社会を形成する一つの選択肢であり、イスラームや共産主義

の価値に基づくものなど、選択肢はほかにもありうるとされる。

I.2.2 国際制度としての「貿易と市場J

1 .2.2.1 国際制度としてのf貿易J

ブザンは、国際関係における経済の要素について、前項で示された 5つの国家間社会の

概念を介して論じ、「費易J(甘ade)と「市場J(market)を、古典的な英国学派が重要視して

きた「主権J・「外交j・「勢力均衡Jなどとともに、国際社会つまり国家間社会を構成する

「帝Ij度J(institutions)として提示する"。そして、現代の国際社会論においては、「市場jが

とくに考惑に値する制度であるとされ、既存の英留学派の諸研究が重視してきた勢力均衡

や戦争などの制度と、国際制度としての「市場Jとの関係を、ブザンは自らの国家間社会

92 これらの国家間社会について、ブザンは、西洋の歴史的経験に即して議論しており、第一

のパターンが古典古代ないし 17世紀頃の西洋世界を、第二は 18世紀から 19世紀にかけてを、

第三は20世紀中頃以降を、そして第四と第五は20世紀終盤かられ世紀にかけての現代を、そ

れぞれの国家間社会の具体像として想定したものであると、ブザンが論ずる事例などから推察
される。

93なおブザンは、これら五つの国家聞社会のパターン以外にも、 「非社会的J(Asocial)な状態

を、第一の「権力政治的」な国家間社会よりも極度に国家間の社会性が薄れたものとして付置

しているのuzan[2004] p.159.)。
94 Buzan [2004] esp. p.l84. 
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の概念を用いて議論する。

第一に、「権力政治的Jな国家間社会では、古代や古典的な時代の歴史的経験からして、

向盟の形成に必要な所有権(propertyrights)に関わる制度が存在しうるとされ、商人にこう

した権利が認められることにより、「貿易Jが制度として成立すると論じられるべ

第二に、「共存j 型の国家間社会においては、第一の「権力政治的」な民家間社会から、

重商主義的な慣行や原理が継承されるものの、より洗練された経済制度が作り出されうる

とされ、そうした制度として具体的には、 19世紀のヨー口ッパでの「金本位制J(the Gold 

Standard)が挙げられている96

また第三の f協力的Jな患家間社会では、第二のモデルで成立する「貿易Jに関係する

ルールや制度が持続される。そしてこの第三のパターンでは、例えば国連憲章に示されて

いるように、国際制度としての「戦争jに、「白衛権jなどの要件がかけられて制約される

ことにより、結果として、国家間社会を維持する国際的な制度としての「戦争Jと「勢力

均衡j の重要度がともに下げられる、つまり「格下げされるJ( downgrade )ようになるとさ

れる97。さらに、国家間社会において制度としての「勢力均衡jが格下げされるのか否か、

およびいかにしてそれが格下げされるのかを考えるべく、現代の西洋における国家間社会

を範として取り扱うならば、「市場jが注目すべき国際的な制度として位置付けられうると、

彼は論ずる98

1 .2.2.2思際社会におけるF均衡と市場jーリアリストとリベラリストの背反する論理

自由経済のルールを基本とする「市場Jは、ブザンによると、「貿易J以上の意味をもっ

原理的制度であるとされる。また「市場j は、国家間社会の制度としての「勢力均衡j を

必ずしも廃絶させるような国際制度ではないとされる。しかし制度としての「市場Jは、

重商主義的なルールの下で「勢力均衡jが作用するときよりも、はるかに勢力均衡の作用

を複雑化させ、棺互に矛盾した事態を引き起こすとされる99。彼は「重商主義Jを、国際

関係を「ゼロ・サムJの競争として認識し、「国家の富・パワー・自立性Jの最大化を追求

する立場として把捉するl∞。こうした重商主義の論理においては、勢力均衡の維持という

視点から、保護貿易など政府の経済への介入が許容されることになる。だが、自由な経済

活動に基づく「市場Jの論理においては、「勢力均衡Jの観点から、他国との経済活動に政

府が介入すべきとされる事態が生じても、それは自由経済に基づく「市場j の論理と背反

することになるため、勢力均衡の制度は容易には作用できないことになる。彼はとくに、

こうした事態を、「リベラルーリアリスト・ディレンマJ(the liberal-realist dilemma; 自由

主義者と現実主義者の関でのディレンマJ)と名付ける101

リアリストないし f均衡化J(balancing)の論理で、は、後に自らが戦わねばならないかも

95 Ibid.， p.191. 
96 Ibid.， p.192. 
97 Ibid.， p.193. 
98 Ibid.， pp.193-4. 
99 Ibid.， p.194. 
100 Buzan [2005] p.125. 
101 Buzan [2004] p.194. 
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しれない諸国と貿易し、それらに投資をすることは、そうした諸国家を強力にすることに

繋がるため、賢い行いではないことになる。しかし、リベラリストないし「市場Jの論理

からすれば、市場経済の作用によって相互依存関係が成立し、戦いの可能性は低減できる

とされる102。この二つの論理に、政策決定者らは常に「板挟みJの状態、となる。例えば、

市場の論理に基づく「自由貿易Jの発達が、かえって自国の勢力的な弱体化や他国の強大

化とそれに対する脅威認識を高め、均衡化の論理によって「保護貿易」の必要を促すこと

になりうる。だが他方で、その「保護貿易Jの政策は、自由貿易を通じた「相互依帯」の

深化が平和的関係を進展させることを説く、「市場Jの論理と背馳することになり、「貿易

摩擦jや「軍拡競争Jなどの国際問題を発生させうることになる。こうした循環的で棺互

矛盾的な諸事態において見出されるように、これら二つの論理は、一方が他方に対し政策

上の問題を継続的に提起する。よってここに、国際政治経済の政策決定における「ディレ

ンマ」が生ずることになるのである。またブザンによると、この「ディレンマJは、現代

の西洋・日本・台湾と中国との関係において、最も明瞭に現れているとされる103

1 .2.2.3国際制度としての「市場j

第四の「相近j 型の国家間社会、および第五の「連邦的Jな国家間社会では、とりわけ

欧州連合(EU)を具体像とする、そのカント的でリベラルなバージョンにおいて、「市場Jが、

所有権・人権・民主市!などと並ぶ「第一次制度J(primary institutions 104)となるとされる105。

そしてこれらのパターンの国家陪社会では、国家間での価値の共有や法的・政治的・経済

的体制の共通化が進んでいるため、自由が共通の価値に位置付けられ、自由経済に基づく

「市場Jが秩序を維持し諸匿の協調を促す制度として機能するとされる。

「自由」の価値とそれに依拠した法や政治経済体制を諸国が共有すること、そしてそれ

らに基づく「市場j の制度的機能は、国家の「パワーj を維持し均衡化することの意味を

失わせることになる。よって、国際的な秩序維持のための国際制度としての「勢力均衡J

や「戦争j の重要度が、第三の国家間社会の場合以上に、これらのタイプの国家間社会で

は両者とも格下げさけることになり 106、こうした第四および第五のパターンの国家聞社会

においては、市場の論理と均衡化の論理とが対立するような、先の「ヂィレンマj として

描写される事態は発生しないことになる。そして、国際関係の様態が第五の「連邦的jな

国家間社会へと接近するにつれて、国家間社会内の政治は、国際政治よりも「国内政治J

に近しいものへ変化するとされるのである107

102 Ibid. 

103 Buzan， Barry and Waver， Ole [2003] Regions and Power: The Structure ollntemational Security， 
CamもridgeUniversity Press，予.169;c五日uzan[2004] p.194. 
1例ブザンは、主権・外交・思際法・勢力均衡などといった、英隈学派が語る原理的制度を「第

一次制度J(primary insti知tions)と呼び、関連安保理・国際可法裁判所(ICJ)・北大西洋条約機構

(NATO)・世界貿易機構(WTO)などの、米国を中心として研究が行われているレジーム理論が

語る、諸鴎家によって具体化され明文化された制度を「第二次制度J(secondary institutions)と呼

んで、区別する(Buzan[2004] esp. pp. xviii， 187.)。
105 Ibid.， pp.l94欄5.
106 Ibid.， p.194. 
107 Ibid.，p.195. 
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以上のブザンによる研究は、英国学派が展開する国際社会論に、陸際的な制度としての

「貿易j と「市場j を導入することの可能性や意義を論じており、同学派の視座や伝統を

基点として、「国際社会における経済Jの理論化を可能にしようとするものである。

1.2.3 国際的な自由経済秩序とその限界

経済の視座からの「多元主義一連帯主義j論争の再考

1 .2.3.1 r国際的な自由経済秩序jと連帯主義の国際社会論
「経済jの要素を国際社会理論に導入することは、ブザンによると、英国学派における

「多元主義者J(pluralist)と「連帯主義者J(solidarist)との間での国際社会概念をめぐる論争

の再考に結びつくとされる。主権を超えた国家間の連帯可能性とその意義について否定的

な「多元主義者Jと、それらについて肯定的な「連帯主義者Jとの関では、「主権Jの概念

や、「人道的介入Jの是非などに関わる「人権J、そして大国による国際秩序の管理などが

主に議論されてきたとされ、「経済Jではなく「政治や軍事jの部門に関する論争に特化さ

れてきた108。このように指摘するブザンは、多元主義と連帯主義の枠組を設定したブルを

含め、概して英国学派の議論では「多元主義者jが優勢であったが、「経済Jの要素を加味

するならば、「連帯主義者Jの主張が見産されることになり、「英国学派における多元主義

者と連帯主義者との間の勢力均衡J(the balance of power between pluralists and solidarists 

within出eEnglish School)を変化させることになると指摘する109。以下がその理由である。

多元主義者の理解する国際社会においては、共有されうるルールや尽的は諸国の「共存J

( coexistence )に関するものに限られるとされる一方、他方の連帯主義者は、国際社会には、

「共存Jを超えた、遂行されるべき共有価値があることを主張する。そして、今日、広く

受け容れられつつある「世界経済についての自由なんールJ(liberal rules for the world 

economy)を、 f共存」のルールとして特徴づけることは、理にかなっておらず、現代までの

歴史的な過程におけるルールの拡大は、共有価値(経済成長と開発等)を集団的に追求する

という「連帯主義の論理Jへの移行を明らかに示すものであると、彼は述べるのである110。

さらに彼は、「自由な国際経済秩序J(a liberal intemational economic order)の発達が、連帯

主義的なものとして数えられるならば、地球規模の国際社会は、より連帯主義的に見える

と著述する。そして、ブザンは、「もしグローバル市場と、それに附槌するあらゆる規則や

制度が、現代の国際社会の一部をなす」のであれば、「国際社会は共存に限定されており、

それ以上の発展の見込みは殆どもしくは全くなしりという多元主義者らの議論は、疑跨に

付されることになりうると論じ、加えて、多元主義者が描く、国際社会の歴史についての

「悲観的な解釈」に対しても、彼は強烈な一撃が与えられることになるだろうと論ずるの

である111
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1 .2.3.2ブザンの連帯主義的理論におけるr限界J…視座の「時代的制約Jl:J地理的制約J

上記の当該理論研究におけるブザンの観測はしかし、とりわけ時間的パースペクティヴ

における「時代的制約j と、空間的パースペクティヴにおける「地理的制約Jとの二点に

おいて、「限界jがある。

第一は、現代の自由市場経済に対する、ブザンの楽観的な見通しの「限界Jである。彼

が第四と第五の国家間社会として論ずる際に、現代の「欧州連合J(EU)をそれらのモデル

として明示し、彼はまた、 21世紀の今日では「重商主義Jとその変種たる「経済ナショナ

リズムj に対し、「経済自由主義Jつまり i1)ベラリズム」が勝利したと主張している112

だが、まさにこの EUにおいて発生した、債務跨題とユーロ題全体の危機や、それに前後

する世界的な金融危機では、彼が国際社会の今後の展望において強調した、 EUあるいは

f自由な国際経済秩序Jに内在する諸問題を顕在化させることになったのである。 2000年

代後半からの世界金融危機や欧州債務問題は、同年代の前半において論考したブザンには

与り知らない事態であったと言え、「持代制約Jという点での彼の議論における限界である

と言えよう。ブザン当人が明示していたように、英国学派の初期の中心人物であるワイト

やブルらもまた、「冷戦期j という f時代制約j の条件下で国際社会を論議したのであり、

彼らが経済ではなく軍事や外交などに関心を寄せたこと、また地域的なブロック秩序より

も世界秩序の可能性を志向したことは、世界が分割され核戦争の恐怖に晒されていた彼ら

の時代状況にあっては当然であった。時代的制約から理論研究が完全に逃れることができ

ない以上、 2010年代の日本のパースペクティヴから現今の国際社会を理論的に考えるとき、

「自由j の価値やその価値に全くもって依存した国際政治経済秩序の可能性にのみ、重心

を置くことは困難となろう。

第二の「限界」は、先の点と関連して、ブザンの議論の力点が地理的に制約されたもの

であることである。彼は、国際社会ないし世界社会の理念型を議論し、独自の概念や術語

(terminology)を用いて、包括的な国際関係の分析理論の確立を目指すが、国家間社会の各

パターン間での実践的な変移方法などについて向論で詳論しているわけではない。ブザン

は均衡化と市場の論理の狭間での fディレンマJを指描したが、同「ディレンマj を解消

しうる価値の共有化や体制の共通化が進んだ第四・第五の国家間社会へと、他のタイプの

国家間社会から移行する実際の具体的な方法については述'壊していない。 EUないし欧州・

中東などの地域への関心とその国家間社会の概念化の意義を彼は示す一方で、自身が指識

するアジア太平洋地域の「ディレンマj の問題については、深入りしていないのである。

しかしながら、現代日本では、この「ディレンマJの問題は悶際政治経済を考えるうえ

で至極関心が寄せられうる難問であって、ここにこそ f問題の所在Jがあるとも述べうる。

とくに、自本の対米・対中関係において、顕著かつ明瞭にこの問題が現れ議論されており、

米国や中国との経済的依存関係が進化するなかで、 f市場j の論理に基づく、「自由貿易j

の推進や経済連携の強化などの是非をめぐって、現代日本では、「経済ナショナリズムjの

視座や国家間のパワーの「均衡j を求める視点から、絶えず批判が加えられている。欧州

のような「相近J型ないし「連邦的jな国家聞社会と呼びうる国家間の社会的関係が成立

112 Buzan [2005] p.126. 
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しているとは言い難い、アジア太平洋地域の現状において、「経済Jの論理つまり国家間の

自由な「市場Jの論理と、「パワー」の論理つまり国家の自立や力の維持を求める「均衡化j

の論理を、いかに接合して考えることができるのか。この間いが、現代の日本を取り巻く

国際社会の政治経済論において、枢要な研究課題となっているのである。

1 .2.3.3経済自由主義と経済ナショナリズ、ムの対立

以上の二点の「ブザンの立論における限界」を総合し整理するならば、自由市場経済の

グローバル化を追求する「市場Jあるいは「リベラリズムJの論理と、経済のグ口一バル

化に抗して国家の「パワーjを追求する f経済ナショナリズムJの論理との聞に生じうる、

実際上の跨題に関して、ブザンの理論研究での考察は不充分であると言えよう。

ブザンが英国学派における経済軽視の例外として挙げていた113、英鴎学派の重鎮であり、

現代でも論考を続ける国際政治学者ジェームズ・メイヨールは、かつて、『ナショナリズム

と国際社会』と題された著書の中で、「経済自由主義jの世界展開とそれに対抗する「経済

ナショナリズムJの勃興について、近代からの燦史を辿ってその詳細を明らかにしている114。

問書での議論の主根は、 11分離された国民国家Jの継続的な存立と相容れないかたちで、

国際社会が発達することJは歴史的にみて不可能で、あることを明らかにする点に置かれて

おり、メイヨールは、「超国家的権威J(supra-national authority)が世界各地で現れたとして

も、従来の国民主権の原則から fスープラ・ナショナリズムJ(supra-nationalism)へと容易

に移行することはないだ、ろうと結論する115。ここには、ブザンが強調した「国際的な自由

経済秩序j による連帯主義的な国際社会について、その発展は容易ならざるものであると

して「限界Jを指橋する、メイヨールの多元主義的な国際社会理解が示されている。 EU

諸民の結合力に限界があり、ユー口危機問題に際して、即座には国境を超越して問題解決

へと踏み出すことが求められる一方、関係各国の世論と主権がそうした対応を困難にして

いる現在の欧州情勢は、約20年前にメイヨールが既にその発生を示唆していた通りの事態

を露呈しているものと言いえよう。経済ナショナリズムの歴史的展開を論じたメイヨール

は、しかしながら、国際政治経済の秩序とその原理について、以上の議論を超えて検討し

てはおらず、以後の著作では多元主義的な国際社会の理論的擁護と、国際社会の「進歩の

限界J論がとくに主題とされている。

それでは、英国学派の伝統や理論的視座から、現代の多元主義的な「国際社会における

政治経済j の秩序とその原理について、いかに論考することが可能なのか。市場や経済の

論理と、国家やパワーの論理とを、一方の論理に加担して他方の主張を棄却することなく、

共通の価値や体制をもった諸国家から構成されていない、多元主義的な国際社会を維持し

発展させる原則や原理へと、どのように組み込むことが可能であるのか。次節以降、この

間いについて考究するため、パワーと経済の連関を析出し、国際社会の秩序の持続と発展

に関して論議した、英国学派の系譜や伝統における重要な論者らの国際政治経済論を詳解

する。

113 Buzan [2004] pp.l9・20;おuazn[2005] p.116. 
114 Mayall， James [1990] Nationalism and Internαtionα1 Society， Cambridge University Press. 
115 Ibid.， p.145. 
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英国学派の中心的人物であるワイトやブルらは、前節でみ乏ように、大戦後の冷戦期に

あって、国際社会におけるパワーについて議論していたが、彼らの古典的著作での議論に

おいて「経済jの視点は希薄であった。しかし、冷戦期以前の英国において論考を遺した、

英国学派の思想的系譜に位置付けられうる人物らは、パワーと経済の関係や実践的問題に

ついて、極めて重点的に論究し取り組んで、いたのであり、そうした人物たちに本節で紹介

したブザンの理論研究では触れられていない。そして、そのような人物として取り上げら

れうる代表的論者こそ、 20世紀の大戦間期に国際政治理論の古典的著作を発表した E-H・

カーと、 18世紀の極めて著名な哲学者・歴史家・政治経済学者であり、国際政治論の古典

としてよく知られる勢力均衡論説を著したデイヴィッド・ヒュームである。彼らは、国際

関係ないし国際社会におけるパワーと経済に関し、いかなる論議を展開していたのか。次

のI章3節と続く H章以降では、国際社会における政治経済の論理を、英国学派の思想的

な伝統や系譜を辿って、その「源流Jから再考することにしよう。

I章3節 E.H ・カーの国際政治経済論一英国学派の思想的源流とその再読

1.3.1 英国学派の系譜における E-H・カー

1 .3.1.1英国学派のメンバー問題と巨・H"カーへの再注呂

英国学派の系譜において、 E-H・カーはいかに位置付けられうるのか。カーが英国学派

に属するメンバー(Membersof the English School; MES 116)であるのかという問題は、近年の

A・リンクレーター(AndrewLi此later)とH・スガナミ(HidemiSuganami)による研究が指摘す

るように117、英国学派の定義問題とも関連しており、この点を探ることは容易ではない。

ブザンをはじめとして、 T-ダン(TimDunne)やR.H・ジャクソン(R.H.Jackson)らは、カー

を英国学派のメンバーに含めている一方118、他方でスガナミや P・ウィルソン(P.Wilson) 

らはメンバーのうちに含めていなし)1190 I国際社会Jの理論化を志向したマニングやワイト、

そしてブルらを主軸として英国学派の定義やメンバー問題を論じる現代の研究者は、第二

次大戦後に設立された「英国国際政治理論委員会Jの参加メンバーをもって学派の主たる

創始者とする傾向にあり、カーのような問委員会設立以前の英国の論者については、主な

学派のメンバーに含めないことがある。だが、例えば、英国学派史を研究するダンがつと

に論ずるように、「カーは英国学派のうちにあったJなどとして120、英国学派の伝統や系譜

においてカーが重要な影響力を持っているとする評価は少なくない。とくに、ブザンらを

116 cf. Little [1998] pp.59欄60.
117 Li副 aterand S¥伊 nami[2006] p.l5. 
110 Buzan [1993] p.328; Dunne [1998] p.13; Jackson， Robert H. [1996]“Is There a Classical 
Intemational Theory?" in Smith， Steve & Booth， Ken & Zalewski， Marysia (eds.)， lnternational TheOlア:
Positivism and Beyond， Cambridge University Press， p.213. 
119 Suganami， Hidemi [1983]“The Structure of Institutionalism: An Anatomy of British Mainstream 
Intemational RelationsぺlnternationalRelations， 7 (5)， p.2363; Wilson， Peter [1989] "The English 
School of Intemational Relations: A Reply to Shelia Grader"， Review ollnternαtional Studies， 15 (1)， 
v 54・5.
Dunne [1998] p.38. 
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中心としてリーズ大学で取り組まれている英国学派のリサーチ・アジ、エンダの一環として、

ウェブ上で現在も随時更新されている「文献目録J(bibliography)で、は、ワイトやブルらと

同様にカーは「中心的人物J(Central Figure)と分類されている121。

さらに、 1990年代後半以降、国際政治学では「カー・リヴァイヴァルj と表現されうる

カーに対する関心の高まりが起きており、この現象の大きな背景をなす第一の要因として、

「英国の国際政治研究の独自性Jの主張があるとされ122、英国学派独自の歴史やその伝統

を確認するなかで、カーが再評価されてきているのである 123

1 .3.1.2 M.ワイトによるf現実主義者Jとの評価とその問題

しかし、現代の国際政治学において、これまでカーは国際社会を論ずる英国学派の一員

としてではなく、米国の国際政治学におけるハンス・モーゲンソーと双躍をなす古典的な

f リアリストJとして、しばしば認知されてきた。このことは、英国学派の中核的な論者

たるワイトの認識にも該当する。ワイトは、カーを「著名な現実主義者の一人J(one 

distinguished Realist)と評し、カーの高名な主著『危機の二十年一国際関係研究への序説』

における、以下の記述を引用する124

政治は、二つの要素、すなわちユートピアとリアリティから成り立つが、これらは決

して接することのできないニつの側面に属するものである。あらゆる政治的事態は、

ユートピアとリアリティ、あるいは道義とパワー(moralityand power)という、相互に

相容れることのできない要素を含んでいる 125。

続けてワイトは、「彼の言葉が含意することは、パワーが現実であるのに対し、道義はユ

ートピアであること、つまり「存在しない」ということである。カーは、道義とパワーと

の間の実りある均衡や緊張を持っていないのであるj と述べて、カーを「現実主義者Jの

伝統のうちに含めるのである 126。だが、カーは、 f政治における道義とパワーJについて、

ワイトによる引用部の続ぎとなる問書の「政治の本性J(The Na旬reof Politics)と題された

章で、以下のように論じている。

ユートピアとリアリティ、理想、と制度、道義とパワーは、最初から国家のなかで分ち

難く一体となっている。・・・政治から自己主張を排徐して、政治体制をただ道義に

121 English School Resources (Politics and International Studies， University of Leeds)， 

<ht申://www.polis.leeds.ac此 /research/international-relations醐security/ english幽schooV>，2012年2丹 19

日最終アクセス確認.
122遠藤誠治 [2003] iW危機の 20年Jから国際秩序の再建へ-E.H.カーの国際政治理論の再検
討J W思想~ 945号 pp.47-9.
123 cf. Cox， Michael [2001]“Introduction" in Carr， E. H.， The Twenty Year s Crisis: An lntroductionω 
the Study ollntemational Relations， Palgrave;遠藤 [2003]p.48. 
124 Wight [1991] p.l6. (佐藤ほか訳 [2007]p.20.) 

125 Carr， E. H. [1939] The Twenty }切rs'Crisis， Macmillan， pp.1l8-9; Carr [2001] p.87. (原彬久訳

[2011] W危機の二十年一理想、と現実-~ (岩波書応)pp.190・2.)
126 Wight [1991] p.l6. (佐藤ほか訳 [2007]p.20.) 
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のみ基礎付けることが可能だと夢見るユートピアンは、利他主義は幻想であって、あ

らゆる政治行動は利己主義に基づいていると信ずるリアリストとちょうど同じく、見

当違いをしているのである 127。

すなわち、カーは「道義が存在しないJことを論じていたわけではなく、道義とパワー

の双方が、相互に切り離すことのできない政治の本質的要素であり、政治の理論と実践に

おいて128、両者を無視しではならないことを説いていたのである 129。よって、ワイトによ

る先の引用部への注釈は文脈を無視したものであり、ワイトの解釈は、カーが『危機の二

十年Jで議論しようとした「リアリズムとユートピアニズムJの本旨を誤解した結果であ

ると考えられよう。

1 .3.1.3政治におけるrパワーと道義j

カーの『危機の二十年Jは、周知のように、大戦間期の「ユートピアニズムJ(理怨主義)

に対し、「パワーJの論理から政治を視る「リアリズムJ(現実主義)の視座から、批判的に

考察を加えたものである。しかし、上述したように、同書はただリアリズムの意義を説く

だけに留まるものではなく、政治学における「道義jの意義もまた同時に説くものであり、

カーは、政治学において、リアリズムとユートピアニズムの双方の視点をもつことの重要

性を強調していたのである 130。

先述したとおり彼は「政治の本質的要素Jを論じたのち、「国際政治におけるパワーJと

f国際政治における道義Jについてそれぞれ詳説しており 131、またそうした道義の背景に

おける「国際共同体」の存在とその概念についても、章節を割いて論じている132。さらに

道義とパワーの不可分性のみならず、「法とパワーjの表裏一体性133を論じるなど134、彼の

同書の議論は、「パワーJのみを間際政治の理解において至上の要素と見倣すリアリズムの

論理に限定されるものでないことは明らかである。

本章 l節で引用した、現実主義(リアリズム)と合理主義の「パワーj をめぐる、ワイト

が示した「権力」と「権威Jの二つの概念では、まさに「パワーJとともにその「道徳的

正当性Jの有無が、概念を二分する軸となっていた。してみると、「パワーj と「道義Jと

を政治の本質における不可分の要素として議論するカーは、英国学派の理論枠組において

も、純粋な現実主義ではなく、合理主義ないしグ口ティウス主義に近似する理論を講じて

127 Carr [2001] p.92. (原訳 [2011]pp.l96・7.)

128 Ibid.， (原訳 [2011]p.l97.) 
129 cf. Clark [1989] p.83. 

130カーは、「政治学は理論と実践の棺互依存を認識し、そのうえで構築されなければならない。

そして、その相互依存は、ユートピアとリアリティの結合を通じてのみ得られるものであるj

と述べている(Ibid.，p.14. (原訳 [2011]p.45.))。
131 Ibid.， ch. 8 & 9. (原訳 [2011]第八章・第九章)

132 Ibid.， ch. 9. (原訳 [2011]第九章)

133カーは「法と政治」の不可分性について、 「いかなる政治社会も法(law)なくしては存立で

きず、また法は政治社会以外においては存立できないJ(Ibid.， p.164. (原訳 [2011]p.340))と約

言する。

134 Ibid.， ch. 10. (原訳 [2011]第十章)
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いたと言えるのである135 こうした点から、彼の『危機の二十年』は、ワイトやブルらの

理論枠組や概念分析に見られるような、「パワー」と「道義jあるいは法との結節点から国

際社会のありょうを論議する英国学派の理論的視康と、非常に近しい視点を有するものと

して把握可能なのである。よって、例え直裁にカーを「英国学派のメンバ-J(MES)に含

めないとする解釈に立ったとしても、彼の論考は、少なくとも、権力政治の単純な「リア

リズムj と、それに留まらぬ国際関係における道義や法の意味を論ずる、英国学派の国際

社会論とを架橋しうるものであると言えよう。それでは、道義や法の視点を有するカーの

『危機の二十年』において、パワーと経済はどのように論議されるのか。次項では、この

点に迫ることにしよう。

l .3.2 W危機の二十年Jの国際政治経済論

1 .3.2.1 W危機の二十年』での「経済jの論点
カーの『危機の二十年』は、「経済」の視点を多分に含んだものであるが、英国内外の近

年の代表的かつ主要な先行研究においては136、先に概観した「ユートピアニズムとリアリ

ズムJの論点や、国際政治理論の研究におけるカーの位置と意義、あるいはカーのロシア

研究・歴史研究の合意などの点から主に読み解かれており、国際関係における「経済Jや

経済思想、に関する彼の論考について、詳細に講究するものは管見の限り少数である 137

だが、カーの論考において、 f経済jないし経済思想、は重要な論点であり、以下で詳細を

見るように、『危機の二十年』を読解するうえで欠くことのできないものである。

1 .3.2.2臨際政治におけるf経済力j

カーは『危機の二十年』において、国際関係における「パワーj の内実の考察に際し、

「経済jの論点を取り上げている。彼は国際政治におけるパワーとして、「軍事力Jととも

に「経済力」と「世論力Jを提示し、これら三つのカテゴリーについて議論する。カーは、

135 W危機の二十年』でこのような議論を展開するカーはしかし、後に、実体的なルールを伴う

f国際社会Jの存在について否定的な態度を示しており(cf.Dunne [1998] p. 35)、国際社会の

存在を認めるグロティウス主義者ないし合理主義者として、彼自身を規定することは困難であ

ろう。

36 Jones， Charles [1998] E. H. Carr and lnternationα1 Relations: A Duty to Lie， Cambridge University 
Press; Haslam， Jonathan [1999] Vices ollntegrity: E.H Carr， 1892-1982， Verso; Cox， Michael (ed.) 

[2000] E.H Carr: A Critical Appraisal， Palgrave; Cox [2001];遠藤 [2003];山中仁美 [2003]i iE.H. 

カー研究Jの現今の状況をめぐってJW国際関係学研究~ 29号;山中仁美 [2009] i層際政治を

めぐる「理論Jと「歴史J-E -H・カーを手がかりとしてJW国際法外交雑誌~ 108巻 1号;三
牧聖子 [2008] げ危機の二十年~ (1939)の国際政治観ーパシフイズムとの共鳴JW年報政治学J
2008巻 1号

137 W危機の二十年』のテクストや彼の思想的来歴に却して、パワーの概念や国際政治のありよ
うについての議論とともに、カーにおける「経済jの視点を大きく取り扱うものとして、 Hirst，
Paul [1998]“The eighty years' crisis， 1919・1999幽 Power"in Dunne， Tim & Cox， Michael & Booth， Ken 
(edsよTheEighty Years' Crisis:・lnternationalRelations 1919-1999， Cambridge University Press;細谷
雄一 [2005] i i新しい社会Jという誘惑-E-H・カーJW大英帝国の外交官~ (筑摩書房)がと
くに挙げられる。
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「パワーJとして「経済Jを論ずるのである138

同書の「経済力Jについての議論では、 19世紀から続く自由放任主義が批判され、歴史

的にも「経済Jというパワーは、国家の政治的な「パワーJとして存在・機能しうるもの

であって、「軍事力」に結びつくものであることが論じられる 139。とりわけ第一次大戦では、

「交戦国国民の経済生活が、政治的権威によって完壁かつ無情なまでに組織されるj こと

になり、よって現代ではいよいよ「経済的な武器は、軍事的な武器と対等の関係となった」

とされるのである140。

カーは、「経済は政治の側面として、適切にみなすべきであるjことを述べて141、経済が

f政策的手段Jとして利用されることや142、「経済自立国家J(Autarky;経済的自給自足)

という政治目標について143、それぞれ論議する。前者について彼は、政策達成のための手

段たる「経済的な武器Jは、主として「資本の輪出j と「海外市場の支配Jの二つの形態

をとることを論ずる144。そして、後者の「経済自立国家Jとの政策目標は、古来、「重荷主

義Jの政策が目指すところとして知られるように、諸国が追求してきたものであるとされ

る。現代における冨際的な交通網の整備や流通技術の発達、および大量生産方式の確立な

どは、完全な国際的自由放任主義がもたらす結果を受け容れ難いものにしているとして、

彼は、今日では「ある程度、経済自立国家へ向かうことを人為的に促進することは、秩序

のある社会の存続にとって必要な条件であるJと述べるのである 145

まさに現今の、国際的な自由化が進められたグ口一バリゼーションの下で噴出している、

「経済岳立園家jへの要求が、ここでは「秩序ある社会」の視点から肯定されているもの

と理解できよう。ブルを筆頭とする、国際秩序を議論する英国学派の国際社会論において、

秩序維持の制度として「主権Jや「国際法Jなどが論じられてきたが、カーの主張からは

「経済自立国家」あるいは「経済的自給自足Jもまた、国際社会を安定的に維持するため

の同様の制度として提起されうるとも考えられよう。

1 .3.2.3経済ナショナリズムの論理

カーはそして、この「経済自立国家jが社会的に必要とされることとならんで、これが

f政治的なパワーの手段Jでもあること、さらにそれは「まずもって、戦争のための準備

を行う形態Jであることについても論じている146。彼は、 18・19世紀の国際政治経済思想、

を振り返り、米国のアレクサンダー・ハミルトンや、 ドイツのフリードリッヒ・リストら

138 Carr [2001] pp.105-20. (原訳 [2011]p.224働56.)

139カーは軍事力に続いて経済力を議論するにあたり、「経済の力は、軍事的な手段と結びつく

ことを通じてのみ、常に政治的なパワーの手段であり続けてきたJ(Ibid.， p.14. (原訳 [2011]

p.224.))と述べる。
140 Ibid.， p.1 07. (原訳 [2011]p.228.) 

141 Ibid.， p.11 O. (原訳 [2011]p.235.) 

142 Ibid.， pp.114幽7.(原訳 [2011]pp.243-50.) 

143 Ibid.， pp.11 0-4. (原訳 [2011]pp.235-42.) 

凶 Ibid.，p.114. (原訳 [2011]p.243.) 

145 Ibid.， p.111. (原訳 [2011]pp.236・7.)

146 Ibid.， pp.111-2. (原訳 [2011]pp.237-9.) 
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の議論を引用し、彼らのなかに明確に見出される、保護貿易などを通じた「経済自立国家j

の推進と「軍事力j の増強との密接な連動性について指摘する147

上記の議論のほかにも、彼はまた、「経済ナショナリス、ム(economicnationalism)が、それ

を実践する国にとって、必ず有害であると想定することは、全くもって軽率なことjだと

述べ148、さらに「あらゆる「勢力J(every Power)が、その膝史におけるある時点で、そし

て概して長きにわたって、「自給自足の傾向J(‘autarkic tendencies' )に頼ってきたJこと

を看破する 149。そうであるがゆえに彼は、 19世紀において「自由放任主義Jないし経済自

由主義が政治経済思想、として支配的であったことの方が、寧ろ「異常jであったとして150、

かつての重商主義、あるいは現代の「経済ナショナリズムJは、国際関係において等関視

できないパワーと経済の論理を提起していると議論するのである。

以上のカーの議論を総合すると、国際関係における「パワーとしての経済」は、とくに

二つの関連する視点を国際社会論に提供することになろう。その第一は、「国際社会の秩序

を保つ制度」として「経済的な国家の自立Jが考えられうることであり、そして第二は、

その「制度Jはまた、「国家の軍事的伸張jをもたらすことである。両者は歴史的に、かっ

現代でも容易に観察されうる現象である。前者は国際社会の秩序維持において必要である

とされるが、後者は「戦争の準備Jという国際社会の秩序を撹乱しうる問題を生じさせる。

両者の矛盾は解きほぐし難い問題であるが、パワーとルールとが共存しうる「国際社会J

を重要視する英国学派の視産からは、いかに解法を見出すことができるのだろうか。次項

では、カーの同時代における経済思想史の概略的な理解を参照して、彼の提示した「国際

社会の持続Jのための方策について見てみることにしよう。

1.3.3 r政治経済学Jへの回帰
1 .3.3.1 ユートピアニズムとしてのr自由放任主義j
「パワーJを構成する要素として f経済jを把握するカーはまた、 f危機の二十年』にお

いて、両大戦の前後における当時の主要な「経済思想Jが、国際関係認識の枠組を形成し

ており、その認識枠組が国際関係理解としての重大な問題を抱えていることを、繰り返し

論じている。

『危機の二十年』にて一貫して提起される拡要な問いの一つは、国家間関係において、

「利益の調和Jをどのようにして実現するかというものであり、この間いについて、カー

は次のように論じている。 19世紀以来、とくにイギリスで影響力を有してきた「自由放任

による利益の講和j を説く自由放任主義(つまり経済自由主義)を彼はユートピアニズムの

思想的基盤として摘出し151、それが、世界中に未開拓の土地などが残されており、植民地

政策が行われた、領域的な「市場と経済の持続的な拡大」の可能性が確保されていた時代

147 Ibid.， p.111. (原訳 [2011]p.237.) 

148 Ibid.， p.53. (涼訳 [2011]p.121.) 

149 Ibid.， p.54. (原訳 [2011]p.122.) 

150 Ibid.， p.107. (原訳 [2011]p.228.) 
151 Ibid.， ch.4. (原訳 [2011]第4章)
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であったからこそ、成立しえたことを論ずる。だが、 20世紀になり領土争奪戦の事態など

が生ずると、「市場の領域的拡大Jの可能性が減退して、「国際的な利益の調和Jはやがて

崩壊し、経済力などの「国力J(国家のパワー;national power)を、国を挙げて増強しようと

する、「経済ナショナリズムj の現象が世界全体へと拡大していくことになったとされる。

そしてユートピアニズムとしての「自由放任主義j の思想に基づいた国際関係理解の前提

が、もはやリアリティを失っていることを、カーは笑り出すのである152

1 .3.3.2 r国家間の不平等」の認識ー持続する「国際社会Jの論理
カーはさらに、「倍人間の講和j を説く自由放任主義や経済自由主義が「閤家間の調和j

と現実的には結びつかないことを示すだけでなく、さらに彼は、「階級間の調和Jを考える

マルクス主義もまた、「国家」を究極的な単位として捉え、「国家間の調和j という問題を

取り扱っていないことを153、階級還元論的なマルクス主義解釈の立場から批判する。つま

り、個人間や階級間ではなく「国家間の不平等j こそが、世界で争乱を生じさせるとされ

るのである154 カーは、 19世紀の自由主義とマルクス主義という戦間期当時の有力な政治

経済思想、を取り上げて、双方ともに、国際関係の認識において上記の致命的な誤りを含む

ものだと批判するのである。

ではいかなる方法によって、「国家間の調和Jや国際社会の維持が可能になるのか。その

答えとなりうる示唆が、彼が問題視した「国家間の不平等Jの視点より「国際共同体j

(intemational community)の持続可能性について考察する、以下の議論に見出される。

彼は、諸国家からなる「国際共同体」において、 I(世界)全体の利益Jが「部分(国家)の

利益Jに優先することができない点を問題とし、部分に対する全体の優先は、国際関係の

みならずあらゆる共同体や道徳律の前提となる認識であるとする155。カーは、「道義的な国

際秩序J(intemational moral order)は、パワーの覇権(hegemony)に基礎を置かねば成立しない

が、そうした秩序が存続するためには、務権を有する側の「譲り合いJ(give-anιtake)や「自

己犠牲J(self-sacrifice)の要素が含まれていなければならないと論ずる 156。そして、国際共

同体に含まれる各国全てが、国際的な秩序や平和のために「貢献jすべきだとする見解を

彼は斥ける。そうではなく、既存秩序より「最小の利益j しか得られない部分(諸国)の側

でも寛容になれるほど、向秩序から「最大の利益Jを得る部分(諸国)の方が「譲歩J

( concession)をしなければ、この秩序(全体)は維持できないと、カーは結論するのである 157。

「国家間の不平等j を前提とするがゆえに、彼は、国際共同体(匿際社会)を道義的に維持

する方法として、「持てる側の譲歩j を論じていたのである。

英国学派の歴史に関するダンの研究でも、「国際社会」の実在性とその意義などを論議し

152 Ibid.， pp.57・9.(原訳 [2011]pp.129-33.) 

153 Ibid.， p.21 O. (原訳 [2011]p.429.) 

154 こうした視点からのマルクス主義批判は、国内での「権力勝争jの要因への注目などと合さ

って、「中ソ対立jなどの共産主義国家関の紛争を説明する、一つの論理を提供するであろう。

155 Carr [2001] pp.l50ぺ.(原訳 [2011]pp.316・9.)
156訪id.，pp.151-2. (原訳 [2011]pp.320-1.) 

157 Ibid.， pp.l52-3. (原訳 [2011]pp.322-3.) 
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ょうとするブルらとは異なり、カーは、「国家聞の不平等jを強調する国際関係理解に立ち、

国家間の大規模な不平等を和らげることができていない既存の国際社会を、擁護しようと

はしなかったことが明らかにされている 158。ヘゲモニーの存在を所与の前提として、「国擦

社会における国家間の不平等jを問うたカーは、「道義jの観点から、既存秩序から利益を

得ている側の譲歩によってこそ、国際社会の持続が可能になると論じたのである。

1 .3.3.3政治と経済の分離不可能性 -r政治経済学jの再考

19世紀以後の自由主義とマルクス主義という二つの経済思想、が抱える、国際関係の認識

をめぐる問題を析出したカーは、雨思想、が「政治と経済の分離Jを各々の仕方で提起して

いることを批判する 159。そして、国際関係の認識枠組を糾して、国際政治における「経済」

の位置付けや意味を探究するためには、「政治と経済の不可分性Jの理解から、児童紀の

アダム・スミスらが形成した「政治経済学J(political economy)への回帰が必要であると、

彼は主張するのである 160。前節で詳解したブザンの研究においては、マニングやワイト、

ブル、ヴィンセントら英国学派の所謂創始者たちが、 f国家のパワー(statepower)を下支え

するもののーっとして捉える以外には、経済を概して考慮しなかったJと端的に記述され

ている161 だが、カーの「政治経済の分離不可能性j 論では、そもそも「政治的なパワー

と分離した経済というものはあり得なしりとの理解が導出されているのであって、「国家の

パワーj として経済の要素を充分に考察することが、国際関係を理解するにあたって重要

であると見倣されている。そしてカーは、後の論考『ナショナリズムとその後JJ(Nationalism 

αnd After)にて162、1945年以後の戦後国際秩序について経済の側面を踏まえ展望し、もはや

以前の如き重商主義や自由放任主義に基づく秩序の存続は困難であるとしたうえで、今後、

国際関係において「経済ナショナリズムJをいかに統御するのかが課題となると論じ163、

58 cf. Dunne [1998] pp.34・6.

159 Carr [2001] p.l06. (原訳 [2011]pp.228-9.) 
160 Ibid. 

161 Buzan [2005] p.1l7. 

162 Carr， E. H. [1945] Nationalism and After， Macmillan， pp.46・7.(大窪思二訳 [2006] Wナショナリ

ズムの発展~ (みすず書房)pp.68働70.)
163カーは、 19世紀的な経済自由主義(レッセ=フェール的個人主義)に対抗して「経済ナショナ

リズムj が発展してきたが、今やこれも個人の安全と福祉を脅かす(athreat to the security and 

well-being of the individual)ようになっていると論じる。そして、こうした大戦間期の経済ナシ

ョナリズムに対する批判は、それが用いた手段(このなかには、 「単に制限的・侵略的なものに

すぎない手段もあったが、国際貿易をはじめて計画化しようとした試みとしては賢明で必要な

手段も含まれるjとされる)にではなく、そうした手段が用いられた「地理的境界が狭く、不適

当であったことj に向けられるべきであるとされる。したがって、彼は、 「計画的な国民経済

が多数並び立つことに内在する、社会的・国際的に崩壊を生じさせる諸傾向への解答は、計画

化の破棄ではなく、国家的計画化の多国家的・国際的計画化による強化なのであるJ(Ibid.， 

p.47)と明確に結論する。カーは「計画経済jの利点を受容し、経済ナショナリズムにより生じ

うる国家間紛争の危機などに対処するためには、その計画化の「臨際化j が必要であると前掲

にて論じており、このような論説を著した以後、彼はとくにロシア(ソ連)研究へと傾倒する

ことになるのである。しかし、経済の計画化に内在する問題が幾重にも見出されている現代に

おいて、カーの解答は、考慮に値するが容易に受け取られうるものではない。さらにまた、

事・政治・経済的な「パワーj を有する諸国家が、互いに「主権j を超えて計画化を行うこと
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国際関係における経済とパワーの緊張関係を表出させる経済ナショナリズムへの対応が、

堂界政治の枢要な課題となることを示唆している。

主権国家とその経済的自立は、「国際社会jを安定化させるだろう。だが、まさに「主権j

の制度と経済的な「自立」の追求が、「経済ナショナリズムjを介して保護貿易への傾倒や

資源・エネルギーの争奪を巡る国際紛争を巻き起こすなど、国家間の連帯や平和的な協力

関係を崩壊させる危険性を帯びることになる。また、前節で示された「戦争準備へ繋がり

うる国家の経済的自立の追求」の論理は、多国間でのナショナリズムの高揚などを通じて

「軍拡競争jや武力衝突の発生に至ることも危娯される。前者の危険性は、「経済jの国家

的追求が国家のパワーと結合した際に生じうる国際政治問題(保護貿易や資源獲得競争等

の国際紛争)であり、後者の危棋は、「パワーJの国家的追求が経済部門と結合して引き起

こしうる国際政治問題(軍拡競争や国際紛争の激化等)であると整理できるだろう。これら

の諸問題への危倶からは、国家の主権や政治的・経済的なパワーを前提としつつも、国際

紛争のエスカレーションを回避し、国際社会を持続可能にする方法とは何であるのかが関

われよう。これらの向いに取り組むためには、カーの「政治と経済の分離不可能性j 論で

回帰の必要性が示されていた、「政治経済学Jについて、英国学派が重視するルールと秩序

に基づく「国際社会Jの視点を伴って再考することが肝要となる。

国家の経済的自立の追求が、国際社会の安定化と不安定化の双方に結びつくという問題

に、主権国家から構成される国際社会において、どのように応答することが可能なのか。

この問題は、「多元主義的な国際社会のなかで、パワーと経済の関係をどのように考えるの

かJという、前節での開いに換言できよう。

次章以降では、まさに経済ナショナリズムの問題を示唆していたメイヨールによる近年

の再評価を中心として、英国学派の思想的系譜や伝統における多元主義的な国際社会論の

「源流jなどとして再検討が行われつつあり、かつ、「国家のパワーjたる留力の理論ない

しf経済ナショナリズムJの思想、においても、その「源流jとして評されうる人物として、

A・スミスに先んじて、「政治経済学Jを議論していたデイヴィッド・ヒュームに着眼する。

国際社会において、パワーと経済の連関から生ずる、上記の問題をいかに考えることが

できるのか。次章では、まずメイヨールらの評価を踏まえて英国学派の伝統とヒュームと

の関係性を明確化し、 E章において、ヒュームの法と社会についての哲学を前提として、

彼の陸際政治経済の理解を分析することで、その考察を深める一助としたい。

は歴史的にも図難が付き纏うものであり、 「国際的計画化」がいかに実現可能であるのか、い

まは疑問に付されざるをえない。

41 



百章英国学派とデイヴィッド七ューム

E章 1節経験論と「進歩の限界J
-J  ・メイヨールによるヒューム哲学の再評価

E .1.1 J・メイヨールの「進歩とその限界J論

II .1.1.1 メイヨールにおけるヒューム

英国学派における代表的な多元主義の国際社会論を展開するジェームズ・メイヨールは、

英国学派の視点から現代の国際政治を議論するにあたって、古典的な英国学派のワイトや

ブルらといった論者らが取り立てて考察を深めていなかった思想家に着目する。その思想

家とは、 18世紀スコットランドの高名な歴史家・哲学者であるデイヴィッド・ヒューム

(David Hume)であり、彼の哲学や国際関係理解を、メイヨールは自らの分析枠組の基礎

として採用する164。メイヨールは、自らの研究がヒュームの経験論的・歴史学的方法論を

採っていることを認めており、とりわけ現代世界の分析において、ヒュームの思想、を基礎

とすべきことを説いているのである165。英国学派の思考において、なぜヒュームが重要と

されるのか。本節ではこの間いに対し、メイヨールの代表的な著作を通じて解答する。

II .1.1.2メイヨールによる「進歩とその限界j議

J ・メイヨーんは、国際関係理論のほか、ナショナリズムや介入などについての研究を

行っているが、なかでも英国学派の視点に基づきつつ、冷戦後の 21世紀からの新しい千

年紀を前に、今後の国際関係をどのように見るべきかを論じた著書『世界政治-進歩と限

界~ (協IrldPolitics: Progress and its Limits)は、「主権jや「ナショナリズムj、「自決j、

「民主主義j、そして「介入jなどの現代的で論争的なテーマを取り上げ、「冷戦後に提起

されたりベラルな国際社会の変革論に対して、それがどこまで見込みのあるものなのかを

検討するJ166ものである。同書を特徴付ける、この国際関係における「進歩とその限界J

(progress and its limits)との論題は、英国学派の再評価を行う研究においても「英国学派

の中心的な問題関心であり続けてきているJとされており、メイヨールはその枢要な論者

として挙げられている167。

メイヨールは、上述の何れのテーマに関しでも、その変革には限界があることを示す。

彼自身が「日本版へのプロローグJにおいて要約するところによれば168、問書は第一に、

伝統的な国際関係についての概念は修正されてきてはいるものの、冷戦後も主権国家から

構成される国際社会は根本的な変化を迫られてはいないことを指摘する。そのうえで第二

l併メイヨール，ジェームズ著、田所昌幸訳 [2009] ~世界政治一進歩と限界~ (動車書房)
pp.53・64. 原著は、 Mayall，James [2000] World Politics:・Progressand its Limits， Polity. 
165メイヨール [2009]p.54. (Mayall [2000] p.28.) 
166メイヨール [2009]Pユ
167 Linklater and Suganami [2006] p.117. 

168 メイヨール [2009]pp.2-3. 
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に、冷戦後に試みられた改革、とくに民主化は、セルビアやルワン夕、を具体例とする、数々

の倒錯した結果をも生んでしまったことを論ずる。そして、問書では第三に、政治的なレ

トリックや進歩主義的な願望と、現実の動きや利益の世界とが恭離してしまっていること、

さらにその結果、世界政治において危険な断絶が生じているのではないかという推論が示

されている。彼は、伝統的なヨーロッパの国際政治において重視され、必要とされてきた

主権の理解、すなわち国家における「権力と責任jの結び付きが、「進歩主義Jの考え方に

より危うくなってきていることを危慎する。この実例として、彼は端的に、 1990年代前半

の医連安保理が、人道的な破局を終わらせようという意向を示しながらも、その「責任j

を全うするための手段たる「権力jが実質的には与えられておらず、また危機を解決する

真の政治的意志を示すことはなかったということを挙げている。

n .1.1.3連帯主義への批判と多元主義の再検討へ
メイヨールは、前章で確認したブルの用語法に従い、非現実的な進歩の要求は魅力的だ

が問題視されうる「連帯主義的J(ソリダリスト的)なものであるとし、伝統的な国際社会

の「多元主義的J(プルラリスト的)な価値観を、国際政治における規範として支持すべき

だと論ずる169。彼は、冷戦後の諸問題、つまり対テロ戦争に隠して発生した米英と仏独の

深刻な政治的対立による「多国間協調の危機」や、米国や中東などを事例とする「政治的

宗教の台頭j、そして「アメリカの帝国化jの傾向などに潜む、「連帯主義J的問題を示す。

そして彼は、とくに中国やインドなどの新たな大国が勃興しつつある現在、ブルの古典

的著作などが論じたような、「多元主義的な国際社会Jの理解に表わされる諸国間の関係性

が世界全体で優勢となりうる可能性を示唆するのである1700

E .1.2 ヒューム「国際法」論の現代的評価

立圃1.2.1 現代田際社会を分析する理論の探求

国際政治における 21世紀の諸問題と格闘するうえで、メイヨールは、ブルと同様に、

グロティウスの議論を参照しない。しかし、彼が明示するその理由は、ブルとは異なり、

グロティウスが「連帯主義j の思想的原点であるためではない。 21世紀においては、 17

世紀のグロティウスが前提としていた、「国際関係における人の営みを説明する前提が一変

してしまったJためである。この点について、彼は次のように述べている。

グロティウスの考えでは、国際社会とは、自然法が想定した人類共同体の管理に責任

を持つ一種の持株会社のようなものだととらえることができた。だが国家間システム

とそれを下支えする実定法が発展したことで、その可能性は一掃されてしまった171。

しかも、現代は f18・19世紀のヨーロッパ国際政治システムの最盛期とは、多くの点で

169 Ibid.， pp.3-4. 
70 Ibid.， pp.4・18.
171 Ibid.， p.52. (Mayall [2000] p.27.) 

43 



異なっているJとされ、現代は「主権が民族の手に移り、主権が偲人の権利によって制約

されたことj により、グ口ティウスだけでなく、 18世紀の代表的な国際法論者であった、

ヴァッテルの前提も崩されていることが指檎されるのである1720

それでは、ブルが念頭に置いていたこれらの伝統的な国際法論、ないし「国際社会j の

思想、に代わり、メイヨールはいかなる伝統的思想、を自らの研究の主軸に据えるのか。彼の

表現に従って換言するならば、「国際社会の存在根拠を確定し、その不易の性質に光をあて、

それが近年経験している挑戦を理解するのに役立つようにして、しっかりとした言葉で語

ることができるjような、いかなる定式化がありうるのか。彼はこの間いへの回答として、

ヂイヴィッド・ヒュームを挙げるのである173。しかしながら、ヒュームは 18世紀の人物

であり、ヴァッテルに先行して国際法や勢力均衡についての論説を遺しており、先に示さ

れていた「前提の一変Jに巻きこまれうる人物であると考えられるかもしれない。だが、

ヒュームはそうした歴史的な条件に制限されることのない、現代にも通用する国際政治論

を展開していたと、メイヨールは評価するのである。彼は、ヒュームを「伝統的思想家の

なかで、現代に通じるところがもっとも大きく、それでいて難解ではない人物Jと評し、

fわれわれの道徳感覚は、つまるところわれわれの経験を超えることは決してできないと

いう主張をしたヒュームJは、間違いなく大よその哲学者よりも「国際関係の基本的な性

格に追っているJと述べるのである174。そこでメイヨールは、以下のように記述するので

ある。

ヒュームの正義に関する三つの基本的ルールは、現在の学界にある大概のものよりう

まくできていて、新千年紀に進路を決めるための指針として有効であると思われる

175 。

立.1.2.2ヒューム国際法論における多元主義の国際社会理論

メイヨールはヒュームの国際法についての次の議論を引用して、これが「多元主義的な

国際社会理解の古典的擁護論であるJと解する1760

172 Ibid. 

173 前章で紹介したメイヨールの代表的著作の一つである『ナショナリズムと国際社会~(Mayall
[1990])においても、二度ほどヒュームへの言及がなされているが、本論で取り扱う『世界政治J

におけるような議論がなされているわけではなく、 j可書では、ホッブズの「自然状態J論との

関連(Ibid.，p.9)や、アダム・スミスと並ぶ、フランス革命以前に、重商主義の考え方を批判し

た 18世紀スコットランド啓蒙思想、のもっとも重要な人物の一人として名前が挙げられている

(Ibid.， p.74)。詳細な理論的検討が加えられていたわけではないものの、比較的平い段階より、
メイヨールがヒュームに注目していたことがここから確認されよう。

174メイヨール [2009]pp.53-4. (Mayall [2000] pp.28綱引
175 Ibid.， p.54. (Mayall [2000] p.28.) 
176 Ibid.メイヨールの同書において紹介されているヒュームの国際法論は、 『人間本牲論J第

三巻「道徳について」の第2部第 11節「国際法についてJ(David Hume， A Treatise 01 Human Nature 

(THN)， Book III， Part II， Section 11)からの引用であり、本論でのヒュームからの引用の翻訳は、
全て岸野によるもので、ある。
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…あらゆる種類の交流(intercourse)において、一つの政治体(abody politic)は一人物

(one person)だ、と考えられるべきであると主張される。そしてこの主張は実際に、

別々の諸国家が私人と向様に棺互扶助(mutualassistance)を要求し、また同時に、

そうした各国の利己心と野心(selfishnessand ambition)が戦争と不和(warand 

discord)の絶え間ない源泉である限り、正しいのである。しかし、国家はこうした点

で個人に類似してはいるが、他面では大変異なっている。そのため、各国がJjIJの一般

原則により規制され、我々が「国際法」と呼ぶ、新しい一組の諸規則を生出すという

ことは、何ら不思議なことではない。こうした項目の下には、国家の大使らの神聖性、

賞戦の布告、有毒武器の禁止のほか、明らかに異なる社会問で、の交易(commerce)に

特有なことのために考案された、その他の種類の義務が含まれうるのである177。

そのうえでメイヨールは、「関家というものが、いわばそれぞれ独自の慣習や習俗をもっ

社会をいれる容器のようなものである限りは、諸国はお互いにうまくっきあっていくため

の共通の慣行やルールを発展させなくてはならないjと論ずる。彼は、「ヒュームの議論が

グローバル化した今日にはもう当てはまらないと、不満を口にする人もいるだろう」が、

「膨大な法律体系のおかげで、諸国が独自の文化的特異性を維持しながら、諸国の共存や

協力が可能になっているという事実を考えると、そういった不満は大して重要ではないだ

ろう」と述べたうえで178、次のように言明する。

領土保全や国家の独立を定めた国連憲章の 2条 4項や、内政不干渉を定めた 2条?

項は、人間の解放のまえには単なる障害にすぎないと切って捨てるまえに、それが世

界政治で果たしている創造的で建設的な機能を、われわれは思い出すべきだ、ろう 1790

この点を明確に論じるものとして、メイヨールは、再びヒュームの国際法論を引用して

いる180。

しかしながら、これらの諸規則は自然法につけ足されたものであるが、自然法を全く

廃絶するものではない。正義の三つの根本約な規則、すなわち、所持の安定・承諾に

よる所持の移転・約束の履行は、統治者にとっても被治者と同様に義務であるという

ことを、間違いなく断言できるであろう。何れの場合においても、同様の利害は何様

の結果を産むのである。所持が安定していないとき、絶え間ない戦争が発生せざるを

えない。所持物の承諾による移転がなされないときには、交易(commerce)は不可能

となってしまう。約束が履行されないとき、連盟や同盟(leaguesnor alliances)は不

可能となる181。

177 Hume， THN3.2.11.1 (SBN: 567) (Mayall [2000] pp.28θ.) 
178メイヨール [2009]p.55. (Mayall [2000] p.29.) 
179 Ibid. 

180 Ibid.， pp.55欄6.
181 Hume， THN3.2.11.2 (SBN: 567・8)(Mayall [2000] pp.29・30.)
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メイヨールは、上記のヒュームの国際法論が、 f主権国家Jとその関係をめぐる三つの論

点を検討するに際し、有益であることを論じている。その論点とは、第一に、「新民家の建

設Jの問題である。また第二は、「個人などの非国家主体は国際社会のメンバーと考えられ

るべきかjとの問題であり、そして第三は、「国際社会全体の責任とは何かjという問題で

あるとされる。そして彼はこの三つの問題に対する解答を、ヒュームが言うところの社会

生活における「最低限の正義の原則Jに合わせて検討し、これらの問題の解決には、まず

以てヒュームが指摘した「所有の安定J• r合意の原知J・「約束の信頼性j という基本的な
三つの条件を、最低限満たしていなければならない。メイヨールはこのように論ずるので

ある182。例えば第三の原則に関して、彼は次のように議論している。伝統的な国際社会に

おいて、国家は自助原理に従い、各政府が各国の国境内部を外部の攻撃から防衛する責任

をもっとされていた。そしてある政府が、自国の利益を攻撃的な手段で自らの管轄権外で

追及した場合、まさにヒュームが示した第三の原知たる「約束の信頼性Jに基づいて相互

援助を約する「反対勢力の連合jが立ちはだかることになるとメイヨールは論じ183、この

ヒュームにおける原別に、主権国家が伝統的に保持してきたその f責任Jと、それを全う

するための「手段j についての規則が見出されることとなるのである1840

耳.1.2.3主権国家の責任をめぐる連帯主義的論理の問題

そしてメイヨールは、冷戦後の「連帯主義者J(ソリ夕、1)スト)の議論においては、この

ヒュームが提示した原則から離れた主張がなされており、またそれが現実のものとなって

いることを示唆する。メイヨールは具体的に、国連安保理常任理事国への「平和と安全の

責任の委託」などを挙げている。メイヨールは、戦間期の国際連盟による「武力行使禁止」

の試みの後、世界中で「全般的な信頼の崩壊」が起きてしまったと述べ、それを克服する

ために成立した国際連合の安全保障理事会においても、目的を達成するための手段を充分

に用意しようとしてこなかった点を指掃する。こうした国家間の連帯に基づく政治の現状

を述べつつ、彼は、連書主義的な論理においては、「誰が負担を背負いj、「誰が最終的責任

をとるのかJという、特定の目的や計画をもっ国連のような「連合体Jの政治につきまと

う二つの基本的問題に、十分な注意が払われていないと論じるのである1850すなわち、連

帯主義的な主張においては、ヒュームの三つの原則から示されていた「各国家が有する責

182メイヨール [2009]p.58. メイヨールは、第一の問題について、歴史的には「所有の安定j

が伝統的な密際関係の特徴であったとは言えないとしながらも、例えば「脱植民地化Jという

限定的な定義の下での民族自決の考え方によって、国家による「所有の安定Jが可能となって

いたことなどについて議論する。また第二の問題については、基本的に非国家主体は「主権国

家による法的な保護jがなければ存在しえないものであり、国際社会の最低限のルールに挑戦

するものではないと論ずる(Ibid.，pp.58-62)。
183 Ibid.， pp.62・3.(Mayall [2000] pp.35働6.)
184 ここでの議論からは、また、各慢の政府が「各毘民を守る責任jを負っており、また各国の

政府が互いに国境を承認し「所有の安定j を限り戦争を防止するという、ヒュームの第一の原

則が見出されるほか、 「合意の原則Jに郎らない攻撃的な手段による「他国の管轄権の侵害J

が問題視されるという第二の原尉もまた見出されよう。
185 Ibid.， p.63. (Mayall [2000] p.36.) 
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任j とそれに関する諸規則が不明確になってしまうことが危倶されるのである。そこで、

比織的にではあるが、メイヨールは次のように述べる。 19世紀までの伝統的なヨーロッパ

国際政治と冷戦後の国際政治の構造は、「誰が主権者であるかJなどの点で大きく異なって

いることから、このヒュームの原郎などの「古い地図は確かにところどころ擦り切れてj

おり、 f今では大体の方向を知ることにしか役立たない」かもしれない。しかし、このこと

を認めながらも、彼は「目的と手段Jないしは「権力と責任Jの結び付きを不明確にして

しまうことなどといった連帯主義的な論理の問題点を考慮し、ヒュームの原則として見出

されうる伝統的な国際政治の観方について、 fそれは海に投げ捨てない方が賢明であろうj

と述べるのである186。

以上のように、メイヨールは、ヒュームの国際法論から「多元主義J的な「国際社会論j

としての議論可能性を摘出することで、英国学派が唱道する国際関係についての伝統的な

見解を現代に再現する思想、として、ヒュームの国際法論を高く評価するのである。

H .1.3 経験主義に基づく「進歩の限界J論

証.1.3.1 深慮と道徳的見地のある現実主義

前項では、メイヨールがヒュームの国際法論を高く評価していることを紹介したが、同

『世界政治』の末尾において、メイヨールは以下に示す引用部で、端的にではあるが経験

主義としてのヒューム哲学についても評価している。メイヨールは、ワイトが提示した 3R

つまり「三つの伝統Jを、「現実主義J(リアリズム)・「革命主義J• r IJベラルな合理主義J

という三つの国際社会の解釈に再整理・再定義したうえで、後者二つを f説得力がなく非

現実的ないし自己欺麟的であるJとして退ける187。そのうえで、最後に残る「現実主義J

に関して、そのうちに「道徳的見地j を含むものこそ188、国際政治の理論的分析と政策的

実践において有用であることが、彼の議論における結論として、以下のように示される。

わたしがかくあるべしと考えている現実主義は、道徳的見地を含むものであり、もし

われわれがそれを無視する場合には大きな危険がもたらされる。現実主義は単なる権

力政治と見なされるべきではなく、人間が自分の行動に責任をもつこと、そしてそれ

が予期できる結果ばかりでなく、意図せざる結果をも生むことを認めるよう求める立

場である1890

以上の引用部に示されているように、メイヨールが重んずる「道徳的見地j を含む現実

主義の核心は、いわゆる「力よりも道義が重要であるj という立場に収飲されるものでは

186 Ibid.， pp.63・4.(Mayall [2000] p.36.) 
187 Ibid.， pp.206・7.(Mayall [2000] pp.l5ι5.) 
188 r全く没道徳的で、深慮を用いても穏健住できない権力政治Jのみを国際関係に見出すよう
な立場には説得力がないとして、メイヨールは「深慮Jや「道徳j を国際政治の中に見出す立

場を重要視する(lbid.，pp.207-8.) 
189 Ibid.， p.208. (圏点は岸野による)(Mayall [2000] p.156.) 
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なく、「自らの行動に責任を持つことんさらには「自らの行動が意図せざる結果を生むj

可能性があることを自覚することである。

そして、同結論部でメイヨールは、こうした f道徳的見地を含む現実主義Jの古典的な

思想家として、経験的な現実認識の枠組みに照りながら、国際法論に見られる国際関係の

「道徳Jの論理などを探求してきたヒュームやアダム・スミスらを挙げるのである。

デイヴィッド・ヒューム、アダム・スミス、その他のスコットランド啓蒙主義の思想

家たちが、経験的現実を説明する合理的根拠を探しつつも、道徳的論理の分析にも多

大な時間を割いてきたのは、決して偶然ではない。うっかりすると致命的帰結をもた

らしかねない重大決定にかかわった者で、リスクや蓋然性を無視できる者はいない。

この観点からみれば、深慮(prudence)こそが美徳である。深慮がなければ、未来のビ

ジョンはすべて、ありとあらゆる危険がともなうユートピアに堕してしまう 1900

メイヨールは、以上の引用にて示されているように、「深慮Jを重視する「道徳的意味も

持ち合わせる現実主義jが必要で、あることを強調するが、しかし、現代において、その現

実主義の形成は困難になっているとする191。その理由について、メイヨールは、我々が住

む現代世界は「世俗的で民主的な文明Jであり、「公共の問題が民主的基準によって判断さ

れる文明jであるからだと指摘する。つまり、民主主義の性格上、「短期的考慮Jが政治を

支配し続けることになってしまうと彼は論じ、こうした今日の民主政治が直面している悲

劇は、実は以前の貴族主義の政治よりもはるかに大規模なものなのかもしれないとすら、

彼は述べるのである192。よって、「短期的規点しかもっていなしリ 193とされる民主政治は、

リスクや蓋然性などを無視せずに長期的展望に立つ「深慮j を美徳とするような現実主義

の政治とは、折り合いがつきにくいことになるのである。メイヨールは、民主化の達成な

どという「進歩」の考え方を問い直すべきであるとしながらも、「時計の針を逆に回すこと

ができると言うつもりはないし、またそれを望むべきでもないだろうJと述べる194。民主

政治を前提としつつ、それが抱える問題点をいかに克服していくのかが関われていると

唆するメイヨールは、「進むべき道は、われわれの道徳はわれわれの経験を超越しではなら

ないという、ヒュームの断言を時代遅れとして無視することではなく、われわれの経験を

われわれが現在直面している道徳的ジレンマにいかに関係させるかということであろうj

と結論するのである1950

II .1.3.2英国学派の息考における経験主義哲学

上で引用したように、メイヨールは、『世界政治Jにおいては単にヒュームの名を挙げ彼

の思想がもっ意義を自らの結論にて示唆するに留まっていたが、同書の出版後に著された

190 Ibid.， pp.207-8. (Mayall [2000] pp.l55・6.)
191 Ibid.， p.208. (Mayal1 [2000] p.156.) 
192 Ibid.， pp.208θ. (Mayal1 [2000] pp.156・7.)
193 Ibid. 

間Ibid.，p.204. (Mayall [2000] p.153.) 
195 Ibid.， p.209. (Mayall [2000] p.157.) 
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論文「進歩の限界一英国学派における規範的推論j において196、同書の議論の根本をなす

思想、は、 rf也の英国学派の著作と同様、イギリスの「経験主義J(経験論)であるJと論じ、

なかでもヒュームの歴史哲学が、自身の議論の基礎となっていることをメイヨールは明示

している197。

同論文にてメイヨールは、「経験主義J(empiricism)が「実証主義J(positivism)としば

しば混同されてきたことを指摘する。彼は両者の違いについて、経験主義は「認識論j

(epistemology)のうちに含まれるが、実証主義は「方法J(method)で、あることを挙げる。

すなわち、経験主義とは、一種の「知識の身分について説明することJ(an account of the 

status of knowledge)で、あるのに対し、実証主義は「資料を整理して、その妥当性を判断す

るやり方の一つJ(a way of organizing material and judging its validity)であり、両者は

異なるものだとされるのである198。彼によると、「方法j としての実証主義は、 f仮説を証

明するための科学的モデルJであり、「理論的推論J(theoretical reasoningうと称されるも

のである。そして、彼は自らの『世界政治-進歩と限界』では、実証主義の方法を一切用

いていないと述べて、向書では寧ろ「実践的推論J(prac白白1reasonin訪に関わる議論こ

そを展開していたとする。「実践的推論j とは、「異なる帰結についての評価を行う議論j

や「行動の影響についての議論j のやり方であるとされ、事実関係ゃそうした事実の説明

を主題とする実証主義の「理論的推論Jとは大きく異なり、「価値Jや「規範Jを主題とし、

「とるべき望ましい行動とは何かjなどを問うものであるとされる199。実際にメイヨール

は、本章で紹介してきたように、国際政治の分析において、仮説を立てそれを論証すべく

事実の国果関係について探り、結論として科学的な「法員むを見出すという、実証主義の

方法論を採用してはおらず、主として、 f進歩Jの考え方に基づいた人々の行動や主張が、

国際政治においてどのような結果を招いたのかについて論じており、そうした結果の問題

に対して、空想的でない、 f経験的に確認できる知識」を基礎としつつ、道徳的見地を伴う

現実主義など、JjIJの考え方に基づいて行動することが規範的に求められるのではないかと

論じていたのであり、まさに経験主義的な「実践的推論j に基づく議論を展開していたの

である。

明確に述べられているわけではないが、こうした実証主義と経験主義との対比において、

彼は現代アメリカにおける国際政治理論を念頭に置いているものと考えられる。米国型の

国際政治学では、一般に自然科学的な「理論モデルJや方法を重視する傾向があり、メイ

ヨールは実証主義と経験主義とを対置することで、アメリカにおける国際政治理論と自ら

を含む英国学派の理論との方法論的な相違点を強調していると推測できよう。

n .1.3.3 r進歩の限界」論とヒュームの経験論的哲学
それでは、実証主義的な「理論的推論j と経験主義的な「実践的推論j とを対比させる

ことで、いかなる論点が浮上しうるのか。メイヨールは、この点について、彼の「進歩と

196 Mayall [2009] 
197 1もid.，pp.21 0-4 
1ッ8Ibid.， p.211. 
199 Ibid.， p.212. 
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その限界Jの議論において一つの結論をなしていた、「行動の結果は予測可能なものばかり

ではなく、自らが意図してはいなかった結果が起こりうること」の自覚の必要性を挙げて

論じていた。つまり、理論的推論からは法則的な f予測可能性Jが見出されうるが、経験

主義的な「実践的推論jからは、「予測可能jな結果に対して「意図せざる結果j もまた強

調されるということである200。メイヨールは、ヒュームの哲学を参照し、彼の著名な因果

論や歴史論などを引用・紹介しつつ、歴史における全ての結果は「意図せざるものj

(unintended consequences)である可能性を含んでいるということを、ヒューム哲学を解釈

することで析出するのである201。彼は、この点を明確に示すとされるヒュームの『イング

ランド史~ (The応stoηT01 England)における著述を引用し、次のように論じている。

『イングランド史』には、意図せぬ結果という原理(theprinciple of unintended 

consequences)に基づ、いた説明が数多くある。ヒュームによれば、歴史が「一般的に

知恵と先見のわずかな要素(asmall ingredient of wisdom and foresight)と一致する、

出来事の大いなる混合体(thegreat mixture of accident)Jを示すものであるという

事実に、歴史の重要性が存するのである202。

彼はこの観点から、ヒュームの歴史分析の視角や、その背景をなす哲学を評価する203。

そして彼は、方法論的ないし哲学的な基盤としてヒューム哲学を採用していることを論じ

たうえで、同論文でも、ヒュームの国際法論を再説し、その有用性を概括的に指嬬するの

である2040

そして、メイヨールは、「進歩Jが 19世紀にあったような目的論的な力の大半を失って

しまった概念である今、「世界が最もよく進歩する方法」とは何であるかということが関わ

れるとし、この間いに対し、現実主義・合理主義・革命主義の三つの理論的パラダイムは、

いずれも満足のいく解答を示していないと論ずる205。そこでメイヨールは、この間いへの

解答を模索するために、著書『世界政治』での結論と同様、「深慮j の倫理(anethic of 

prudence)を提唱し、その具体的な内実については詳述していないものの、こうした立場

を理解するために啓蒙思想全般を参考とすべきであると述べ、唯一、ヒュームの名を参照

すべき人物として挙げるのである2060

200 極めて常識的ともいえる立場での批判だが、こうした英国学派の視座からのメイヨールの

議論の意義は、先に示唆したように米国型の理論との対置によって明白となろう。

201 ヒュームの因果論に関しては、哲学の領域を中心として膨大な研究の蓄積があり、膝史哲

学と因果論の哲学とを容易に接合できるのかどうか、慎重な検討が必要である。本論ではこの

問題を取り扱わないが、日本語で論じられた哲学研究からはとりわけ、久米暁 [2005] Wヒュ
ームの懐疑論J(岩波書窟)が大変参考になる。またヒュームが、社会科学の f法長引に関して

いかなる見解を示していたのかについては、とくに、坂本達哉 [2011] Wヒューム希望の懐疑
主義一ある社会科学の誕生J(慶応義塾大学出版会)・第 l章を見よ。
202 Mayall [2009] p.211. 
203 Ibid.， pp.21 0-1. 
2fM，叫 pp叫 4
Ibid.， p.225. 

206 Ibid.， p.226. 

50 



メイヨールはヒュームを自らが解釈する彼の哲学の全体像を含めて、高く評価している

が、英国学派のこれまでの諸研究においては、メイヨールと同等の評価がこれまでなされ

てきたとは言い難い。実際に、メイヨール自身も、「驚くべきことにヒュームは国際社会の

研究者から無視されてきたj と述べており加、先にみ乏ブルをはじめとする英国学派の医

際社会論や向学派の思想史的研究などにおいて、ヒュームが重要な理論を提示した哲学者

として言明されることはなかったと述べうるだろう。それでは、英国学派の国際政治理論

において、ヒュームはどのように位置付けられうるのか。次節では、この間いを検討する。

E意2節英国学派の「源流Jとしてのヒューム

立.2.1 古典的な英国学派におけるヒュームの評価とその批判j

II .2.1.1 ワイト!こよるf現実主義者jとしてのとューム解釈

メイヨールによる高い評価に比べ、英国学派における既存の諸研究のヒューム評価は、

概して詳締な検討を加えない、低い程度のものにとどまっていた。その代表とも言うべき

評価は、マーティン・ワイトによる「現実主義者Jとしてヒュームを分類するというもの

である。ワイトはヒュームについて、彼の勢力均衡論や、国際法論における「国家理性J

の議論を中心として部分的に参照し、思想的伝統の分類を行っている。ワイトは国際関係

における「力Jの側面を重視する「現実主義者Jとしてヒュームを分類しており 208、その

哲学をホッブズやマキャヴェ 1)、グロティウスなどと並びうるほどに重要視して分析して

いるわけではない。ワイトがこうした評価に至った主因としては、ヒュームは今日の国際

政治学において、メイヨールが引用する「国際法Jの議論ではなく、彼の「勢力均衡J論

において、寧ろ高名であるということが挙げられる。彼の勢力均衡論は、国際政治学の諸

研究において度々言及されており、時世の政治的パンフレットだけとしてではなく、古代

からの歴史をみて勢力均衡を論ずる点などから、「疑いなく、勢力均衡というテーマについ

て最も有名な理論家jなどとも称され209、勢力均衡論の歴史を論ずる際に頻繁に参照され

てきた。これは、ワイトだけでなく河じく英国学派のハーパート・バターフィールドが、

メイヨールのような評価を加えることなく、勢力均衡論に関する議論にて端的にヒューム

に言及していること210などとも関連しているであろう。

それでは、こうしたワイトによる「現実主義者としてのヒュームJとの解釈と、前節で

示されたメイヨールによるヒューム評価は、いかにして理論的に調停されうるのか。

耳.2.1.2ワイトの評鑓に対する E.v・d.ハールによる批判

ワイトは現実主義者としてヒュームを理解し、メイヨールのように仔総なヒューム哲学

207メイヨール [2009]p.54. (Mayall [2000] p.28.) 
208 cf. Wight [1991] pp.4， 13， 17， 165， 171，247，267. 
209 Wright， Moorhead (ed.) [1975] Theory and Practice 01 the Balance 01 Power 1486-1914: Selected 
Europeαnff何tings，J.M.Dent & Sons LTD， p.59. 
210 cf. Butterfie1d and Wight (eds.) [1966] ch.6. 
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の紹介と評価を行うことがなかったが、近年、このワイトの解釈を批判し、メイヨールと

同様、英国学派の伝統に類する重要な思想、として、ヒュームの法と政治の哲学を解釈する

研究が、「古典派自由主義」の国際関係理論などを研究するエドウィン・ v・d・ハールに

よって提示されている211。ハールは、ワイトが示した「現実主義者としてのヒュームj と

いう評価を批判し、ヒュームの国際政治理論をワイトの「三つの伝統j における代表的な

国際関係についての見解と比較して解釈している。ハールは自らの研究において、アダム・

スミスやルートヴィッヒ・フォン・ミーゼス、フリードリッヒ・ハイエクらの、いわゆる

「古典派自由主義J(classicalliberalism)のj思想、がこれまで国際関係論の研究において注視

されてこなかった点を批判し、彼らの理論を国際関係の視点から読み解いている。そして、

古典派自由主義の思想史的系譜における重要な理論家の一人として、最初にハールが取り

上げる人物こそ、デイヴィッド・ヒュームなのである。ハールは、ヒュームやスミスらに

代表される古典派自由主義者が、英国学派が論ずる「多元主義的なグロティウス的伝統j

と非常に近似した国際関係認識を示していたと解し212、英図学派は、自らの思想史的系譜

を確認するために、また同学派の議論をより深めるためにも、スコットランドやオースト

リアなど、より多くの国々の思想家に目を転ずるべきであると論じるのである2130

n .2.1.3 r国際社会論Jの伝統へのヒュームの再定位
ハールは、「国際法」のほか、国家間の貿易や戦争などの議論を通じて、ワイトの解釈を

斥け、ヒュームが、「国際社会論の伝統J(the international society tradition)、ないしは

「多元主義的なグロティウス的伝統J(a pluralist Grotian)に即する人物であることを析出

する2140

ハールは、ワイトの示した「三つの伝統Jとヒュームの議論とを比較対照し、ヒューム

は、現実主義的なホップズ主義的伝統と革命主義的なカント主義的伝統の双方と異なる、

「独立した国家からなる国際社会Jを肯定的に描き出す、「グ口ティウス的伝統Jの国際関

係論を展開していたと解釈する。そのうえで、ハールは、ブルの提起した「連帯主義Jと

「多元主義」の二つの国際社会論を踏まえ、ワイトの「三つの伝統Jの思想分類に従えば、

ヒュームはグ口ティウス的伝統に位置付けられるが、しかしヒュームは連帯主義的な主張

ではなく、「多元主義Jに基づいた閣総社会論を講じていたものと理解するのである2150

211 Haar [2008]; Haar [2009] 
212なお、ハールは、ヒュームの国際関係論が英国学派の国際社会論と親和的であるとしなが

らも、ヒュームを古典派自由主義者として把捉して、国際関係の議論に関しでも、 「個人の自

白」の擁護が主な目的とされていたと解釈している。しかしながら、こうした「自由Jを基軸
とするヒューム解釈が妥当であるかどうかについては定かではない。例えば、ヒュームの政治

哲学における f自由」の意味が一義的ではなく、極めて重層的な意味内容を有していることを

指摘する、極めて綴密な分析を加える重要な研究として、森直人 [2010] Wヒュームにおける
正義と統治一文明社会の両義性~ (創文社)を参照。
213 Haar [2009] pp.156“7. ちなみにここでの指摘からは、英国学派がイングランドの思想的伝統
と、例えばそれ以外のウエールズ・スコットランド・アイルランドの様々な思想や哲学とを、
それぞれどのように遇しているかを検討する必要性などが見出されよう。
214 Haar [2008] p.240; Haar [2009] p.54. 
215よって、ハールが解する「多元主義的なグロティウス的伝統Jとは、ワイトの「三つの伝統j
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ハールによれば、ワイトが現実主義者とヒュームを解釈した原因はヒュームのテクスト

全体を邸酌しないことにあったとされ、彼のテクストを広範に見渡すことにより、ハール

は上記のヒューム解釈を提示する216。そのうえでハールは、英国学派の国際社会論を再考

するにあたり、既存の研究では詳綿に取り扱われてこなかったヒューム国際政治理論が217、

欠くことのできないものであると論ずるのである。

立.2.2 ヒュームにおける多元主義の国際社会理論

11 .2.2.1再解釈されるヒニエームの主権国家・勢力均衡・帝国・戦争の論説

メイヨールは国際法論を中心にヒュームを取り上げたが、さらに進んでハールは、勢力

均衡論を含むヒュームの国際関係認識の全体像を析出する。ハールは、メイヨールの解釈

と同様に、まずヒュームが「主権国家Jを議論の出発点としており、国際政治の中心的な

アクターとして主権国家を把捉する国際社会論を展開していたことを示す2180

ハールは、加えて、ヒュームの「勢力均衡j論が、ワイトが現実主義的な伝統における

勢力均衡論の特徴として論ずる「自国勢力の拡大j などを企図するものでは全くないこと

を指摘する。寧ろ、「反対勢力に対して、自らの好戦的な企図を実現するような巨大な勢力

による支配を湿止することJこそが、ヒュームが論じた勢力均衡の中心的な目的であった

と、ハールは解するのである2190 つまり彼の理解においては、ヒュームが論じた勢力均衡

政策の目的とは、「互いに独立した主権国家jから構成される「国際社会jが、古代ローマ

帝国をモチーフとする「世界帝国j などという「巨大な覇権的勢力Jの出現によって破壊

されることの阻止にあったと考えられているのである。

さらにハールは、ヒュームの「戦争Jや帝国に関する議論にも触れる。ハールによると、

ヒュームは「戦争を不可避と克るJこともあり、ヒュームの議論においては、例えば他国

の自由を脅かす民家に対する戦争は正当化されえたと解釈される。しかしそうした場合で

も、ハールはヒュームが「限定戦争を望んでいたJと解釈し220、ワイトの古う「現実主義

者Jの伝統における「戦争や征服の肯定的議論Jとは一線を画するものと解している221。

また、アメリカの独立に賛意を示すヒュームの書簡などから、当時のブリテンの対外政策

論とブルの二つの国際社会論とを綜合し組み合わせた思想分類によるものであり、ブルの言う

「連帯主義としてのグロティウス主義j とは異なるものであることに注意されたい。

216但し、ワイトはヒュームを「現実主義者jと分類しながらも、 fヒュームの政治理論は合理

主義的伝統とも親和性を持つJと述べている(ワイト [2007]p.355)。ヒュームを含め、ワイトは

多くの論者における伝統の重なり合いを指摘し、 「三つの伝統Jの均衡について論じており、

これは、思想解釈の点においては誠実な態度として評価されるであろうが、ここからはかえっ

て彼が示した f三つの伝統j なる思想、分類それ自体の意味が問われることになるだろう。

217なお、国際関係論におけるとューム研究がこれまで進んで、こなかった理由について、ハー

ルは「現在、ヒュームは哲学著作において有名あり、そのことは国際政治の論点に関するヒュ

ームの考えが見過ごされ、誤解されてきたことの一つの理由であろうJ(Haar [2008] p.225)とも

述べている。
218自aar[2009] pp.42-6. 
-'1'1 Ibid.， p.47. 
ふんv Ibid.， pp.47・9.
21 Ibid.， pp.52-4. 
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を含め、「帝国化j について彼は否定的であったとされる。

IT.2.2.2ヒュームの貿易理論と力ント主義的伝統との距離

国際交易(貿易)についての議論でも、ヒュームは、重荷主義者の思想、を批判して、自由

貿易に肯定的な評価を下していたとの解釈に郎り、独立した国家の関での自由貿易が驚す

利点とともに、帝国的拡大政策が粛す経済・財政上の問題をヒュームが論じていたことを、

ハールは指摘する2220

加えてハールは、ヒュームがカント主義的伝統とは異なる国際関係の認識を示していた

ことを論ずる。ヒュームが、貿易によって嘉される各国の政治経済的な利点を示すと同時

に、諸国家間の交易が、「国家にとっての国際的なパワーの拡大」へと産結するものとして

論じていることをハールは紹介し、貿易論におけるヒュームの現実主義者に接近した国際

政治経済理解を見る。そのうえで、さらにハールは、「商業を通じて恒久的平和に至るj と

いうカント主義的な見通しをヒュームは持っていなかったと解釈する2230

IT.2.2.3 多元主義的な国際社会としてのfヒューム的世界j

以上のヒュームにおける国家・勢力均衡・帝国・戦争・貿易に関する諸論説の解釈から

ハールは、ヒュームが、現実的な人間本性ないし国際関係の理解を示すものの、ワイトが

規定するところの現実主義者の伝統において論じられる、「絶え間ない闘争jの状態、として

の世界像とは距離を置いた層際関係認、識を持っていたこと、また、それとともに、国際的

な領域において人聞を進歩させる「改善Jの機会は、カント主義的な革命主義者の伝統に

おける理解とは異なり、限定されたものと考えていたことを析出する224。

したがって、ハールによると、「ヒューム的世界Jとは「国際法によって規則化される、

独立した国家からなる国際社会Jであり、「国際法による国際秩序の維持jを達成するため

には、 f勢力均衡Jもまた重要であるような世界であるとされ225、ヒュームの論じた戦争

や帝国・貿易などの議論は、そのような世界を擁護し促進するものであるとされる。

そしてハーんは、 fヒューム的世界(TheH umean world)はグロティウス的なものであり、

それは自然法を補完する基本的な国際法によって規律された、独立国家からなる国際社会

を伴うような世界である」としたうえで郷、 fヒュームによると、諸国家からなる社会の

内部では、国際的な正義の観念がきわめて重要なものであるとされるJと論じる。さらに、

「人々の基本的な利害というものは、国際的な領域でも変化しないので、所有権に対する

敬重がなければ、戦争が規範(thenorm)となってしまうJと、ハールは上のヒューム理解

を通じて述べるのである2270

ハールは、ワイトが示していたようにヒュームを「現実主義者Jと評価すべきではなく、

「明らかに、多元主義的なグロティウス主義者と考えられるべきであるjと結論している。

222 Ibid.， pp.50・1.
223 Ibid.， pp.50幽1，54.
224 Ibid.， p.52. 
225 Ibid. 

226 Haar [2008] p.238. 
227 Ibid.， p.231. 
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よって、英国学派の視点からメイヨールが重視したヒュームの国際法論を見据えて、国際

政治経済についてのヒュームの著述全体を再確認するならば、ワイトによる「現実主義者

(マキャヴェリ主義者)としてのヒュームJとの評価は、テクストの一部のみを取り上げた

もので解釈上妥当ではなく、ハールの言う「多元主義的なグロティウス的伝統に位置付け

られるヒュ-bJとの評価が、妥当と見倣されるのである2280

立.2.3 英国学派における fヒューム的伝統j

n .2.3.1 ヒュームにおける多元主義的な国際関係認識
ハールは「多元主義的なグロティウス的伝統Jとしてヒュームの国際関係認識を解する

が、その「多元主義Jは、論説「技芸と学問の生成と発展についてJにおけるヒュームの次

のような言明から象徴的に引き出されている229。同論説では、国家が分散割拠する多元的

国際関係が、学問や技芸の生成と発展を促したと議論されており、ここに、多元主義的な

国際社会の構造に対するヒュームの肯定的な評価が表れているとされる。

この論題において私が示したい次なる発克は、近接しているが互いに独立した諸国家

が、通商と政策とによって結合していることほど、技芸(politeness)や学問(learning)

の生成にとって、より好ましいことはないという事実である。そうした近接する諸国

家間で自然に生ず、る競争(emulation)は、明らかに改善の源である。しかし私がとく

に主張したいことは、そのように国家の領域が制限されていることが、権力と権威の

双方に抑制(stop)を与えるという点であるおに

このヒュームの著述は、彼の国際関係認識を見るうえでしばしば言及されるものである。

例えば、「英国学派と多くの点で共通する認識を持っていたJとも評される231、至極著名

であった日本の国際政治学者たる高坂正発もこの部分を引用しており、上記の引用部から

特徴的に見出されるヒュームの思想、が、 18世紀ヨーロッパにおける思想、の特性としての

228 とくに国際法論から、ヒュームの国際関係についての観方を摘出するにあたり、ヒューム

の道徳哲学を研究する J.L ・マッキーもハーんと同様の解釈を提示している(Mackie，J. L.， 

[1980] HumeきMoralTheOlア， Routledge， p.117)。マッキーは、ヒュームの国際関正義論について

論じるなかで、 「主権国家はホップズ的な戦争状態にあるわけではないが、それらはこうした

戦争状態と完全な正義の体系との関の中間的な状態の下にあるj と述べており、英国学派の議

論に郎せば、ヒュームの国際関係理解はワイトのいう「ホッブズ的伝統j と「カント的伝統J

の中間に位置付けられることが論じられていると言えよう。
229 Haar [2009] p.54. 
230 Hume， David，“ Of the Rise and Progress of Arts and Sciences" in Essays， Moral， Political and 
Liter，α'Y， p.119. なお、ヒュームの『論集~ (Essays)からの引用は、 LibertyFundより出版されて

いるEugeneF. Miller編のEssaysに所収のものを底本とし、頁番号などもそれに準ずる。訳文は
岸野による。訳出に際しては、田中敏弘訳『ヒューム政治経済論集~ (御茶の水書房)および『ヒ
ューム道徳・政治・文学論集~ (名宙屋大学出版会)、小松茂夫訳『市民の留について~ (上下全
二巻)(岩波書応)、そして田中秀夫訳『政治論集~ (京都大学学術出版会)を参考にした。引用文
中の括弧は岸野によるものである。
231 綿谷 [1998]p.262. 
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「多様性への愛j を顕著に示すものであったと解している2320

ll.2.3.2ブjレの多元主義的な国際社会論とrヒニLーム的伝統J

さらに、ヒュームはこのように多元主義の国際社会論を展開していたと評価されるだけ

でなく、寧ろ英隈学派の議論の基礎を提供する思想家で、あったことを、ハールは指摘して

いる。ハールは、とりわけ英関学派の第一世代において、ヘドリー・ブルが最もヒューム

と共通する理論家であると述べる。「多元主義的な国際社会論の諸特性を理論化したブルは、

「ヒューム的伝統J(Humean tradition)の下にあったJと主張したとしても誇張にはなら

ないと、ハールは論じているのである2330

とくにハールは、ブルがヒュームと同様に、社会的秩序を維持するための自然法を価値

あるものと見倣し、医家を医際関係における主要アクターとして見ていたことを指檎する

234。そしてハールは、ヒュームの正義論にて示される「三つの基本的な自然法と国際法j

とその目的が、ブルが論じていた「社会の三つの目標Jと極めて類似していることを示し235、

ヒュームとブルの理論における共通項を明確化する。

ブルは、自らの国際社会論での「社会生活における秩序Jの議論において、メイヨール

も挙げていた、「所有の安定J・「合意の原則J• r約束の信頼性j というヒュームの「三つの
基本的な国際法ないし自然法Jの議論と類比的な目的を確かに掲げている。ブルは、「社会

生活の条件の一つであるだけでなく、その条件そのものであるような主要な基本的目標」

を fあらゆる社会は、承認し、それを推し進めるような配置を具体化しているJとして、

232高坂正亮 [1978] W古典外交の成熟と崩壊~ (中央公論社)・第 l章。なお高坂は問書にて、
ハールのヒューム理解と親和的な解釈を提示している。古代ローマ帝国のような世界的君主国

家(世界君主国;universal monarchy)を批判するヒュームの勢力均衡論で、の記述から、 「ヒューム

が勢力均衡原則によって得ようとしたものは、まったく明白である。それは平和ではなかった。

彼が勢力均衡原則に求めたものは一者による他のすべてのものの支配、すなわち世界脅閣が成

立しえないという保証であったJと述べる。そして、 「近代ヨー口ッパは多様な存在であり、

それが与える自由と活力が近代ヨーロッパに力を与えて来た、というのが近代ヨーロッパの支

配的な考え方であったJとしたうえで、 「ヒュームが『芸術と学問の勃興と発達について』で

論じている次の文章は、なぜ彼が勢力均衡体系を選んだかというより深い理由を示していると

言えるであろうj と論じ(lbid.，pp.l2-14)、本論で先に示した引用部を紹介している。また、上
の高坂の指摘のみならず、ヒュームの勢力均衡論についての主要な各種先行研究においても、

ヒュームが「世界君主国Jに対抗するための「戦争j は否定してはおらず、世界的な「平和j

のために「勢力均衡論を積極的に唱えていたわけではなしりという点については、概ね一致が

見られる(c王竹本洋 [1990b] rD.ヒュームの『政治論集Jにかんする試論 (2)JW大阪経大論集』
197号，p.32;高橋和則 [2003] r額際秩序思想としての勢力均衡ー思想史的考察-JW法撃新報3
110巻 3・4号;Whelan， Frederick G. [2004] Hume and Machiavelli: Political Realismαnd Liberal 
T百ought，Lexington Books， p.133;森直人 [2006] r十八世紀ヨーロッパに関するヒューム間際関
係認識の二部性についてJW調査と研究~ 32号，pp.44，49)。この点からは、ヒュームが「戦争j
をどのように認識していたのか、戦争は「社会jや「秩序jなどとどのように理論的に結び付

けられうるのかが関われるであろう。こうした問いに関する一考察として、拙稿「デイヴイツ

ド・ヒュームの安全保障理論J(自本イギリス哲学会・第 43回関西部会研究例会報告・要旨)

『イギリス哲学研究』第34号(2011年)、 pp.141-2を参照。
233 Haar [2009] pp.54・5.
，t.:J斗 Iもid.，p.55. 
235 1もid.

56 



「とくに、三つのそのような目的が挙げられうるJ236と論ずる。それは次のようなもので

ある。

第一に、あらゆる社会は、結果として死や肉体的危害をまねく暴力に対して、ある程

度、その心配がなく、生命が保全されることを確保しようとする。第二に、あらゆる

社会は、いったん結ぼれた契約が遵守され、いったん約束した合意が実施されること

を確保しようとする。第三に、あらゆる社会は、物の所有が、一定程度で、安定であ

り続け、絶えず続く際限のない挑戦にさらされることのないことを確保するという目

標を追求する。社会生活における秩序とは、社会生活のこのような基本的な・主要な・

普遍的な目標を維持する人間活動の様式のことを意味している2370

ブルは、この三点を「生命・信義・財産の価値j と要約したうえで、「三つの目標すべて

が、 f基本的なjものであると言えるかもしれない。暴力に対する安全の確保や、合意の遵

守、所有の安定といった期待が相互にまったく存在しない個人や集団の群れは、およそ社

会とはほとんど言えないからであるJ238とする。そして、「また三つの目標は、「普遍的なJ

ものでもある。現実のあらゆる社会は、それらの目標を考慮しているように思われるから

であるJ239とも論じているのである。

11 .2.3.3英国学派の「源流Jとしてのヒューム的伝統

以上の議論は、ブルにおける国際社会の理論的出発点であり、英国学派の多元主義的な

医際社会理解の基礎を提供するものである。この社会的目標の分析についてブルは、「こう

した分析には多くの典拠があるJとしつつ、具体的に H.L.A.ハートを注で挙げているのみ

であるが240、しかし、上述した「三つの白標j 論の引用部において、「言うまでもなく、

ヒュームその他の人々が論じてきたように、社会が感じる所在の安定化という必要性は、

条件つきであるJ241と論じており、よって、ブルがヒュームの議論を意識していることは

疑いえないところであろう242。

かくして、ヒュームの国際関係論が英国学派の伝統と親和的な思想、であっただけでなく、

掌ろ、とりわけ多元主義的な国際社会を理論化する英国学派の「源流Jをなすヒュームの

哲学から、英国学派の国際社会理論を再検討あるいは再構築しうる可能性が、前節で詳解

したメイヨールのヒューム評価と、ハールが示したブルの国際社会論とヒューム正義論の

共通性とから展望されうるのである2430

36 Bull [2002] p.4. 
237 Ibid. 

238 Bull [2002] p.5. 
239 Ibid. 

240 Ibid.， p.309， n.2. 
241 Ibid.， p.5. 

242 cf.河村 [2010]p.210. 

243 ブルのこうした議論に対して、国際関係における秩序を論ずる際、「ブルはこうした社会の

三つの基本的目標を超越したものをどう取り扱うのかj という批判がある。つまり、ブルが示

す社会の三つの抽象的な基本的目標ではなく、準ろ人々はより具体的な問題、例えば f誰の生
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それでは、ブルの理論的出発点と共通性を有するヒュームの正義論は、いかなる社会と

法の論理を提示しているのか。そして、ヒューム正義論は、英国学派の理論探究において、

どのような合意を示唆するものであるのか。次節では、これらの問いについて検討する。

立章3節 国際社会の基礎理論としてのヒューム法哲学

E .3.1 ヒューム法哲学における「社会と正義Jの論理

II .3.1.1社会のための正義一人間本性・社会J自然法J

ヒュームの法哲学(正義論)は、共通利益の一般感覚たるコンヴェンションを基礎とする

「人為的徳Jの議論であり加、既存の諸研究ではその原理や彼の立論の思想史的・理論的

合意などが詳解されてきた245 前節でみたメイヨールの著作『世界政治-進歩とその限界』

命財産が、いかなる暴力から守られるのかれ「どのような内容の契約がいかに締結されるのかJ、

そして「財産の安定によってどの人々がどの人々よりも、より多くの利益を得ているのかj な

どの向いを重要とみなすであろうとされ、その場合、ブルの理論における出発点が全く堅固で

ない可能性があると指摘されているのであるいX.スガナミ [2001]p.207)。こうした批判は当然、

ヒュームの議論にも該当しよう。スガナミが批判するように、確かに「社会や政治の目的は歴

史的に動態的に捉えられるべきjであろう。しかしそうした具体的な目標の設定は、ヒューム

やブルらのいう社会を秩序化する「三つの基本的目標j の上においてのみ成立しうることに注

意すべきである。とくに、ヒュームは「正義Jの基底をなすものとして、社会の必要性と「社

会の維持jを繰り返し論じている。自然法論で彼はJ所持の安定J• r同意による所持の移怯」・
「約束の麗行jという三つの自然法と、社会の平和や安全保障とを結びつけ、「これら三つの法

の厳格な遵守に、人間社会の平和(peace)と安全の保証(security)が完全に依存しているJと論じ、

「人間の安寧(well-being)にとって社会は絶対に必要であり、社会を支えるために先の三つの法

が同様に必要なのであるj と述べている(Hume，THN 3.2.6.1 (SB: 526))。また、こうした「社会

の必要j と社会による「安全保障j がヒュームの正義論において基底をなしていることは、自

然法のみならず、法やその運営、および議会制定法などに関するヒュームの見解にも共通して

表れている。彼は「人々の安全こそ、最高の法であるj と述べ(Hume，EPM 3.32)、制定法・慣

習法・判例・類推などといった fそれらすべてに帰される極限の目的は、人間社会の利益と幸

福であるjとしている(Hume，EPM 3.35)。また、 「ただ人聞社会が必要であることからのみい

国王・議会・裁判官などの「そうした諸制度すべてが生じているということを、誰か知らぬ者

などいるだろうかj とも論じており(Hume，EPM 3.43)、ヒュームは「社会を支えるために正義

が必要であることが、正義という美徳のただ一つの基礎であるj と結論しているのである

(Hume， EPM 3.48)。さらにまた、本章 3筋にて詳解するように、ヒュームは、「必要性j に呼応
して f義務j が成立・強化する可能性を合意する正義論を展慌しているのであって、これら三

つの基本的な自然法や、その国家間におけるバリエーションとしての国際法が成立した上では、

条件に応じて、「社会を支える」という目的に資する新たな具体的な規則が生成されうることが、

ヒュームの議論において示唆されているのである。

2判ヒューム道徳論で取り上げられる「美徳J(virtue)は、大きく「人為的徳J(artificial vi巾 e)と

「自然的徳J(natural virtue)の二種類に分けられている。「コンヴェンションJ(convention; 黙

約Jとも訳される)と経験を通じて漸進的に成立していく徳である「正義Jは、「人為的徳」と

して他の美徳から分離される。なお、ヒュームが議論する「コンヴェンションj の概念と理解

については、プーフエンドルフの理論との類似性や関連性が指摘されている(cf.esp.桜井徹

[1988] rヒュームにおけるコンヴェンションの概念JW一橋研究~ 13(2))。
245 ヒュームの正義論については、哲学・倫理学(Mackie[1980]; Harrison， Jonathan [1981] Hume's 

Theoη'01 Justice， Clarendon Press)や、法哲学・法思想、史(esp.桂木隆夫 [1988] W自由と懐疑一
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が取り上げていたように、ヒュームが論じる「正義jの内実は、とりわけ、「所有の安定J• 

「同意による所有の移転J• r契約の履行Jについての三規殿、すなわち、三つの基本的な

「自然法J(laws of nature)と、その「自然法Jを大規模な文明社会においても人々が恒常的

に遵守することを支える「統治機構J(government)への人々の f忠誠J(allegiance)、および

統治機構開で成立する「国際法J(laws of nations)などである。

ヒュームは、人間本性と自然環境の諸条件によって正義が必要となると論じるが、その

議論は、「個人にとっては「社会Jが必要jであり、 rr社会Jの維持には「正義Jが必要j

となることを表すものとして、要約可能である。個人が社会を必要とする主たる根本的な

原因は、ヒュームによると、人間の内的および外的条件にあるとされる246 人間の内外に

おける「二つの自然(自然環境と人間本性)の限界J247を打ち破る唯一の方法こそ、人間が

集まって「社会J(society)を作り維持することである。「社会」の形成により、各人は自身

の本性的・能力的限界を克服し、人間が置かれた状況下の限界を乗り越えることが可能と

なるとされる248

しかしながら、社会形成の後も、「他者に対し各人の寛仁が制限されているJという人間

の本性が、新たな問題を引き起こす249。

ヒューム法哲学の構造とその生成~ (木鐸社);桜井徹 [1988];ホーコンセン，クヌート著、永
井義雄・市岡義章・鈴木信雄訳 [2001] W立法者の科学一デイヴィド・ヒュームとアダム・ス

ミスの自然法学~ (ミネルヴァ書房);下川潔 [2005] rヒュームの正義概念と近代自然法学の伝
統JW人文~ 4号;下JII潔 [2007] rヒュームと近代自然法学の変容JW法哲学年報 2007~ (有斐
閣))、経済思想、・社会思想、史(esp.森 [2010];坂本 [2011])、あるいは政治哲学(esp.Whelan， 
Frederick G. [1985] Order αnd Artifice in Hume's Political Philosophy， Princeton University Press; 
McArthur， Neil [2007] David Hume's Political Theory:・Law，Commerce， and the Constitution 01 
Govemment， University of Tronto Press; Hardin， Russell [2007] David Hume:・MoralαndPolitical 

Theorist， Oxford University Press)などの多岐に亘る諸分野・領域において、様々に研究が進めら

れている。

246 rこの地球に棲息する生物のなかで、一見したところ、人間ほど自然が過酷に扱っているも
のは他にないと思われる。自然が人間に負わせている、限りない欠乏や必要という点と、そう

した必要を負わされていることから解放し楽にしてくれるような手段を、自然が不十分にしか

与えてくれていないという点とから、そう思われるのであるJ(Hume， THN3.2.2.2) 

247 この限界とはすなわち、「人間が望む全てのものを、自然は提供していないが、自らの望み

が全て叶えられないことに対し人間の本性は寛容でないことJ、そして「他者に対する寛仁・

寛大さや心の広さに限界があることjである(cf.Hume， THN3.2.2.18)。

248 rただ社会のみが、人間が自らの欠点を補うことを可能にし、そして人間を他の生物と等し
いところにまで持ち上げることや、他の生物に優位することさえ可能にするのである。…社会

は、三つの不都合を解決する救済策を提供する。個人の力能(forces)を連結させることにより、

我々の力(power)を増大させる。分業(thepartition of employments)により、我々が出来ること

(ability)を増やす。そして相互援助(mutualsuccour)により、我々は運命や偶発的な出来事にさ

らされることが、より少なくなるのである。このようにして付け加えられた、 「力能Jiforce)・

「出来ることJ(αbility)・「安全保障J(security)によって、社会は脊利なものとなるのであるj
(Hume， THN 3.2ユ3)
249 rどんな人物であれ他の誰よりも自己を愛するものであり、また他者に対する愛情にかんし
てみると、自らと関係のある者やよく知っている者に、最も大きな情感を生むものである。そ

のため、こうしたことは必然的に情念における対立や、結果として生ずる行動における対立を

生みだす。これらの対立は、新しく設立された結合関係にとって危険なものとなりうるのであ

るJ(Hume， THN3.2.2.6) 
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-・財物の増進は社会の主要な利点であることと同様に、財物の所持の「不安定性J

(instability)と財物の「希少性J(scarcity)は、社会を妨害する主要なものなのである250

社会は人間本性が有する自然的欠点を補い、各人や社会全体の富を拡大させる。だが、

各人の財産となる「所持品Jの不安定性と希少性は、「他者に対する寛仁の限界Jなる人間

本性からして、社会内での争いを生む。 f富をめぐる各人の間での争い」に歯止めをかける

ため、通常の約束やホップズらが理論化した社会契約とは異なる、共通利益の一般的感覚

たる「コンヴ、エンションJ(convention)が成立し251、云わば狭義の f正義j たる252、所有権

に関する「自然法Jが作り出されるようになったこと、そして自然法という正義が社会の

設立において最も必要であることを、ヒュームは論じるのである253。財産をめぐる争いが

社会不和を起こす重大問題であり 254、所有権を確定して所持をめぐる問題を解消するため

の諸規則、つまり基本的な自然法によってこの争いに終止符を打つことは、社会の維持・

平和にとって必須となるである。

社会の必要から成立する「正義Jたる自然法は、社会を維持するという「当該社会の全

メンバ-Jに共通した利益を実現するものである。正義の形成過程を説明する、ヒューム

の「コンヴ、エンションj の論理において255、以下のように「社会の全構成員Jの利害一致

が正義形成の原初的ステップとして示されている。

250 Hume， THN3.2.2.7 

251 コンヴェンション(convention)は、「約束J(promise)という性質のものではない。とぎうの

も、「約束j自体ですら我々が後で見るように、人間のコンヴェンションから生ずるからであるj
(Hume， THN3ユ2.10)
252手議会では、ヒュームの『人間本性論』での分類に従い、統治への「忠誠jや国際法なども、

「正義j の概念の範鴎に含まれると解し、自然法は根幹的な正義であるという点で「狭義j の

正義であると理解する。だがヒュームが議論の槌所において自然法を指して f正義j と呼んで

いることから、例えば森の研究では、自然法と正義とを同一視し、統治の議論と明確に概念を

峻別している(森 [2010]巻末注記 p.l6)。

253 r所有の区別と所持の安定のためのコンヴェンションは、すべての事情のうちで、社会の設
立にあたって最も必要なことであって、この規則を確定し遵守する取り決めがなされた後には、

完全な協和や調和を安定させるためになすべきことは、殆どあるいは全く残っていないのであ

るJ(Hume， THN3.2.2.l2) 
254 r救済策は、自然から来るわけではなく、 「人為jから来るのである。すなわちより適切に
言えば、情感(affections)における不規則性や不具合の救済策を、人間の判断や理解のうちに、

自然が供給しているのである。というのも、入院は社会での初期の教育から、社会から帰結す

る無限の利益に感づくようになっており、またさらには交友や会話に対する新たな愛情の感を

獲てしまっているからである。そして、社会を乱す主要なものは、我々が外的と呼ぶ財物から

生ずること、つまりそうした財物が固定され難いものであり、容易に人から人へと移り変わり

うるものであることから生ずることであると、我々が見出すとき、こうした財物を、可能な限

り心身がもっ不動性や不変性と同じくらい強閤な足場におくという救済策を、人々は探さねば

ならないからである。この救済策はコンヴェンション(convention)という方法によるしかない。

それは、外的な財物の所持に安定性を与え、すべての者に告らが遥(fortune)や勤労(industη)に

よって獲得したものを平和裏に享受させたままにしておくために、社会の全構成員が結ぶもの

であるJ(Hume， THN 3.2.2.9); cf. Hume， THN 3ユ2.7
255 Hume， THN3.2.2.8-9; cf. Hume， EPM Appendix 3.7 
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コンヴ、エンションとは、単に共通利益の一般感覚(ageneral sense of common interest) 

のことである。この感覚は社会の全ての構成員(allthe members ofthe society)が互いに

表しあうものであり、またこの感覚が社会の全構成員に対し、ある規則によって自

身らの振舞いを規制するよう仕向けるのである256

ヒュームの正義理解は、「社会を構成する全てのメンバ-Jが、 f共通利益」についての

全般的な感覚の表示に基づいて、互いが規則に従うよう仕向ける「コンヴェンションJの

成立を基礎とするものである。この正義の理解は、正義の諸規則が、その成立時点から、

当該社会の全構成員に共通して例外なく普遍的に適応されることを意味する。そしてまた、

fコンヴェンションj に基づく正義の規則は、幾度かの「規則違反の不都合j を当該社会

の人々が経験することを経て、徐々に力をもつようになるとされる257 経験に基づく進化

論的過程を辿ることで、「偏愛jなどとして表現しうる人間本性の一般的・自然的な傾向性

に背馳して、社会の全メンバーに対し正義が不偏的に適用されるようになるのであって、

これは、正義概念の担幹に関わる特質であることを示すものである。

坂本の研究でも強調されているように258、ヒュームは、「単独の行為がそれ自体有徳」と

見倣される「岳然的徳Jの場合とは異なり、「人為的徳Jたる正義の「ある単独の行為は、

それ自体としては、公共善(thepublic good)に反することがしばしばありうるJ259と述べる。

例えば、自然法たる所有権規則に即するならば、裁判官が貧しい人間から物を取り上げて

富める人間に与えることもあれば、放蕩者に勤労者の成果つまり財産を与えることなどが

起こりうるのであり、これらの事例は「公共善Jとは対立する。しかし、ヒュームは続け

て、 f行為の一般的なスキームあるいはシステム(ageneral scheme or system)において、人類

が一致することによってのみ、正義は利点をもっj と論じ、「法と正義のスキーム全体が、

社会とあらゆる個人にとって有益であるJと明示する260。すなわち正義とは、その「一般

規則Jの厳格な執行により、「行為全体のスキームやシステムjとして機能することで有益

なものとなるのであり 261、部分的には「公共善」と対立する場合もありうるものとされる

のである262。このことこそ、深慮や節制などといった「自然的徳Jではなく、自然法など

の正義が、「コンヴェンション」を通じて、人為的なしかたで主体問のシステムとして構成

されていく「人為的徳Jたる所以である。

それでは、公共善に反することを合意する、一般規則たる「システムとしての正義Jが、

なぜ肯定されるのか。ヒュームはこの点について、次のように議論している。

256 Hume， THN3.2.2.10 
257 Ibid. 

258坂本 [2011]pp.83-4. 
259 Hume， THN 3.3 .1.12 
260 Ibid. 

261 rもし全体のプランやスキームが市民社会の維持にとって必要であり、また大部分において、
善の収支(thebalance of good)が悪のそれによりも上回っているのであれば、それで十分であ

るJ(Hume， EPM Appendix 3.6) 
262 Hume， THN3.2.2.22 
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もし人々が、他の全ての事柄と同様に、社会の法(lawsof society)について自由に行動

してよいとするならば、殆どの場合、彼らは個別の判断によって行動するだろう。

そして彼らは、問題の一般的な性質とともに、人物らの性格や事情を考慮に入れる

だろう。しかし、このことは、容易に見出されるように、人間社会における無限の

混乱を生み出すだろうし、また何らかの一般的で不変的な原良11(some general and 

inflexible principles)によって抑制されなければ、人々の食欲と偏愛とが、即座に世界

を無秩序の状態にするだろう。それゆえに、このような不都合を見て、人々はそう

した原則を定立したのであり、悪意や好意および私益や公益についての偲別の見方

によって変動させられうることのない、一般規則によって自身らを抑制することに

同意しているのである263

すなわちヒュームは、「一般境郎」としての正義が必要とされる理由について、「社会の

混乱Jや無秩序化を阻止することを挙げているのであって、「社会の必要性Jから、正義の

根本的な特性が論議されているのである。ヒュームはまた、具体的な自然法の規射や原則

に関しても、終始一貫して「社会jの維持という正義のB的を基礎として議論している。

例えば、自然法という正義が「何故、所有権に関するものであるのかJ、その理由について

は、「所持物の纂奪Jのみが「社会を端的に破壊しうるjためであると論じている264 また

所有の安定が必要とされながらも265、「厳格な所有権の回定化Jではなく、 f所有の同意に

よる移転jを認める境期が成立する理由として、「規則の厳格化が事ろ暴力を招来させてし

まうことj への危慎が挙げられている266 かくして、彼の正義論で中核的に論じられる、

「自然法J(狭義の正義たる基本的な三つの法規則)は、「社会の平和や安寧jなどと結びつ

けられて、次のように総合されるのである。

これら三つの法の厳格な遵守に、人間社会の平和(peace)と安全保障(security)とが完全

に依存している。…人間の安寧(well-being)にとって社会は絶対に必要で、あり、社会を

支えるために先の三つの法が同様に必要なのである267

ヒュームは、人間の生活においては社会が必要であり、「社会の平和と安全」は自然法の

厳格な遵守に基づくことを説く。こうした「社会の必要Jと社会のための正義の必要性は、

自然法のみならず、法やその運営、および議会制定法(実定法)などに関するヒュームの見

解にも、共通して表れている。彼は諸々の法や規則・司法制度についての議論において、

「人々の安全こそ、最高の法であるJ268と述べ269、実定法・慣習法・判例・類推などの、

263 Hume， THN3.2.6.9 
2併 cf.Hume， THN3.2.2.7 

265 r所持の安定に関する規則の確立は、たんに人間社会にとって有用であるだけでなく、絶対
に必要でさえあるJ(Hume， THN3.2.3.1) 
266 cf. Hume， THN3.2.4.1 
267 Hume， THN3.2.6.1 
268 Hume， EPM3.32 

269正義論に係わる著作以外でも、例えば『政治論集Jに収められた論説「絶対服従についてj
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「すべてに帰される極限の目的は、人間社会の利益と幸福であるJ270と述べる。そして彼

は、「ただ人間社会が必要であることからのみJ、国王・議会・裁判官の「諸制度すべてが

生じているということを、誰か知らぬ者などいるだろうかJ271と論じ、「社会を支えるため

に正義が必要であることが、正義という美徳のただ一つの基礎であるJ272と結論するので

ある。こうした、「社会のための正義」の必要性を職とする正義論解釈からは、ヒュームが

「何故、正義概念を外的事物の所有の問題に縮小化したのかJという自然法学の歴史上の

問いに対しでも273、一定の見解を提示することができよう 274

II .3.1.2社会のための統治一政治社会と「統治機構j

ヒュームは、統治機構(政府)の起源と原理についても、「正義の遵守Jを困難にさせる275

f人間本性の近視眼的な傾向性J276が発現しうる社会、あるいはまた換言すると、「大規模

において、ヒュームはラテン語の法格言を引用しつつ同じ著述を展開している(Saluspopuli 
suprema Lex， the safety of the people is the supreme law. (Hume，“Of Passive 0もedience"in Essays， 
p.489))。ラテン語の引用については、手議で参照した『道徳原理探究~ (Hume， EPM)のテクス
ト編者であるピーチャムも編者脚注にて、キケロ『法律について~ (De Legibus)の第3巻3部8

からのものと推定している。
270 Hume， EPM 3.35 
271 Hume， EPM 3.43 
272 Hume， EPM 3.48 

273 cf.坂本 [2011]pp.65・7.

274 ヒュームにおける正義概念の縮小化j を指描する下川潔の研究では(下川[2007])、外的事

物の所有権に正義の主要対象を絞り込むヒュームの論法が批判的に検討されている(下川

[2005])。本識の見解によると、ヒュームは「社会を混乱させる最大問題Jを問い、その答えと

して「外的事物の所有の問題Jを挙げていることから(Hume，THN3.2ユ7)、正義がそもそも「社
会安定化j の方策として捉えられていることが明らかとなろう。そしてそれゆえに、個人の内

心や身体については、それらの個別の侵害が当該の個人自身や特定の人間関係を害しうるもの

であったとしても、ヒュームが述べるようにそれらの侵害の動機は「外的事物Jの場合ほど大

ではないため、即座に社会全体の混乱には直結しないと考えられうることから、正義の対象と

しては考慮されていないものと説明できよう。さらにまた、この見解に立つならば、億人の内

心や身体の侵害問題を扱う「刑法Jの議論において、ヒュームが、犯罪者の処罰を社会の便益

に基づく「正義の停止Jの事態(Hume，EPM 3.10)として記述した理由や、 「正義Jの概念につ
いて外的事物の所有や契約の問題を扱う「民法j の議論においてのみ展開した理由を理解する

ことができるであろう。

275 iあらゆる人々は、平和と秩序の維持のために、正義が必要であることを分かつている。ま

た社会の維持のためには、平和と秩序が必要であることも分かっている。だが、こうした強力

で明白な必要性があるにもかかわらず、われわれの本性は何と弱く歪んだものであることか!

まさにそのような本性の弱さや歪みは、人々が誠実かっ誤りなく正義の道を歩き続けることを

不可能にするJ(Hume，“Ofthe Origin ofGovernment" inEssays， p.38.) 
276 i正義jを無力化し社会を無秩序なものとする原理として、 「時間的・空間的に踊たったも

のよりも近しいものを選びがちである」という人間本性の傾向性をヒュームは挙げている

(Hume， THN 3.2.7.2)。なお、こうした入院本位の原理は、ヒューム哲学の全体において基底を

なす、 「印象と観念j の区別や「遠近j の差異などといった諸議論に連続しているとも考えら

れよう。ヒュームが、認識論や情念論のみならず道徳、論や正義論においても頻繁に用いている、

「自己と対象との距離jの遠近により、ある力が自然に変化するという主張は、 「遠近原理J

とも称することができるかもしれない。とりわけ正義ないしコンヴェンションの成立の論理と

連関する偏愛すなわち遠近の作用については、 Hume，THN3ユ1.18，3ユ2.6，3.2.2.8・9などを参照
のこと。また、情念論における「偏愛や遠近の原理Jに関する議論は、 Hume，THN2.3.7.1・3お
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で洗練された社会J277においても、「社会の維持のための正義jの遵守を保全・持続させる

ことを278、その議論の基礎に据えている。政府つまり「統治機構J(government)とは、かよ

うな「政治社会J(国家)において、その「社会の維持Jのために発明されたものであると、

ヒュームは論じるのである279。

ヒュームは、人間本性の傾向性が正義の遵守を密難にさせるとともに、それ自体が寧ろ

救済策を生むと論ずる280 それは、「我々のおかれた事情や状況を変えて、正義の法の遵守

を各人にとり最も近接した利害とし、それらの違反を最も隔たった利害とすることj であ

る。だが、この方法は、全人類に対しては適用不可能であって、「正義の執行を直接の利益

とする者」にのみ限られる。よって、こうした条件に該当する少数者が、統治機構におけ

る政務官・国王とその大臣・統治者や支配者などと呼ばれ、彼らは国の大部分に対して無

差別的(不偏的)であり、不正義の行いには何らの利益ももたないか、隔たった利益しかも

たないとされる281。つまり、ヒュームによると、人間本性に内在する近視眼的で偏愛的な

傾向性から正義の遵守には限界が生ずるが、その傾向性がまさに正義の執行を可る統治機

構を成立させるのである282

よびHume，THN2.1.11.1-8を参照。

277 ‘large and polish'd societies'と表現される(Hume，THN 3.2.8.5)。

278 人間本性の傾向性は、個人間の自然法のみによって社会の秩序を維持し続けることを困難

にし、まさにこの点から、統治機構を有する政治社会たる国家が存在するようになる。 r隔た
ったものよりも近しいものを好むという、私が持つ傾向をあなたも持っている。それゆえ、あ

なたも私も不正義の行いへと自然に誘致されてしまう。あなたの具体例は、私に模倣をさせる

ことで、私を不正義の道へと押し進める。そしてまた、他者が放縦の状態にあるのに私が独り

で厳しい抑制を自分に課したとしても、それは私の誠実さ(integrity)が馬鹿を見るだけだとい

うことを、あなたの行いが私に示すことにより、衡平(equity)に違反する新しい理由を私に与

えるJ(Hume， THN 3ユ?ののであり、また「もしあらゆる人が、常に、自身を正義や衡平の遵

守に拘束する強力な利益を認識するほどの総明さを有しており、そして現在の快や利益の誘惑

に抵抗して、一般的かつ隔たった利益を一貫して頑なに守ることに十分耐えられるほどの心の

強さを有しているならば、その場合には、統治機構や政治的社会などというようなものは決し

て存在しなかっただろうし、各人は、自身の自然的自由に従って、完全な平和と他者との調和

のうちに暮らしていることになるだろうJ(Hume， EPM 4.1)と、彼は論じている。
279 cf. Hume， THN3.2.10.16 
280 Hume， THN3.2.7.5 

281 そしてそうした人物らは、現在の社会的地位に満足しているため、社会にとって不可欠な、

あらゆる正義の執行に直接の利益をもっとされる。 rここに統治機構やそれに対する忠誠の起
源があるj と述べられるのである。さらにこうした少数者は、 「自らの振舞いに際して正義の

規則を履行するよう心が傾くだけでなく、他者も同様の規則に拘束させて、衡平が指令するも

の〔正義〕を社会全体に強制するように心が傾く j のであり、よって正義を判定し、執行する

司法権などが成立することになるとされる(cf.Hume， THN3ユ7.6)。
282統治機構が必要とされる実際の契機についてヒュームは、 「戦争と内戦jの論理から説明し

ている。ヒュームによると、自己から遠ざかるにつれ他者への寛仁が制限されていくという偏

愛的な人間本性の傾向性からして、 「同一社会内での団結j は容易いとされる。 r見知らぬ者
との戦いj つまり「戦争j は、すぐに自分の不利益になるわけではないため起こりやすいが、

戦争が始まると、 「各人の生命Jという最大の値値があるものを賭けなければならなくなる。

すると、各人は最良の武器を求めて取り合うという争いを起こし、また我先にと戦線を離脱す

る口実を考えようとする。こうしたことから、社会問の「戦争」が引き金となって社会内の「内

戦Jが発生する。そしてここに、戦時の軍事的指導者による f統治j の必要が生じるとされる

のである(Hume，THN3.2.8.1・2)。
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また、統治機構を成立させる原初的動機とされる「安全保障と保護Jの利益は、偶人が

完全な自由の下にいる場合には決して獲得出来ない利益であると言及される。ヒュームは、

統治機構設立の最初の動機であり、統治機構に我々が従う源泉でもある利益は、「我々が政

治社会において享受するが、我々が完全に島由で独立しているときには決して得ることの

出来ない、安全保障と保護とにあるものJと述べるのである283。またヒュームは統治機構

への抵抗についても、社会の必要性の視点から論じている。ヒュームは、「統治機構は社会

という利益のために人間が発明したものに過ぎないJと述べ、「統治者の暴政がそうした利

益を除去してしまうときには、統治への忠誠という自然的責務もまた徐去されるJと論ず

るのである284。そして、自然法と統治の関係についてもヒュームは、統治機構の主たる目

的は「自然法の遵守」にあるとして、統治への「忠誠Jなる「市民的義務」は、自然法に

おける「自然的義務Jに結び付いているものだとされるのである285

したがって統治機構は、自然法の「正義j の延長において存在し、自然法に基づく社会

の存立を安定化させるために、統治機構への忠誠なる政治社会における正義が必要になる

と、ヒュームは議論しているのである。

II .3.1.3国際社会のための法一国際社会とf諸国家の法j

では、「国際関係における法」について、ヒュームはどのように捉えているのか。彼は、

先述の如く、個人間の「自然法Jと政治社会における統治機構の理論を示したのち、統治

が成立した国家の間において「諸国家間の法J(the laws of nations)つまり「国際法Jが成立

しうることを論じ、そして当該法規則の具体例として、大使の不可侵性・宣戦布告・有毒

兵器禁止などを列挙する286。続いて、メイヨールが記した引用部の通り、ヒューム白身が

提示した三つの「基本的な自然法j に対応する287、三つの「基本的な国際法j が国際関係

において利益を費すことが論じられるのである288

立.3.2 国際社会における「正義の条件J

ll.3.2.1 自然法と国際法の「責務Jにおける差奥

ヒュームは、自然法と国際法との対応性を論ずる一方で、統治機構の主権者は、個人間

における自然法と同等の「範囲J(extent)の責務を有するが、その責務の「効力J(force)は

283 Hume， THN3.2.9.2 
284 Hume， THN3.2.9.4 
285 Hume， THN3.2.8.5 
286 Hume， THN3.2.l1.1 

287主要な先行研究でも、国際法はヒュームが議論するところの「自然法jに対応すると解され

ている(cf.esp. Mackie [1980] p.113; Harrison [1981] p.229)。
288第一に「所持の安定」の規則は、 f絶え間ない戦争J(perpetual war)の防辻、つまり政治社

会開の「平和J(peace)を粛すとされる。また第二に f同意による所持の移転Jの規則は、国際

的交易たる「通商J(commerce)を粛すとされ、そして第三に「約束の履行Jの規郎は、社会開

での「連盟や同盟J(leagues or alliances)の維持、つまり「相互援助J(mutual succour)を実現する

とされる(Hume，THN 3.2.11.2)。
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異なっていると明示する289 そして、正義が粛す利益と連関する当の正義の f自然的責務J

(nαturalobligation)は、国家間においては個人間の場合ほど強くはないため290、当の「自然

的責務Jの弱さに対応して、正義の競員IJを守るよう促す正義の「道徳的責務J(moral 

obligation)もまた弱いものとならざるをえない。このように論ずる彼は291、個人間の場合に

比して国家間の法はその責務が弱くなりうること、そしてこれは法の驚す有用性や利益に

起因することを、次のように論述する。

だがここに、国家と個人との違いがある。人間は、偲人間の社会的協力関係(association)

がなければどうしても存続することができない。そして、そうした協力関係は、衡平

と正義の法に敬意が示されないならば、決して生ずることができないのである。無秩

序・混乱・万人の万人に対する戦争が、そのような放縦な振る舞いの必然的な帰結で

ある。しかし、国家は交流(intercourse)がなくとも存続できる。国家は一般的な戦争の

下でも、ある程度は(insome degree)、存続しうるだろう。諸国家間での正義の遵守は

有議であるが、個人間におけるほど強烈な必要性によって護られるものではない。そ

して道徳的責務(moralobligαtion)は有用性(usefulness)に比例するのである292。

ヒュームの国際法論は、彼の自然法論と連関しつつも、国際法が、自然法に比して弱い

責務しか与えられない可能性を、以上のように示している。そして、この点は、前節にて

紹介したワイトとハールのヒューム解釈の分断点でもある。何故ならば、彼らの解釈上の

分断点は、ハール自身が認めているように293、f国家理性jや「自然法と国際法Jの責務

の相違という論点に収飲されるためである。そしてこれらの論点を考えるうえで、ワイト

とハーんがともに引用していた、下記のヒュームによる記述をいかに解釈するのかが問題

となる294。

正義の厳格な遵守が、締約当事閣の何れかにとりかなりの程度の損害を粛しうるよう

な特定の非常事態には、「悶家理性J(REASONS of STATE)が正義の諸規則を免除し

て、条約や同盟を無効にしうるということは、すべての政治家や大半の哲学者らが認

めるところであろう。…しかし、もっとも極限の必要以外に、偶人間の契約違反や他

289 Hume， THN 3.2.11.3 

290 しかし、ここにわれわれは次のことを見出すだろう。異なる諸国家の交流(intercoぽ se)は

有益であり、必要でさえある時もあるが、それは伺人間におけるほどには必要でも有益でもな

い。個人間では、交流なくして人間が存続することは全く不可能なのであるJ(Hume， THN 
3.2.11.4) 

291 rそれゆえ、異なる国家聞の正義の「自然的j責務は偲人間におけるほど強くはないため、
自然的責務から生ずる f道徳的j責務は、その弱さを分かち合わねばならない。よって、我々

は紳士個人が自身の名誉にかけて述べた約束を破る時に比べ、君主や大臣らが他国の君主や大

臣らを欺いた持には、自国の君主や大陸らに対して、必然的により寛大な免償を与えねばなら

ないのであるJ(Hume， THN 3.2.l1.4)。
292 Hume， EPM 4.3 
293 Haar [2009] p.52. 

294ワイト [2007]p.335; Haar [2008] p.231; Haar [2009] pp.45-6. 
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者の所有権の侵害を正当化しうるものはなにもない295。

上記の引用部からは、「国家理性Jの視点から「国際法の限界Jをヒュームが認めていた

ことが判明し、ワイトが論じていたように「現実主義j の伝統とヒュームが親和的である

ように一見忠われる。しかしながら、ハールはこの「国際法の停止j の論理を f究極的な

例外Jとしてヒュームが論じていることに注意し、常に国家理性が国際法を停止できると

する、マキャヴ、エリ主義的な見解との違いを強調する296。またハールは、ヒュームの勢力

均衡論を独立した主権国家からなる国際社会を支えるための政策原理として理解していた

が、上に引用した議論はこの見解を補強しうるものである。ヒュームの国際関係認識に関

する近年の研究において、上記の国際法論は「勢力均衡の必要Jなどから論じられたもの

であるとする解釈が提起されており 297、国際法の停止の論理は、勢力均衡を保持するため

の「河盟の組み替えj の論理などと表裏一体のものと解され、国際法と勢力均衡との協働

性が見出されている。然らば、ハールの示した「国際法と勢力均衡の連動による国際社会

論Jというヒューム解釈は、より理論的に裏打ちされたものとなろう。

国擦法の有効性と限界性の「二面性j を鋭く指掲する森直人のヒューム研究は、以上の

国際法論に、自国の利益たる「自国の統治の安定Jと「国際間正義の遵守の利益j との比

較衡量を見出し、「統治と正義の衝突」と、その擦の国家理性の優先あるいは「統治優先の

論理Jを析出している298 しかし、こうした国際的正義(法)の二百性をヒュームが論ず、る

理由は、「個人間Jにおける社会的協力関係の場合と比較すると、「国家(統治機構)照Jの

協力関係や交流は、必ずしも絶対に必要だというわけではない点にある299。上記の二つの

引用部を踏まえて、厳密にテクストの論理展開を追うならば、ヒュームが国際法に比較的

弱い責務を認めた理由は、まさに社会の「必要性」が個人間と国家間の場合とでは異なる

という原則にあったのである。現実主義者との評価を下したワイトとは異なり、ハールは

この点を割酌して、自らのヒューム解釈を提示していたのである300。

よって、統治機構間での「国際法jの原理についても、「自然法Jや統治への「忠誠Jと

同様、「社会J(諸国家の交流関係)のために「正義J(諸国家の法すなわち国際法)が必要で

あるとの論理を、ヒュームは示しているのである。したがって、本論の視座においては、

「社会jの必要性に比例してヒュームは、「正義Jが必要とされる度合の繭を測定し論じて

いるものと解しうるのである。

295 Hume， EPM 4.3 
296 Haar [2009] pp.45-6. 

297 cf.森霞人 [2007] i十八世紀ヨーロッパに関するヒューム国際関係認識の総合性についてJ

『経済論叢~ 179巻2号
298森 [2010]pp.l33-4. 

299森の研究がつとに指摘するように(森 [2010]esp. 1章・ 5章)、ヒュームは、偲人間あるい
は被治者と統治者間の f相互の利益j が一致することで自然法や統治機構が成立することを、

各々加偲の利害を想定して論述しており、そのため、「正義jと「統治」の論理を弁別すること

は解釈上可能であろう。だが本章で概観してきたように、 「自然法J・統治機構への「忠誠J• 
f国際法Jなど(広義の)i正義Jは、総じて人間にとっての「社会の必要Jから生ずるとされ
るのであって、悶ーの基盤あるいは起源を有する人為的徳である。
300 Haar [2009] pp.45-6. 
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E圃3.2.2r戦争Jcr連邦」の法と社会の論理
しかしながら、個人間と国家間での社会的関係の「必要性Jの違いという議論は、「国際

関係は常に闘争的なものであるj と考える現実主義的な国際関係理解と、やはり大差ない

ように思われるかもしれない。だが、国際法に続いてヒュームが論ずる、「戦争J時の法や

「連盟j あるいは連邦における責務についての議論を見るならば、ヒュームが国内社会と

国際関係の二分法を用いて、国定化された「闘争状態」として国際関係を見ているという

現実主義者的解釈は困難となる。

ヒュームは、「戦争法Jを「国際法の停止jに伴う国家間正義の一種であるとしており301、

彼はまた、法規・格言・正義と不正義の観念がなければ、人々は「互いに殺し合うことJ

(murder each other)も不可能で、あるとして、平時と同様に戦時にも法が存在し、共通の利害

や効用が、関係者や関係諸国家に正邪の判断基準を鷲すと議論している302。彼の戦争法論

からは、国際法の停止が即座に「法の停止による社会の不在や無秩序化Jを意味するわけ

ではないとする、ヒュームの人間と社会についての理解が析出されよう。加えて、まさに

「殺し合いj においてさえ、一定の秩序を要するとの人間本性における根本的な社会需要

という 303、ヒュームのアリストテレス的な人間と社会の理解304がここから析出されうる3050

「国際法の停止jの論理について、自然法との比較のみならず、戦争法との連関も視野に

含めて再考するならば、平時/戦時の個人間・平時/戦時の国家間など、あらゆる社会的

な状況や条件に応じて、その状況に郎した社会秩序の必要性や利益を基礎とした、様々な

正義の法や規射が成立しうると、ヒュームが考えていたことが明らかとなるのである。

実際に、「連邦国家jの場合に関して306、ヒュームは次のように議論している。社会開の

連合の諸条件は、「特別の効用jがあると連邦内で認識されているため、その諸条件つまり

「連邦盟約Jとでも言うべき規則の責務に関する違反は、「個人間での私的な権利侵害や不

301 戦争状態」では、通常の正義は両陣営にとって役に立たないために停止され、戦争法(the

laws ofwar)がその代替となるとされる(Hume，EPM3.l1)。
302 Hume， EPM 4.20 

303 ここで、彼が「殺し合いJ(murder each other)と述べている点は注目に値する。つまり、ヒュ

ームは、「相互の利益Jを前提として正義について議論しており、一方的な「殺人J(murder)で、

あれば、そこに何らの規郎も必要ないということになる。これは、ヒュームが「棺互に行為す

る人間の関係性j という前提のもとで議論していることの証左でもあろう。本論ではこれ以上

論じないが、彼の正義論におけるコンヴェンションの論理を解明する場合、この点は無視でき

ないものとなるだろう。

304なおメイヨールは、「人間は孤独な獣であるというよりも、社会的な存在であるj という認

識を「アリストテレス的関係J(Aristotelian connection)と解する。そして英国学派が樫解する「国

際社会Jの概念は、このアリストテレス的な人間相互の関係性ないし社会理解を、国際関係へ

と適用させたものであるメイヨールは論じている(Mayall[2009] p.213)。

305 これはしかし、常に秩序を求めて人々が合意し連帯できるということを意味しない。例え

ばヒュームは f徳のある人物が悪党の集団に入り込んでしまったなら、正義を尊重することは

役に立たなくなって、そうした人物もただ自己保存(self-preservation)だ、けを考えて動くように

なるだろうJとも論じており(Hume，EPM 3.9)、どのような状況下でも相互に法・規則・規範な
どが生じ秩序が形成されると考えているわけではないと言えよう。

306 ヒュームは、アカイア同盟・スイス連邦・連合諸州(オランダ)などを具体像としている

(Hume， EPM 4.4)。
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正義と陪等、あるいはそれ以上に犯罪的と見倣されるJと307、ヒュームは論ずるのである。

この議論からは、平時の「国際法Jと戦時の「戦争法j との対比だけのみならず、社会関

連結の一種の「濃度Jに応じた「国際法と連邦盟約」との対比が浮上する。国際法は確か

に、戦時などにおいて「国家の理由J(国家理性)によって停止されうる。しかし、国家や

社会開における正義は、その社会開の関係が「必要Jとされる程度に応じて、上の連盟や

連邦の場合のような高い規範性を要求しうることをヒュームは論じているのである。これ

ら国際法・戦争法・連邦盟約という社会期の三種の法とその責務は、まさに当該の「社会J

相互(諸国家や諸州)からなる「社会」関連結、云わば「社会問社会J(国際社会や連邦国家)

の必要性に比例して成立するのであり、また「社会が必要とされる状況j に呼応し、責務

の効力が変化するものとして理解されるのである308。

立.3.2.3ヒューム法哲学におけるf正義の条件J一社会の必要性に比例する蓑務

以上に示された見識は、ヒューム正義論の全体において一貫するものである。社会秩序

の必要性を基擦としつつ、法や規則が費す「社会Jの維持による利益・有用性・必要性に

正義の成立如何や責務の程度が比例していることを論証すべく、ヒュームは種々の状況下

の f社会」を想定し取り上げて議論している309。そのうえで、ヒュームは、「衡平と正義の

諸規員Ijは、個々の状態や状況に完全に依存するものであるJ310と総括するのである。正義

の「状況依存的な可変性j については、既に先行研究でも明らかにされているが311、こう

した「可変性Jは、本論での理解に従えば、「社会の必要性Jをその原則としていると理解

できるであろう。人々の置かれた状況や「社会Jの必要性の変化は、「正義の条件jの変化

を意味しているのであって、条件の変化に応じて「正義の規範性jの程度が濃淡(gradation)

307 Ibid. 

308 W人性論』での正義論(Hume，THN 3.2)を「社会の必要性j の点から要約するならば、次の

ようになろう。両性の自然的結合による「家族jでは、人間本性の仁愛が機能するため正義は

必要ではない。しかし家族が寄り集まった部族社会ないし f自然社会Jでは、仁愛の限界から

「自然法Jが必要となるが、統治機構を有さずとも持続可能である(Hume，THN 3.2.8.1)。とこ

ろがさらに巨大な「文明社会j は、自然法を補完する「統治機構Jがなければ維持は困難とな

る。そして統治機構間の「層際社会Jでは、人々にとって当該社会での交流の必要性が相対的

に少ないことを受けて、責務の度合が減じられた「調際法Jが成立する。

309 自然がすべての「外的な便議J(必要物)を提供しており、自らの望みが全て溝たされるよう

な幸福な状態では、 「正義j という「用心深く、猪疑的な徳J(the cautious， jealous virtue)は夢想、

だにされなかったであろうと論じられる(Hume，EPM 3.2-3)。また、水と空気は人聞にとり最も

必要なものであるにもかかわらず、それらがふんだんに提供されているために、そこには所有

権の規則が適用されていないとされる伺ume，EPM 3.4)。そして人々の心がより寛大であれば、

所有権や責務などは考えだされなかったであろうし、かくも「拡張された仁愛j により、正義

は停止されることになる(Hume，EPM 3.6)。なお、家族はその事態に近い具体例であるとされ

る(Hume，EPM 3.7)。さらにまた、社会が最低限必要なものも欠いていて、どのように倹約し

て勤労をしたとしても、社会の極限の悲惨な状態から救いだせない場合、正義の厳格な執行は

停止されうるとされ(Hume，EPM3.8)、実際の「政治社会jでも、犯罪者に対しては「社会の便

益j のために、通常の f正義の諸規則J(自然法)が一時的に停止されて、刑罰が執行されてい

ることが指摘される(Hume，EPM3.10)。
310 Hume， EPM3.12 

311 森 [2010]pp.37-45. 
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をもって変容する余地があることが、ヒューム正義論の全体において承服されているもの

と解釈されうるのである。

さらに、本論の解釈からは、「必要性」の条件が異なれば、個人間の「自然法Jの場合と

河等あるいはそれよりも強い責務が付与される法が、社会開でも生起する場合がありうる

と、ヒュームが論じていることが明らかとなる。ヒュームの国際法論からは、多元主義的

な国際社会の存立を前提としていながらも、国際環境において正義や法を必要とするその

「条件j が変容するとき、そうした法はより強い「責務Jを帯びることになるという議論

が析出できるのであり、そこには連帯主義やカント主義が志す、冨際的あるいは人類的な

道義に基づく世界平和の理想、へ向かう道程もまた、理論上の可能性として秘めているとも

解しうる。よって、ヒュームの法哲学を含めた彼の国際関係論とは、主権国家の存立や、

勢力均衡論説などに見られる政治的パワーの存在という f現実Jと312、現実主義者の言う

道徳的見地なき権力政治に留まらぬ、「国際法Jや「国際社会jの意義を提示しつつ、また

そして「国際正義の拡張J313という「進歩Jの可能性をも内旬する思想、であったと解され

うるのである。こうした可能性は、本論でみたメイヨールやハールらの解釈では充分割酌

されていない、ヒューム法哲学の国際関係理論における有意性やポテンシャルを示すもの

である。

H .3.3 ヒューム法哲学と多元主義的な「国際社会j の理論

n .3.3.1 国際社会理論のr哲学的基礎jとしてのヒューム正義論
本節で理解を深化させたヒューム法哲学は、英医学派の理論において、いかなる合意を

示唆するのか。本項では、第一に、ブルの多元主義的な国際社会論との関係から、また第

二に、ヴァッテルらの国際社会論の伝統における位置付けから、そして第三に、現実主義

312 とくにヒュームは、論説「原始契約について」において、「小王国が大帝臨へと増大してい

くことや、大帝国が小王国へと分裂していくこと、あるいは植民地の拡大や、民族の移動によ

り、地球の表面は絶えず変化している。そうしたあらゆる出来事において、力と暴力(force

and violence)の他に伺が発見されるだろうか。一体どこにあれほどよく語られる相互の契約や自

発的な協約があるというのだろうかJ(Hume，“Ofthe Original Contract，" in Essays， p.471)とも述べ
ており、「力と暴力Jが世界史において見出されることを明確に指摘している。ここで注目され

るべき点は、ヒュームが「国家や民族の拡縮jにおいて、「力と暴力jを見出しているという点

である。つまり、帝国や植民地の拡大、あるいは国家の分裂などによって、諸国家からなる多

元主義的な国際社会が変容する事態において、「相互の契約や自発的な協約Jではなく「力と暴

力Jが発見されると論じられているのであって、現実主義者のように悶際関係が常に「力と暴

力j に支配されているとか、国家間の「相互の契約や自発的な協約J(つまり国際法)が見出さ

れないなどと論じられているわけではない。国境に変更が加えられる事態において、「力と暴力J

が常に発見されるという f現実Jを、ヒュームは指摘していたのであり、彼の指摘は現実主義

的な「パワーJが支配するアナーキー状態の国際関係理解に直結するものではないと言えよう。

寧ろ、このヒュームが示した f現実jの認識からは、マキャヴェリ主義(現実主義)的な「国家(帝

国)の拡張jやカント主義(革命主義)的な f世界国家の樹立jなどが抱えるであろう、国境の変

更つまりは主権領域の変容に伴いうる「実力行使j の問題が浮き彫りになろう。

313 ヒューム自身、直裁に、人々が相互の利益になる交流を行うとき、その人々の視野の京さ

や相互関係の強さに応じて、正義の境界が拡張される可能性を示している(cf.Hume， EPM 

3.21)。
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ないしホッブズ主義的な国際関係認識との差異から、その示唆を探ることにする。

fヒューム的伝統j にあると評されたブルの国際社会論は、あらゆる社会における基本

的な「三つの目標」を出発点として組み立てられている。だが、ブルが提示した「三つの

目標j について、現代の英国学派研究においては、その「哲学的基礎Jが不在であるなど

の批判が加えられている。とくに、イギリスにおける日本人の英国学派研究者として著名

なヒデミ・スガナミ(註idemiSuganami;菅波英美)は、「ブルの議論の出発点には、真剣な

哲学的省察(seriousphilosophical reflection)が欠けているJとして、なぜ、ブルが「生命・

信義・財産Jの諸価値を選んで重視したのか、その根拠が薄弱であると批判している3140

こうした批判に対し、ヒューム法哲学は、その「哲学的基礎Jを提供しうるものとして

再評価されうるであろう。ヒュームは、自然環境における人間の弱さと人間本性における

問題を克服するために、個人にとって社会が常に必要であることを示していた。そして、

あらゆる入院が逃れられないであろうこの外的・内的条件を議論の出発点として、「社会j

を維持するため「三つの基本的な自然法j の必要性を説くヒュームの法哲学は、現代でも

該当する正義論の基礎を提供するものである。実際に、例えばジョン・ロールズの正義論

も、正義が成立する「環境j について、ヒュームと同様の論理を示していると指擁されて

いる315。ブルは、人間にとって社会が必要である理出の基盤にまで遡及して理論を展開し

てはいなかったが、ヒューム法哲学はその理由の基盤を示しており、なおかつその哲学的

な基盤より、自然法から国際法に至る様々な社会の正義や法の原理を論ずるものであった。

ヒュームの理論を礎石として、国際社会理論を再構築するならば、三つの目標を実現して

社会を維持するための「共存のルールJを重要視する、ブルの多元主義的な国際社会理論

の「哲学的基盤Jが明確化されるであろう。そしてそれとともに、正義の条件たる「社会

の必要性Jに応じて正義の規範性が可変するとした、ヒューム法哲学の本論での解釈から

は、 18世紀当時の状況よりもさらに国際的(経済的)な相互依存関係が深化した、現代国際

関係の状況において、諸国にとって「国際社会Jの必要性が高まることで、さらに「国際

法Jの遵守が求められるようになる可能性が316、提示されうることになろう317。

ブルを筆頭とする英国学派における国際社会理論では、「国際社会jの構造・機能・歴史

をめぐる理論的概念化などに主として論議が特化する傾向にあったと総合できようが318、

本論で詳解したヒュームの法哲学は、「国際社会Jを法に基づいて規律し維持するためには、

いかなる条件や状況が必要となるのかを考える際の基礎となる、一つの理論たりうること

314 Suganami [2005] p.37. 

315 ヒュームが論じた「正義の環境」を、ジョン・ロールズ(John Rawls)の『正義論Jはほぼ踏

襲しているとされる(cf.esp.飯島昇磁 [2001] W社会契約~ (東京大学出版会)p.ll0)。
316 ヒュームが明言していることではないものの、国際社会の維持が必要である状況において、

国際社会の存続に背馳する国際法の停止を主権者が行った場合には、(尤も、常に実態として
そうであるか否かは別にせよ)r違法jの行為であると、国内的・国際的にも司法において判じ
られうると想定されることが、本解釈から論理的に締結しよう。
317グローパリゼーションが深化し思際的相互依存関係が複合的に発達した現代世界において、

国際的な「法の支配」の高まりは、国際連合や国際可法裁判所などの国際機構の活動を中心に、

現実となりつつあると言えよう。本論で解釈したヒュームの法哲学は、この国際的な法の遵守
が世界的に拡大し規範性が高まっていく過程について、理論的に説明しうるものであろう。
318 cf. Linklater and Suganami [2006] ch. 2. 
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が示唆されるのである319。

亘.3.3.2多元主義的なf国際社会」論の伝統とその再考

本章では、ヒュームが「多元主義的な悶際社会論Jの思想的伝統に位置付けられうる、

重要な論者であることを確認してきたが、英国学派において、多元主義的な国際社会論の

代表的理論家は、とくに 18世紀・スイス出身の国際法学者エメール・ヴァッテル(Emerde 

Vattel)であるとされてきた。ヴ、アツテルが著した『諸国家の法J](原著はDroitdes gens， 

英語翻訳版は TheLa W of Na tionsと題されている)は、現在でも近代的な医際法論の古典

として堂界的に知られている。

ヴ、アツテルの理論と対置したとき、ヒュームの国際法論を含む法哲学は、いかなる意味

をもつのか。第一に、文献学的な視点からは、ヴ、アツテルの『諸国家の法』の初版が 1758

年に出版されたが320、ヒュームの国際法論が示された f人間本性論』第三巻と『道徳原理

探究Jは、それに先立つ 1740年と 1751年に各々出版されていたことが指摘される。確認

可能な出版時期の時系列においては、ヒュームの理論がヴァッテルの著作に先行していた

ことが見出される。また第二に、ヴァッテルの著述が原則として国家と国際関係に焦点を

あてていることと対照的に、ヒュームの正義論は、個人間の自然法論を中心とするもので

あり、国際法はその延長上で議論されていることが析出できよう。よって、ヴァッテルの

古典的著作が国際法学上の画期をなすものであることは疑いえないところだが、ヒューム

は自然法論と国際法論をより密接させ、人間本性を論ずる哲学の一環として、国際関係の

法と社会の論理を明らかにしていたのであり、この点で、「主権国家により構成される国際

社会の基本原射j を示したヴァッテルの多元主義的な国際社会理論に対し、ヒューム正義

論は、ブルの理論に対してと同様に、その法哲学的基礎を提供しうるものでありえよう。

ヴァッテルに先立って、「諸国家からなる国際社会jの法的原理やその基本的性格に迫る

ヒュームの法哲学は、自然法学および国際法学における伝統や思想史において、以上の点

で然るべき位置付けを与えられうるものであると示唆されよう。英国学派の国際社会理論

の「源流Jとして解されうるヒューム哲学が、グロティウスやフープエンドルフらの国際

関係思想、や法思想、とどのように関連しているのかを探究することは321、思想史研究として

319不変的な「人間本性Jの原理を起点にして、不可分かつ表裏一体のものとして f社会と正義J

の連梼を解明するヒュームの法理論は、国際社会のみならず種々の「社会Jを支える原理とは

何かを今自再考するための、強力な一助となろう。
320 cf. Vattel， Emer de [2008] The law 01 nations， or， Principles 01 the law 01 nature， applied to the 
conduct and affairs 01 nations and sovereigns， with three ear，かessayson the origin and nαtu陀 01
natural law and on luxU1ア， edited & with an introduction by Kapossy， Bela and Whatmore， Richard， 
Liberty Fund. 

321ハールも指摘しているように(Haar[2008] p.232; Haar [2009] p.54)、ヒュームはグロティウス

とプーフエンドルフを学んでおり、彼らの思想、から影響を受けているものと考えられる。なお、

合理主義者の代表格としてグロティウスを掲げるワイトは、プーフエンドルフを「ホップズの
使徒Jと呼び、 「現実主義者」に分類している。その際、彼は、プーフエンドルフを「アナー

キーな自由という意味で自然法を理解したJI自然法学派の最高峰に立つj思想家であると述べ

ている(cf.Wight [1991])。ワイトのヒューム評価に対するハールによる批判を踏まえると、こ

のようなワイトのプーフエンドルフ評価を題材として、ホッブズとプーブエンドルフとヒュー
ムの思想的系譜やグロティウスの思想、と彼らの国際関係理解の異河などを再考することが可能

72 



の意義を有するだけでなく、「国際社会についての伝統的な思想とは何かjという英国学派

の根本をなす大きな問い322に対し、新たな検討材料を提供することになるかもしれないの

である。

立.3.3.3国際社会の基礎理論としてのとューム法哲学の展望

英国学派の国際社会論は、グロティウスやヴァッテルらの思想、を参照して展開されてき

たが、「社会jの必要性を第ーとするヒューム法哲学の解釈によって、国際社会における法

システムを、 f自己保存の権利Jの論点のみからではなく、また「共通の宗教的・文化的な

紐帯jの点からでもなく、人間本性における「諸国家からなる社会J(society of states/nations) 

の「必要性Jの点から考えることが可能になる。各国家の自己利害のみにではなく、国際

社会の必要性に、国際法の原理が根ざしているということは、ホッブズ主義的な「諸国家

の相互行為Jの体系としての「国際システムJとは異なる、「国際社会Jを基礎とする国際

法の原理的理解であることを意味する。諸国家間の利害関係によって国際法が規定される

という認識は、とくに、当の国際法(条約)が「国際社会の存続Jにとって必要と目される

ものであるならば、ヒューム法哲学を通じて批判されることになろう。彼の理論は、現代

の社会規範についての哲学やゲーム理論あるいは合理的選択理論などの領域でも知られて

おり、盛んに紹介されているが323、それらの諸研究で主たる議論の対象となる、各主体の

f手IJ益j の視点のみを基盤として、ヒュームは法や正義の成立を論じていたのではない。

本論で確認したように、人間には f社会j が必要であり、ゆえに社会の維持が麓す恩恵と

いう「社会のメンバーに共通する自己利益j を土台とするコンヴ、エンションによる、社会

的規則や制度の形成を、彼は論じたのである。自己利益の論理に先立つ「社会j の必要性

であるかもしれない。第一に、ヒュームとグロティウスとの思想的関係については、次の点が

指摘される。それはつまり、ヒュームは、彼の正義や所有権の起源論について、 『道徳原理探

究J所収の補論の注記にて、「グ口ティウスの理論と減じであるjと述べている点である(Hume，
EPM Appendix III)。しかし、同箇所でヒュームが述べている理論の継承は、あくまでも「正義

や所存権の起源jに関して、「大筋においてjのものであり、しかもグロティウスが「示唆したj

ものと同じというだけに過ぎない(この点については、例えば、坂本 [2011]esp. pp.93-4を参照

せよ)。第二に、プーフエンドルフとヒュームの法学史における連関について見ると、法哲学に

おける研究では、「言語・私的所有・貨幣・統治支配Jというプーフエンドルフの論じた合意に

よる四つの「制度j が、ヒュームのコンヴェンション論において語られていることの指摘がな

されており(桜井 [1988]p.38)、プーフエンドルフの「制度J論に見出される「コンヴェンショ

ナリズムJをヒュームは忠実に継承しているとする解釈が提示されている(桜井徹 [2008] Iザ

ームエル・プーフエンドルフJ、勝田有佳&山内進編著 『近世・近代ヨーロッパの法学者

たちーグラーティアヌスからカール・シュミットまで~ (ミネルヴァ書房)・所収， p.192)。こう
した思想史的検討について、本論では深く立ち入らないものの、例えば、自然法学の思想、史に

おけるヒュームの位置付けに関する法哲学の領域における論考(下'"[2005， 2007])などの先行

研究の存在に触れておくべきであろう。

322 これは、ワイトが『外交の探究』の第 1章で論じていた、「国際理論とは何かJという大き

な向いへと直結する、英国学派における基本的かつ重要な聞いである。
323 cf. ex. Lewis， David K. [1969] Conνention: A Philosophical Study， Harvard University Press， pp.4-5; 

Taylor， Michael [1987] The Possibility ofCooperation， Cambridge University Press (テーラー，マイケ

ル著、松原望訳 [1995] W協力の可能性一協力、国家、アナーキー~ (木鐸社));飯田高 [2004]
W<法と経済学>の社会規範論~ (勤草書房)，pp.91・9.
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という論理が彼の法哲学に内在していることは、とくに国際関係における法と社会のあり

ょうを考えるうえで、重要な論点を提起するであろう324。

偲入院の社会から政治社会そして国際社会まで、あらゆる「社会j に共通する正義や法

の原理を論じたヒューム法哲学は、国際関係を国内社会とは異質の「諸国の原理的衝突の

状態」として理解することを峻拒し、「社会と正義Jの連続的理解とその論理を提起する。

そして、ヒューム正義論は、「コンヴ、エンション」を理論的基礎として組み上げられており、

また「統治機構による法の強制」を個人に対する正義の執行確保による安全保障の手段と

して理解するものである。世界政府が存在しない国際社会において、溜家は他鴎と社会的

関係を取り結ぶために国際法を成立させる。そして、国際社会を持続させるための国際法

を遵守することは、個人間の社会における場合と等しく、各国政府の責務となるのである325。

こうしたヒューム国際法論とその法哲学は、まさにブルに通ずる多元主義的な国際社会の

基礎理論として展開されうるものである。

「社会jの必要に応じて「正義jが要求されるとのヒュームの論理は、「鴎際社会の必要

性」が増大することで、国際正義の遵守や拡大が見込まれることを示している。つまり、

国際社会が、綴密にネットワーク化し、複合的・重膚的に個人や国家が協力しあうように

なることで、社会全体の共通利益に適うシステムとしての国際的な法や正義に基づいて、

国際社会が深化していく可能性を、ヒュームの理論は示唆しているのである。二国間また

は多国間の医家間関係や国際機構の枠組などを基礎とする米国型の思際関係理論に対し、

世界や「国際社会Jの全体像を歴史・哲学・原知・規範などへの着目から包括的に把握し

ようとする、英国学派のアプローチは、現代世界の複雑なグローバリゼーションの分析に

有利であると考えられている。本章で確認したように、英国学派の伝統の源流をなすとも

評価される、「社会」の視座を基礎としたヒュームの正義論とともに、彼の国際政治経済論

を通じて現代国際関係を考察するならば、グローバル化が進行する国際社会について、「法

と社会jの側面および「政治と経済Jの側面を総合して、改めて捉え直すことができよう。

次章では、本章でのヒューム法哲学の解釈を踏まえ、ヒュームの国際政治経済論について

分析する。

324なお、ヒューム哲学における「自己利益Jの問題に関する最近の論考として、森直人 [2011]

「利己的な情念と利他的な情念ーヒュームと自己利益の問題に関する試論-J W思想~ 1052 

を参照。
325本章でみ乏ヒュームの統治機構に関する理論を踏まえると、統治機構は「自然法の遵守jを

最大の目的として設立されうるものであり、「自然法Jとパラレルに存立する「国際法jの遵守
義務についても、 f世界政府jに対してではなく、各国家の「統治機構Jに対して、各国国民が

要求する責務となろう。こうした国際関係の自然法的理解は、国際関係についての「盟内類推J

を峻掠すると同時に、閣内法と国際法とを主権国家の対内的・対外的責務として一元的に把握

する理論的見解の立場であると述べえよう。

74 



E章デイヴィッド・ヒュームの国際政治経済論

E章 1節 国際関係研究におけるヒューム

E.1.1 英国学派の伝統と理論枠組におけるヒューム

ill.1.1.1多元主義の国際社会における政治経済の考究ヘ向けて

ヒュームは、英国学派の理論枠組において、いかに把捉されるのか。前章で詳絡に確認

したように、ヒュームはワイトの伝統分類において、「現実主義者jとして位置付けられて

いたが、ハールによって指摘された通り、ヒュームを「多元主義的な国際社会論j の伝統

に再定位することは妥当な解釈でありうる。英国学派の「源流j をなすものとして、彼の

国際関係論や国際政治経済論とそれに関わる哲学を吟味することは、現代の多元主義的な

国際社会における政治経済の秩序についての探究となりえるだろう。

以下では、多元主義的な国際社会理解に潜む問題とそのヒューム的応答の可能性を、前

章で展隠された英国学派の国際社会論におけるヒュームの解釈と評価を再確認することで

分析する。

ほ1.1.2多元主義的な題際社会の潜在的問題

前章で詳論したように、ヒュームは、国際法論において「国家理性Jを登場させ、国家

が自らの判断で国際法を停止・破棄することは可能であると論じていた。この議論からは、

ヒュームを含む「多元主義Jの国際社会論は、結果として、対外的な f主権国家の自由j

による紛争の危険性と表裏一体であって、その多元主義の論理それ自体が、「国際システムj

として描写される世界と同等の、「国家間の闘争状態jを産出しうるものなのではないかと

の批判を招来させるかもしれない。

これは、多元主義の国際社会理解が取り組むべき潜在的問題であろうし、またヒューム

の国際政治経済論を読解するにあたり、ヒュームの理論からはこの問題に対していかなる

応答が可能でありうるのか、詳紹な検討を開始する前に確認しておく必要があろう。

ill.1.1.3多元主義的な国際社会におけるヒューム程論の意味

多元主義的な国際社会論者としてヒュームを理解するハールとメイヨールらの先行研究

における解釈からは、上記の問題に対し、どのような解答が見出されるのか。以下、この

点について見ていくことにしよう。

第一に、ハールの解釈からは次の点が示唆される。ハールは、ヒュームの国際法・勢力

均衡・帯国・戦争・貿易の論説などを総合することにより、独立した主権国家からなる、

多元主義的な毘際社会論を抽出していた。そして、彼の解釈からは、ヒュームに見出され

うる多元主義の国際社会論が、「反コ世界帝隈j とも言うべき、「勢力均衡政策jや f重荷

主義批判」などの政治経済論に代表されるように、諸国家間での絶え間ない「相互の独立

維持jへの注力の必要性にもまた論を割くものであったと理解できる。
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第二に、メイヨールの「進歩とその限界J論とそこでのヒューム解釈からは、以下の点

が指摘される。メイヨールが議論していたように、連帯主義的な国際社会理解では、国際

社会における「責任Jの所在を不明瞭にしてしまう危険|生があり、多元主義的な独立した

主権問家の概念の重要性を説くことは、上述の国際関係における「国家の告白」とともに、

「医家の責任j をもまた、強調することになる。

以上の二点を総合すると、国際法が「国家理性」として認める諸国家の自由や、諸国間

の相互の対等性を主張しその利点を享受しようとするのみに留まるのではなく、ヒューム

は、主権国家がそれぞれ自らの独立を維持し、「国際社会jを持続させていくために、国際

法・勢力均衡・貿易政策などを通じて、各患が努力すべきことを説いていたとする解釈の

可能性が想起されうる。

こうした解釈は、多元主義的な国際社会論の潜在的問題にヒュームが応答していたこと

を示すものであり、そして、その問題の発生を回避して多元主義的な国際社会を維持する

ための方策をヒュームが提起していた可能性を暗示するものである。ハールとメイヨール

らのヒューム理解からは、「独立した主権国家jの概念と、現代における多元的な主権問家

体制、つまり「多元主義的な国際社会j の秩序を向い直すための視点が、ヒュームの論説

を読み解くことで得られうる可能性が見えてくるのである。

それでは、ヒュームは多元主義的な国際社会における政治経済の秩序を維持するために、

どのような原理が必要と考えていたのであろうか。本章では以下、国際政治学とヒューム

を主題とする経済学の代表的な先行研究において、ヒュームの国際政治経済論がと、のよう

な解釈と位置付けを得てきたのかをみたうえで、ヒュームの国際政治経済論を読解する。

E.1.2 国際政治学におけるヒューム

m.1.2.1 とュームの哲学と思想についての現代B本における再評価
デイヴィッド・ヒュームは、現代のB本における国際政治学あるいは西洋政治思想史の

研究において、例えばホッブズや口ック、ルソーやモンテスキュー、カントやヘーゲル、

ウェーパーやマルクスらほどに、ヒュームは高名ではなく、主として哲学や経済学の領域

などにおいて、彼の著作に関する研究が行われてきた。

だが、近年、様々な視点からヒュームの著述に注呂する動きがB本においても持続的に

活発になりつつあり、政治学を含め経済学・思想、史・哲学・倫理学など、多分野での研究

が一層進められ、その成果が顕著に示されているところである326 そして、現在の日本の

国際政治学においても、英国学派の研究の翻訳や、同学派の理論と類比的な国際政治思想

史の理解などを通じて、その名がさらに言及されるようになりつつある327。

326象徴的には、雑誌 f思想Jの2011年 12丹号において、「デイヴィッド・ヒューム生誕 300

年Jの特集が経まれていることが例示されよう(w思想、~ (岩波書応)、 1052号)。
327なお、日本の国際政治学者である中西寛は、本論でみ乏ハールの見解と同様に、ヒュームの

勢力均衡論を「合理主義的伝統j として紹介している(中西寛 [2009] I国際政治理論ー近代以

後の康史的展開j、日本国際政治学会編 r日本の国際政治学学としての国際政治J~ (有
斐閣)p.27)。当該論文では、ヒュームの議論は「合理主義j に位置付けられ、ヒュームとモン
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盟.1.2.2古典的な勢力均衡論者としてのヒューム

英語圏を中心とする出際政治学の研究においては、ヒュームの論説「勢力均衡についてj

がよく知られており、向論説には「勢力均衡論の近代における古典jなどの評価が与えら

れてきた328。英国学派の論議においても、ワイトやバターフィールドが彼の勢力均衡論に

触れるなど、国際政治学において、ヒュームの名はとくに同論説とともに語られてきた。

現代日本では、「勢力均衡はなぜ擁護されるのか」という問題点に着眼する政治思想、研究

者の高橋和郎が、勢力均衡の代表例としての 19世紀以後に展開された西洋外交との関わり

からヒュームを読み込んだ高坂正発の論説を重要な先行研究として取り上げつつ329、鴎際

政治秩序の一構想、としての「勢力均衡Jへの関心から、ヒュームの勢力均衡論を読み解い

ている330。高坂の考察は国際政治学の領域からの研究であり、高橋和則の論文は政治思想、

史の領域からの研究である。両者の研究は分野こそ異なるものの、ヒュームの勢力均衡論

を、 18世紀当時の時代背景や思想的文脈、および勢力均衡論説以外のヒュームの諸論説を

土台にして読み解くことにより、ヒュームが論じた国際秩序構想、を明らかにしようと試み

ている点で一致している。

現.1.2.3 自本の国際政治思想研究におけるとューム解釈

それでは、日本の国際政治思想、研究における代表的な高坂と高橋の論考では、ヒューム

の国際関係認識はどのように解釈されているのか。高坂は、ヒュームの国際政治認識を、

「多様性j の擁護として解釈する331 高橋は、高坂による解釈を肯定し、勢力均衡が粛す

「ヨーロッパの自由j の価値観と、勢力均衡を粛す「文明社会Jとしてのヨーロッパ像と

を有する国際秩序構想、として解釈する332。また両者は共通して、ヒュームは「平和や安全

保障Jを主眼とした国際政治論を展開したわけではないと解釈し333、ヒュームの議論は、

「多様性Jや「自由j あるいは「文明社会jなどのキータームにより表現される、 18世紀

欧州の医際社会の理想像に基づいた国際政治論の主張であったと結論している334。これら

の理論の解釈に際して、高坂と高橋はモンテスキューらは世紀欧州の他の論者を参照し、

均衡の重視といった点などでの、ヒュームの論説との基底的な親和性を訴えている。

高坂と高橋は、ハールと同様、勢力均衡論を読み込むと同時に他の主題の論説を考察し

テスキューの関連性やエドマンド・パークらへのヒュームの思想的継受が示されている。

328 cf. esp. Seabury， Paul (ed.) [1965] Balance 01 Power， Chandler Publishing， p.32;高坂 [1978];
Sheehan， Michael [1996] The Balance 01 Power : History and Theofア， Rout1edge， p.4; Paul，τ.V.， & 
Wirtz， James 1. & Fortmann， Michel (eds.) [2004] Balance 01 Power: Theory and Practice in the 21st 
Century， Stanford University Press， p.29. 
329高橋和知 [2004] iヒュームにおける国際秩序思想、J W政治思想研究~ 4号，p.101，n.7. 
330高坂 [1978]pp.9-20;高橋 [2003，2004]

331高坂は、当該研究の論説の題目名を fヒュームのf勢力均衡論』ー多様性への愛J(高坂[1978]

p.9)としており、ここから、「多様性」とそれに付随する自由の重要性を説いたとする解釈を基

底とし、貫徹させていることが伺える。
332高橋 [2004]pp.112-6. 

333高坂 [1978]p.12;高橋 [2004]p.112. 

334高坂 [1978]p.12;高橋 [2004]pp.115-6， 118・9.
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たうえで、ヒュームの国際政治論を解明しようと試みている。これに対して、経済学史の

研究や社会思想史の研究におけるヒュームの勢力均衡論の諸解釈では、「公債J(公信用;

Puhlic Credits)の論点との関連性の指摘が頻出しているが、この公債論と勢力均衡論の連関

というトピックについては、高坂、高橋、加えてメイヨールやハールらは何ら取り扱って

いない。次項では、経済学での研究を中心とするヒューム解釈において、勢力均衡や国際

政治の論説と、それに関連する公債などの経済論説がどのように扱われているのか、また

ヒューム盟際政治経済論について、近年日本で提示されている解釈を概観する。

E.1.3 先行研究におけるヒューム国際政治経済論の解釈

m.1.3.1 思想史における国際関係に関するヒューム研究
思想、史と経済学の領域では、イシュトファン・ホント(lstvanHont)や田中秀夫、北村裕明、

竹本洋、ジョン・ロパートソン(JohnRohertson)、森直人らは、経済学や社会思想史の観点

から勢力均衡論を解釈するが335、何れの研究においても、「勢力均衡j論と「公債jの問題

との連関が見出されている336 例えば、ロパートソンは、モンテスキューやアンドリュー・

フレッチャ一、そしてチャールズ・ダヴナントらの議論を参照して337、ヒュームの「勢力

均衡」論・「公債J論・「王位継承J論などの各種論説を総合し338、河時代の論者らの言説

とヒュームの国際政治に関する言及との違いを主張する。

さらに森は339、既存のヒューム解釈の整理を行ったうえで、ヒューム勢力均衡論に着目

し、この論説に連なりうる公債論や商業論などを参照し、ヒュームの「警戒的な国際関係

認識Jを笑り出す一方、先行研究が強調する、貿易論や学芸論などのヒュームの各種論説

に見られる、「協調的な国際関係認識j にそれを対置している340。

盟.1.3.2思際政治経済に関するニつの解釈ライン

森の研究が指播した「協調的な国際関係認識j と f警戒的な国際関係認識Jのヒューム

における二面性の問題は、とくにヒュームの貿易論などの国際政治経済論を解釈する際、

35百ont，Istvan [2005] .lIωlousy ofTrαde: Internationα1 Competition αnd the Nation-State in Historical 

Perspective， Belknap Press. (ホントライシュトファン著、田中秀夫監訳 [2009] W貿易の嫉妬一

国際競争と国民国家の歴史的展望~ (昭和堂));田中秀夫 [2002] W社会の学問の革新~ (ナカニ
シヤ出版);北村裕明 [1981] ID.ヒュームと国家破産J W経済論叢~ 128巻 1・2号;竹本洋
[1990a] ID.ヒュームの『政治論集Jにかんする試論(l)JW大阪経大論集~196 号;竹本洋 [1990b];
Robertson， John [1993] "Universal monarchy and the liberties of Europe: David Hume's critique of an 
English Whig doc往ine"in Phillipson， Nicholas & Skinner， Quentin (eds.)， Po/itical discourse in early 

modern Britain， Cambridge University Press;森[2006，2007]

336 例えば、ホントは f公債論の序文Jとして勢力均衡論を位置付けている(ホント[2009]

p.244)。
337 Robertson [1993] pp.357-68. 
338 ibid.， pp.351幽6.
339 森は、本論で先に挙げた高坂・高橋・ロパートソンらの論考を参照し、ウイランらの論説

を先行研究に含めたうえで、ヒュームの国際関係認識について概観している(森[2006，2007])。

340 こうした分析を通じ、ホントやロパートソンおよび田中秀夫らが示唆している、ヒューム

の社会哲学の「両義性J(二面性)を、森も指摘している(森 [2010])。
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二つの解釈がありうることを示している。

第一は、自由貿易を是として、文明社会における瀬調な経済・文化的発展が見込まれる

「協調的Jな国際関係が、ヒュームの論説から展望されるとする解釈である。森の研究が

示唆したように341、既存の代表的諸研究はヒュームをこのラインによって解釈してきたと

される。

そして第二は、経済活動と国家のパワーとを結び付けて、「警戒的Jな視点から国際関係

を認識し、勢力均衡政策や貿易政策をヒュームは論じていたとする解釈である。こうした

解釈からは、ヒュームは経済自由主義の立場ではなく、「経済ナショナリズムjのJ思想家や

理論家として位置付けられうることになる。そして、とりわけ近年、英国学派の「源流J

として再評価が進められているヒュームはまた、「経済ナショナリズムJの思想的な系譜に

おける「源流jなどとしても評価されているのである。

m.1.3.3経済ナショナリズ、ムの源流としてのヒューム解釈

「経済ナショナリズムJや f国力J論を研究する中野剛志は、ヒュームの思想、を国力論

の「源流j と解釈する342。中野によれば、「国力Jとは「ネイション(nation)の力j を意味

し、国民共同体が有する「富を創造するパワーjつまり「能力Jであるとして、 fステイト

(state)の力Jたる国家の法的・政治的権力、つまり「支配力Jと区別して概念化される343

中野の研究は、 A・ハミルトンや F・リストらへと継受される f経済ナショナリズムj の

原型を、ヒュームの理論のうちに見出しており、ヒュームの政治経済論は、「自由放任Jや

「方法論的個人主義Jなどを旨とする「経済自由主義j とは、大いに異なる思想、に基づく

ものとして解されている。

経済学においてヒュームは、中野の研究によれば、スミスとともに当時の「重商主義J

を批判した「経済自由主義j の重要な政治経済学者として、一般に高く評価されてきたと

される。だが、「重商主義」は寧ろ、「方法論的個人主義」や「富の配分への関心J、さらに

「ステイトと区別されるネイションの概念を持たないことJなどの点で、「経済自由主義j

と共通するところが大であって、ヒュームはこれらの共通点を共有してはおらず、同研究

は彼を経済自由主義者でも重荷主義者でもないとする344。そしてヒュームは、「ステイト間

での富の配分にではなく、富を自ら創造するネイションの能力j に主な関心を寄せる345、

「経済ナショナリズムJの理論を展開したと解釈されているのである。

以上の評価に従うならば、ヒュームの政治経済理論は、前章でみたように多元主義的な

国際社会論として定位されうるものであり、なおかつ「経済自由主義Jとも「重商主義J

とも異なる「経済ナショナリズムJの論理を含むものだと解されうるのである。よって、

カーやメイヨールらが問題提起していた「経済ナショナリズムJの国際政治経済における

341 cf.森 [2006]

342中野鰍志 [2008] r底力論ー経済ナショナリズムの系譜~ (以文社)
343 Ibid.， esp. pp.14-5;中野剛志 [2011] r国力とは何かー経済ナショナリズムの理論と政策~ (講
談社)pp.87-91. 

3判中野 [2008]pp.l07・9.
345 Ibid.， p.109. 
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意味を再考するにあたって、ヒュームの国際政治経済論を検討することは欠かせないもの

と述べうるだろう。次節以降では、彼のテクストからその理論を解明する。

E章2節 国際社会における経済と人間本性

ーヒューム f政治論集』の国際政治経済論

E.2.1 ヒューム『政治論集Jにおける「パワーと経済jの論理

m.2.1.1 ヒューム政治経済論におけるr国家とそのパワー」の論点
ヒュームは『政治論集~ (Political Discourses;後に、他の論説と共に f道徳・政治・文芸

論集~ (Essays， Mor，α1， Political， and Liter，αη)の第二部として統合)に所収の諸論説において、

商業(commerce)・者修(luxury)・貨幣・利子・貿易・勢力均衡・租税・公信用(publiccredit) 

等についての政治経済論を展開していた。本節では、同『論集』の経済に係る論説を参照

して、「経済ナショナリズムJとして解釈される可能性のある、ヒュームが示した国際社会

における「パワーと経済j の論理を確認する。

ヒュームは、カーと同様に「政治と経済の分離不可能性Jを解し、国家のパワーと経済

の関係を論じている。とりわけ国際交易たる貿易も含意する「商業J( commerce)は、個人

の富を増大させるとともに、安全保樟に資する国家のカを提供しうるものであることを、

ヒュームは議論する胤。彼はまた、国際政治経済を論ずる際、抽象化された市場における

「個人Jではなく「国家」に、具体的にはブリテンやフランス、トルコや中国などといっ

た fネイションJ(nation)に焦点を当てている。これらの点からは、前節でみ左中野の先行

研究だけでなく、森直人による最新の先行研究347でも強調されているように、「手IJ己心Jの

みを基盤とする「方法論的個人主義Jを採る、経済自由主義などとは確かに異なる思想、が

示されていると言える。

m.2.1.2ヒュームにおける保護貿易政策論

加えてヒュームは、「貿易収支J(balance of仕ade;貿易差額)についての論説にて、「外国

商品に課される関税のすべてが、有害ないし無益だとみなされるべきではない。ただ嫉妬

に基づくものだけが有害無益なのであるj と述べており 348、関税政策も自国産業の奨励や

保護などの条件付きではあるものの容認している。さらに、財貨の輪出を禁止し貨幣流出

を防ごうとする重商主義的政策への批判を展開する、問論説の末尾では、「政府(government)

は、その国民(people)と製造業(manufactures)を注意して保持すべき大きな理由があるjとも

簡単にだが論じられている349

以上の議論を一見するならば、国民とその産業の維持発展にこそ、政府は尽力すべきで

あって、その目的達成のためには自由貿易を拒む場合があると主張する、まさしく f経済

46 Hume，“OfCommerce" in Essays， pp.253-67. 
347森 [2011]

348 Hume，“Ofthe Balance ofT凶 e"in Essays， p.324. 
3押 Ibid.，p.326. 
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ナショナリズムJの論理として、ヒュームの貿易論を解釈することができると思われるか

もしれない。

直.2.1.3経済ナショナリズムの解釈とその限界

確かに、ヒュームにおける酪業や貿易の議論は、国家の「パワーと経済Jの結合という

認識を示しているほか、完全自由貿易を論ずるものではないため350、単純な経済自由主義

の議論として範嬬化されるものではない。では、ヒュームの国際政治経済の思想は、「経済

ナショナリズムJとしてのみ特徴付けられるものなのであろうか。

しかし、前節で略説したように、ヒュームは従来、「調和J的な国際関係を論じたなどと

も評価されてきたのであり、これらの解釈ラインに沿うようなヒュームのテクストを参照

しなければ、国家とそのパワーの視点を強調する、経済ナショナリストとしてのヒューム

の解釈が妥当であるか、判別することは不可能である。次項以降では、ヒューム国際政治

経済論を経済ナショナリズムとする解釈を、まずは「ネイションJと「ステイトJの区分

との視点から内在的に再検討したうえで、ヒュームの云わば「調和j 的な国際関係理解と

して解しうる、国際経済の視点が見出される著名な論説から、同解釈の当否について検証

することにしよう。

E.2.2 国際経済における「国家Jの論理

m.2.2.1 rネイションJとfステイトJの問題

経済ナショナリズムとして描き出されうるヒュームにおける、国家の「パワーと経済j

の結合論を読み込むと、まず以て「ネイションJを基点とする政治経済論として解釈する

ことには、困難が伴う。その理由は以下のとおりである。

ヒュームは、経済ナショナリズムが強調するような「富の原動力Jとしてのネイション

の重要性を主張しているわけではない。彼が傍人の富と国家の力との連動を論ずるとき、

富の原動力としての「ネイションjの力を議論していたわけではなく、寧ろ主権者の軍事

力ないし権力を合意する「ステイトjの力を論じていたのである。例えば商業論において

は、「私人が、自らの交易関係(位ade)と富を所持するにあたり、公権力(出epower of the public) 

からより大きな安全保障(security)を受け取ることと河様に、国家もまた私人の豊かさと広

範な商業の程度に比例して、強大となるj と述べられており 351、ヒュームは、経済的発展

と軍事力などの「ステイトJの力との連関を論じているのである。中野の先行研究では、

経済ナショナリズムの定義において「ネイションとステイトj の分離が前提とされている

が、ヒュームはここで、「ネイションj の力(nationalpowぽ国力J)ではなく、寧ろ私人

の経済活動と安全保障に関わる「ステイトj のパワーとの相互連衡をこそ論じていたと、

指摘できるのである。

350 cf. Skinner， Andrew S. [1993] "David Hume: Principles ofPolitical Economy" in Norton， David Fate 
(edょTheCambridge Companion to Hume， Cambridge University Press， p.244. 
351 Hume，“Of Commerce" in Essαys， p.255. 
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車.2.2.2rステイトJのパワーと経済の問題

ところが、かえって以上の解釈によれば、ヒュームは、関税政策を許容するとともに、

安全保障を担保しうるステイトの「パワー」と、国際的な「経済j との関連を論じていた

ことになる。そして、このステイトにおける「パワーと経済Jの関連性を見ていたとする

ヒューム解釈からは、国際政治的問題、つまり I章3節でも指摘した、「経済とパワーjの

結合や連動による、国際紛争や商業戦争の勃発、領土・エネルギーの争奪戦の激化、帝国

的拡大政策やブロック政策を含む保護貿易政策の応酬など、「経済jの国家的追求がパワー

と結合した際に引き起こしうる重大な諸問題を、ヒュームがどのように取り扱っているの

かが問われることになろう。これらの国際関係の「経済とパワーJをめぐる問題に関し、

いかにヒュームは議論しているのであろうか。

m.2.2.3スチイトと個人の間での緊張関係

ヒュームは、経済活動による富の増大がステイトの力に結びつくと論ずる一方、他方で

ステイトの主権者の力を抑える論理もまた、同時に示している。彼は「主権者(出esovereign) 

の野望は諸偶人の者修(theluxury of individuals)を侵害するに違いないが、それとi可様に、

諸個人の者全多は主権者の力を減退させ、その野望を監視する(check)に違いないJ352とする

推論を示す。そして、これは歴史と経験に基づくものであると述べて、「国家の偉大さ(出e

greatness of the state)と臣民の幸福(thehappiness ofthe subject)との照の緊張関係jを彼は倍き

出すのである353。

さらに進んで、ヒュームは、「個人を貧しくすることで、国家を強大化しようとする政策

は乱暴である」と述べるなど354、同論説では、経済的活動に関して f国家のために個人を

犠牲にすることJが国家の偉大さとは大抵の場合結びつかないこと、そして逆に商業社会

における個人の経済的発展が国家強大化のためにもなることを論じているのである。この

「商業社会の擁護J論が、彼の「パワーと経済Jの連関論の本旨だとする解釈は提唱可能

であり、「国力(nationalpower)の増強をいかに図るべきか」などの、経済ナショナリズムの

如き問題意識を基軸として、彼は議論しているわけではないと言えよう355

352 Ibid.， p.257 
.).).) Ibid. 

354 Ibid.， p.260. 
355なお、ここでさらに指摘されるべきことは、商業論説の最後部でヒュームが、「あらゆる国

民が享受する財や所持する物が少なければ少ないほど、彼らの問に不和が生ずることは少なく

なるであろうし、また外敵(foreignenemies)から、あるいは互い(eachother)から自らを保護し防

衛するための、安定した治安機構や規郎に準じた権威をもっ必要性も低くなるJ(Ibid.， p.267) 

と論じている点である。彼の正義論でも、富を多く持たない小規模の社会では統治機構が必ず

しも必要とはされないことが述べられており(cf.Hume， THN 3.2.8.1)、上記と向様の認識が示さ

れている。こうした論理からは、商業発展によって国民の財産が増大すると、それをめぐり生

ずる不和が増大し、したがって蕊内外の安全保障を担う統治機構の必要性もまた増大しうるこ

とに、ヒュームは自覚的であったことが示唆される。経済発展は公務や軍事に転用可能なステ

イトの力を増大させるだけでなく、安全保障のためにその増大を「必要Jともするのであって、

ヒュームの認識において、商業発展と安全保障の必要性とステイトの力は連続し比例するもの

であると把捉されているのである。この連続性の認識は、経済ナショナリズムが抱えうる「国

力増大による国際紛争の招来や激化jなどの問題を透視することを可能にするであろう。次節
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そして、思際経済を論ずるにあたり、ヒュームは「ネイション」を版本的な富の原動力

としていないことはとくに、彼の自由貿易を肯定する議論から析出される。次項において

は、第一にこの点について論じ、次いでこの点と関連する貿易論を参照して、国際関係の

調和的な側面をヒュームがいかに論考していたのか、そしてそれが国際社会論としてどの

ような合意を有するのかを明らかにすることにしよう。

斑.2.3 経済に関する「国際社会j の原理

斑.2.3.1 r勤労jの精神と貿易の理論
ヒュームは、国際経済を視野に入れて議論する政治経済論説において、「富の原動力jを

いかなるものに求めていたと考えられるのであろうか。実は、自国の国民や産業のために

保護貿易を容認するヒュームは、「国家(state/nation)の増強Jやその力の視点からではなく、

「人間本性j の原理から経済全般を論じていたのであって、その原理に従えば、寧ろ自国

側の問題を棚上げした一方的な保護貿易政策が批判されることになると、彼は論じている

のである。

ヒュームの経済思想、に関する主要な先行研究が明確に議論しているように356、富を生産

する原動力について彼は、ネイションではなく「勤労の精神(spiritof industry)Jをその原理

として論じている。「貿易収支j論説を発表した後に f論集Jへと追加された357、「貿易の

嫉妬J(出ejealousy of甘ade)についての論説では、「各国民のうちに、「勤労の精神」が維持

されているならば、国家間での自由な通商の結果、ある産業部門の需要が減少したとして

も、容易に他の産業部門へと転換されうるJと論じている358 またこの点とともに、

が、他国よりも自然的条件などにより有利であった製造業を失う事態、が発生したとしても、

その際に非難されるべきは、他国民の「勤労Jではなく、自分たちの「怠惰J(idleness)や

自国の「悪しき政府J(bad government)であると述べるなど359、ヒュームは、 f人間本性J

における勤労などの原理から、原則的に自由貿易を肯定し、保護貿易政策の制限を論じて

いるのである。

で論ずるように、ヒュームは、「勢力均衡原則からの逸脱jに対する批判などによって、そうし

た問題に応答していたものと考えられる。
356 ヒュームの経済論については膨大な研究や評価が存在するが、ここではとくに、重要な分析

と解釈を含む代表的研究として、 Rotwein，Eugene [2007] "Introduction" in David Hume， Writings on 
Economics， eds. by Rotwein， Eugene and Schabas， Margaret， Transaction Pub.、および田中敏弘

[1971] W社会科学者としてのヒュームーその経済思想、を中心として~ (未来社)、坂本 [2011]を
参照のこと。
357 この追加執筆の背景として、 「貿易収支J論説で批判の対象となった、重商主義的な「貿易

差額説」と関わる「嫉妬j の問題だけでなく、 「もう一つの商業国家間での嫉妬Jの問題とし

て「近隣匝の経済を犠牲にしなければ、自国の繁栄はありえないJとする見解を取り除く必要

があると(Hume，“Ofthe Jealousy of Trade" in Essays， pp.327幽8)、ヒュームが認識していたことが
挙げられる。
358 Hume，“Ofthe Jealousy ofT凶 e"in Essays， p.330. 
:>Y;I Ibid. 
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盟.2.3.2国際社会における貿易の論理

そしてヒュームは、各国の国民が「競争心・模範・指導(emulation，example， and instruction)J 

を欠くことで底が衰退し、他の諸国とともに惨めな状態に陥ってしまう危険性から、自由

貿易の政策が自国だけでなく周辺諸国でも行われることで、各国とも逃れることができる

と論ずる360。そのうえで、 1.ホントが自身の書名に採用したことでも著名な、当の「貿易

の嫉妬」論説は、しばしば引用される以下の有名な言辞で締め括られる。

私は、単なる一人の人間としてだけでなく、ブリテンの臣民の一人としても、ドイツ・

スペイン・イタリア、さらにまたフランスの商業の繁栄を願っている。私が少なくと

も確信するところでは、グレート・ブリテンとそれらすべての国々(allthose nations) 

がさらに繁栄しうるかどうかは、これら諸国の主権者や大臣ら(theirsovereigns and 

ministers)が、こうした寛大で慈愛的な心持を取り入れるかどうかにかかっているので

ある361。

以上のヒュームの言説からは、国力の増強による国際紛争等の発生を考慮しない、回際

政治の論理を軽視した一方的な経済ナショナリズムの論理ではなく、諸国のパワーの蒋在

を前提としつつも、諸国相互が、国際秩序の維持と相互の共存と発展を目指す「国際社会」

の論理と視点こそが、明らかに見出される。これこそ、「調和J的な国際政治経済の関係を

驚すためのヒュームによる提案であり、そしてヒュームが国際政治経済を論ずるにあたり、

各国が自国の利益のみを追求して角逐する国際関係認識ではなく、「留際社会jの世界像と

視座を存していたことの証左である。

ほ2.3.3r国際社会Jとf人間本性jの国際経済理論
ヒュームは人間本性における「勤労j などの原理から、保護貿易の条件付きの擁護362と

自由貿易の肯定を論じていた。つまりこの原理からは、経済ナショナリズムが主張する、

「自国産業Jを保全し促進する政策への肯定が導き出されると同時に、過剰な自国経済の

保護が呼び寄せうる、国際的な紛争や問題を回避するための論理もまた、導き出される。

白閣の留民と産業そして勤労に臼を向けた貿易政策を追求すべきとする彼の国際経済論は、

まさしく国際的政治経済問題を過激化させる「他国への敵意と警戒j あるいは「嫉妬心j

に基づく政策や思考を批判していたのである363 しかも以上の国際経済論は、人間本性に

おける「競争心Jや「模範Jなどの観点を通じて、自国のみならず「諸国の全体j に適用

されるべきであるとする「国際社会J364の視点から説かれている。このヒュームの議論に

360 1るid.，p.331. 
361 Ibid. 

362 ヒュームは具体的に、「ドイツのリンネルに対する課税は、国内製造業を奨励し、それによ

り我が関の人口や勤労(peopleand industry)を増大させるJ(Hume，“Of the Balance of Trade" in 

Essays， p.324)と述べている。
363坂本達哉による研究は、 f理性的根拠のない貿易ナショナリズムに発する関税だけが、有害

無益j であるとヒュームが強調していたことを明らかにしている(坂本 [2011]p.234ふ
364 ヒュームの議論では、 f諸国家の社会J(the society of nations)との表現が使われている(c王“Of
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は、「経済jの国家的追求がパワーと結合することによって発生しうる国際紛争を抑制する、

「国際社会Jにおける経済政策の人性論的な原則が示されているのである。

さて、ヒュームは「パワーと経済j の連動性や、経済発展が国家のカを増大させること

を論じていたが、国家のパワーの増強は、軍事力の国際競争たる「箪拡競争jや「戦争の

準備Jの問題へと連結しうるものとなおも考えられる。「パワーと経済jの連関によるこの

問題と、ヒュームはどう格闘していたのか。次節では、当該の問題に答えうる、ヒューム

の示唆を析出するとともに、本節までで示された本論の解釈を敷街して、ヒュームの国際

社会における政治経済論の特徴について概観することにしよう。

盟章3節 「均衡と自制j の法哲学と政治経済学

E.3.1 均衡のための「自制j 一国際社会の理論としての「勢力均衡j論

m.3.1.1 国際政治論としてのr勢力均筏Jの理論とその先行研究

ヒュームは、著名な「勢力均衡j についての論説365を中心に、国際政治に関する論考を

残しており、これと経済論説とをどのように解するかが、彼の国際社会における政治経済

論を理解するうえで課題となる366 国際政治経済論の解釈上枢要な、この課題に取り組む

考察として、思想史研究におけるトホントの高名な論考 f貿易の嫉妬~(Jealousy ofTrade367) 

にて示唆された経済論と勢力均衡論との関係を土台としつつ、ヒューム社会J思想、の解明に

おいて勢力均衡論などに見られる国際関係認識が重要な要素となることを明らかにした、

森による研究368が挙げられる。同研究が詳しく解釈しているように、ヒュームは国際的な

領域の議論として、「貿易Jや「国際正義Jとともに、それと関連する「勢力均衡Jの意味

もまた論じている。森の研究では、ヒュームの勢力均衡論についての主要な先行研究369を

視野に入れて370、「戦時公債累増j と「勢力均衡政策j との関わり 371の叙述や、そこに見出

Public Credit" in Essαys， p.355)。
65 Hume，“Of the Balance of Power" in Essαys， pp.332-41. 
366なお、ヒュームの政治学を主題とする英米闘の重要な諸研究は、国際政治や「勢力均衡」に

ついて項を設けて詳述していない(cf.Forbes， Duncan [1975] Hume's Philosophical POlitics， 
Cambridge University Press; Stewart， John B. [1963] The Moral and Po/itical Philosophy 01 David 
Hume， Greenwood Press; Mi1ler， David [1984] Philosophy and Jdeology in Hume's Po/itical Thought， 
Oxford University Press; Whelan [1985]; McArthur [2007]; Hardin [2007]; Schabas， Margaret & 

Wennerlind， Carl (eds.) [2007] David Hume's Political Economy， Rout1edge)。
367 Hont [2005].なお、ホント『貿易の嫉妬』論の読解によって、思想史の視座から「経済ナシ

ョナリズム」と国家理性の論議を抽出し検討する、最新の経済学史研究として、伊藤誠一郎

[2012] r経済ナショナリズムと国家理性論についての再検討-w貿易の嫉妬』にみるリアリズ
ムの意味-J W経済学史研究~ 53巻 2号を参照。同論では、中野剛志や森直人の研究、および
岸野の議論を含む、近時のB本における政治経済学の領域でのヒューム研究が紹介されている。
368森 [2010]

369高坂 [1978];Robertson [1993]; Whelan， Frederick G [1995]“Robe口son，Hume， and the Balance of 

Power"， Hume Studies， XXI No.2;高橋 [2003，2004];森 [2006，2007

370 但し、森が整理する先行研究のなかには(森 [2010]7章)、ワイトやメイヨール、ハールら

といった英国学派の視点からのヒューム解釈は含まれていない。
371勢力均衡論の意義を含意しつつ、ヒュームの経済論を解明した邦語での代表的研究として
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される、戦争を含意するヒュームの「現実的な国際関係認識Jなどが議論されている。

m.3.1.2勢力均衡におけるf相互抑制j

ヒュームは、「勢力均衡J(balance ofpower)の原則jについて、古代の歴史家ポリュビオス

による歴史論を引用して、次のように明示する。

ポリュビオスによれば、「…強大な力が一つの手に落ちて、その力に対して、周辺の

国々が自らの権利を護ることを不能にするようなことは、あってはならないことだか

らであるJとされる。ここに、近代における政治の目的(theaim of modem politics)が、

明確な言葉で示されている372

「世界帝国J373の成立を批判するこの勢力均衡論からは、小国を含め各国の「権利J(rights) 

を踏みにじりうる、 f強大な勢力J(国家)の出現を閉止することこそが「勢力均衡の原員tJJ

であると、ヒュームが認識していたことが解される。よって、ヒュームの勢力均衡の概念

は、「厳密なつり合いJとしての力の均衡を意味していないことが判然とする。彼の均衡概

念は、云わば「消極的均衡Jを意味しており、強大な勢力の出現なる「不均衡」の状態を

是正することを合意するものである。これに対し厳密なパワーの均等配分は、「積極的均衡j

とも言うべき均衡の概念であり、 I章でみたように、ワイトが現実主義者の伝統から実現

不可能などとして批判されうるとしていたものであるが、ヒュームの均衡概念はこの批判

に適合するものではない374

は、森による最新の研究のほか、北村 [1981];竹本 [1990a，1990町田中秀夫 [2002]が挙げら

れる。また、経済学史の観点による田中敏弘の研究では、 rr勢力均衡についてjは・・・貿易
差額論との関連で読まれるべきであり、そこでヒュームが述べている国際経済関係の規点を、

勢力均衡という国際政治の側面から補強するものと言ってよいJ(田中敏弘 [1984] Wイギリス

経済思想史研究ーマンデヴィル・ヒューム・スミスとイギリス重商主義-~ (御茶の水書房)
p.104)と明言されている。

372 Hume，“Of the Balance of Power" in Essαys， p.337.ヒュームによる引用文は、ポリュビオス

『臆史Jの第1巻 83章2-4文である(cf.ポリュピオス著、城江良和訳 [2004] W歴史 u(京
都大学学術出版会)pp.12ト2)。ここでのポリュピオスの議論は、「ローマと同盟を結んでいたシ

ラクサが、ローマと対立するカルタゴを援助したことj についての評価である。なお、同訳書

の注記によると、当時のシラクサにとって、ローマとカルタゴの両勢力が相互に牽制し「均衡j

を保つことこそが、シラクサが安全を確保して、シチリア島において相応の地位を維持する方

法であったとされ、したがって「カルタゴ滅亡とローマの圧倒的強閣としての残存Jは避けね

ばならなかったとされる(lbid.，p.l23)。再審の第 1巻 16章 10"'"'11文によると、現実的な情勢判

新に優れたヒエロ王の下で、シラクサは繁栄を享受したとされる。なお、勢力均衡の歴史的展

開を論じるハンス・モーゲンソーも、同箇所を引用している(c王モーゲンソー，ハンス著、現

代平和研究会訳 [1998] W国擦政治一権力と平和~ (福村出販)p.200)。
373 ヒュームは、勢力均衡論説においてJ世界常国J(universal empire)や f世界君主制J(universal 
monarchy)のほか、「巨大な諸君主国J(enormous monarchies)などのタームを、同義的に用いてい

る(Hume，“OftheBalance ofPower" in Essays， esp. pp.336-8; 340)。

374所有権や契約についての基本的な三規則をはじめとする「正義Jもまた、所有権の無視や契

約不履行などの「不正義」を札すことを意味する「消極的正義Jの概念であると言え、 「正義j

と「均衡Jはともに一種の「消極性Jを帯びた概念であると考えられる。
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そしてヒュームは「勢力均衡Jの論説において、各国の権利を奪う「世界帝国j の出現

の陸止を白的に据えて375、18世紀当時の対仏戦争におけるブリテンの「勢力均衡原則Jに

基づく行いを称賛する。しかしまた間髪を入れずに彼は、戦争継続に加熱する当時のブリ

テンを戒めるべく、「我々の熱情は、事ろ、幾分かの緩和(moderation)を必要としているよ

うに思われるJと警鐘を鳴らすのである376

ヒュームは、古代ギリシアのアテネを具体例として引き合いに出して、ブリテンの戦争

継続に対する過度な熱情は、戦争の継続を困難にせしめるような対極へと行き着き、対外

情勢に無頓着となって、勢力均衡を維持する政策を放棄することになりうると述べる。

恐らくやがては普通よくあるような対極を作り出すことにより、ヨーロッパの命運

について我々が全く以て注意を失って怠僚になってしまい、それによってより大き

な不利益を与えることとなるだろう。アテネ人はギリシアでもっとも活気のある、

魅力的で好戦的な国民であったが、あらゆる戦争への介入の誤りに気付いた後、全

ての外事への注意を放棄してしまい、ただ勝利者に対してお世辞と愛想、を示す以外

には、いかなる争いにおいてもどちらの味方をすることもなかったのである377

してみると、ヒュームの勢力均衡論は、「勢力均衡Jの政策によって、他国が強大化して

世界帝国となることを紡ぐと同時に、自国が「勢力均衡Jの原則を逸脱して「過剰な戦争」

を遂行することをもまた防ごうとする議論であったことがわかる378。彼の勢力均衡論では、

自国を含む各毘の「相互抑制j が説かれているのである。

ill.3.1.3勢力均衡におけるf自制J

勢力均衡原郎を逸脱した「過剰な戦争遂行Jを回避するための「緩和j が必要とされる

具体的な理由として、ヒュームは大きく三つの問題を論じるが379、それらは全て「国債J

75 Hume，“Of the Balance of Power" in Essαys， esp. pp.337-8. 
76 Ibid.， pp.338・・9.
377 Ibid.， p.340. 

378 ヒュームの勢力均衡論を分析する森直人は、ヒュームは「勢力均衡の言説に対し懐疑的な批

判jを加えJ勢力均衡政策の行き過ぎ」を問題として論じたと解釈しているが(森 [2007]p.79)、
その解釈が、勢力均衡の名の下に遂行されている「戦争の行き過ぎJを批判したということを

意味しているならば、本論の解釈と髄額を来すことはない。だが、勢力均衡政策が「行き過ぎJ

ていることを論じたと解釈すべきではない。箪ろ、 「勢力均衡原則の不徹底j を、勢力均衡論

と公債論を通じて嘆いていたと言うべきであろう。 I過剰な戦争jが公僕累増とそれによる勢

力均衡の原尉への意欲低下を粛すことから、戦争は限界付けられ抑制されるべきであることが、

まさに勢力均衡論と公債論の双方で論じられていたわけであるから、ヒュームは「勢力均衡J

という原則から、過剰な戦争とそれに伴う財政・軍事の諸政策を批判したと解釈されうるので

ある。

379その三つの問題は次のとおりである。第一は、過度の熱情ではない冷静な「賢明な観点jを

喪失していることにより、各戦争において和平条約をより早く締結できたであろう諸々の機会

を逸してしまったため、対仏戦争の遂行とそのために発行された戦時公債の過半数が、敵国の

野心にではなく、ブリテンの加熱に起因していることである。第二は、フリテンの熱情のゆえ

に、問盟諸国がブリテンの軍隊や戦費をあてにし過ぎており、結果としてやはり和平が遠退い

たということであり、そして第三は、同盟国(オーストリア)への支援を行う戦争に加熱するあ
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の増大に関わる問題である。なぜ、ヒュームは、国債つまり公債の増大を、勢力均衡の議論

で重大視していたのか。この点については、彼の公債(公信用)論において、「公債増大Jの

l帰結として危娯すべきとされる、公債の f暴力死Jの議論で明瞭に論じられている。公債

の f暴力死j とは何か。ヒュームは以下のように説明する。

そして恐らくは、我々の外敵(ourforeign enemies)が抜け目なくも、我々の安全が絶望

的なことになっていると発見するであろうが、そうした抜け目なさのゆえに、この

危険が不可避になるまでは、そうした危険を発見しているということを率良かつ露

骨に示すことはないだろう。ヨーロッパにおける勢力均衡(Thebalance of power in 

EUROPE)は、我々の注意や助力なしには保持することができないほど不均等

(unequal)であると、我々の被父も父も我々自身も皆そのように見倣してきた。しか

し、我々の子供たちが、争いにうんざりして、先取特権つまり負債(incumbrances)に

束縛されることで、安全をせ受しようとして、庄追され征鍛される近隣諸国(their

neighbours oppressed and conquered)をただ見ているだけになるかもしれない。ついに

は、彼ら自身と彼らの公債の債権者はともに、征服者の終悲にすがるようになるだ

ろう。そして、こうしたことは、まさに公債の暴力死と呼ばれてしかるべきもので

ある380

つまり、公債の暴力死とは、公債の増大によって、勢力均衡が等関視されるようになり、

最終的には対外勢力による侵略と征服を招くことで、まさしく「国家Jもその国の「信用J

つまり公債もともに暴力によって消滅することを意味するのである。「戦時公債J(国債)の

累増が、国家破産や勢力均衡政策放棄の危機を招くと議論するヒュームは381、ブリテンの

ために、勢力均衡の原則から、戦争遂行の「自制Jを求めていたのである。

ヒュームは、勢力均衡論説と経済論説のともに、軍備拡張や戦争準備による国際的緊張

の高まりの問題を特定して論じているわけではない。だが、以上の議論は、「岳関jの利益

から、「勢力均衡原期Jを逸脱した過剰な戦争遂行とそれを可能にする公債発行を批判して

いたと解されるのであり、勢力均衡は、他国の勢力伸長を阻止する原理であると同時に、

過剰な戦争遂行とそれによる英仏間での棺互の敵視が強まることを緩和すべく、ブリテン

に「自告IjJを求める原理でもあると、ヒュームは認識していたと考えられる。勢力均衡の

原則は、パワーと経済の結合が、主権者らの野心を伴い、世界帝国の出現や「他国の征服j

などに発展することを防止する。そしてその均衡の原則に基づいた「自制j の論理がなけ

れば、他国の征服から身を守るための勢力均衡の原則そのものが機能しない。このように

彼は論じていたのである。ヒュームの勢力均衡の原理は、 I章で確認した、現実主義的な

「銀行収支jや合理主義的な「均等な配分jなどを意味する、ワイトが整理した勢力均衡

まり、最終手段とされるべき閣僚の制度が既に許されてしまっていることである(Hume，“Of
the Balance ofPower" in Essays， pp.339-40)。

80 Hume，“OfPublic Credit" in Essays， p.365. 

381 Hume，“Of Public Credit" in Essays， pp.349刷65. なお、公債累増の問題とその国際関係におけ

る含意などについては、森の研究がつとに明らかにしている(森 [2010]8 
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の二つの概念とは異なるものであり、「自制」を含み持つ論理として特異化されうるもので

ある。

国.3.2 均衡の世界一国際社会における国家の「均衡Jと f自制J

m.3.2.1 国際政治経済におけるf均衡jとr自制j

勢力均衡論説に見出された、「均衡Jの原理とそのための f自制Jの論理は、他の政治経

済論説や彼の書簡などでも、多角的に析出されうるものである。先に参照したヒュームの

貿易論説なども、勢力均衡論説と同様、自国と他の諸国双方のために、理性的根拠のない

嫉妬心を基礎とする種々の貿易障壁をなくすとともに、「勤労jの原理の下で製造業の維持

を目的とする各国政府の関税政策を肯定するなど、人間本性に基づいた国家間の経済政策

上の「均衡J と 382、自国たるブリテンを含む各国の「白期~J をも説くものであった。

そして、国際政治における「勢力均衡jと、国際経済における「貿易jの双方において、

自国たるブリテンの他国に対する過剰な感情や情念を鎮静化すること383、すなわち「自制j

をヒュームは求めていたのである。また彼は、自国たるブリテンの帝国的拡大政策批判を

通じて「自制」の必要性を説きながら384、諸国間の政治的および経済的な「均衡」を重視

する政治論や貿易論を展調していたと解される385

382 勤労j のみならず、「競争心j や「模範Jの人間本性的な原理から、諸国における自由貿

易の利点を説明するヒュームの国際経済論は、現代の国際経済政策を考えるにあたり示唆的な、

「均衡Jの論理を提供している。自由貿易は同等の経済的・技術的水準国間だけでなく、全て

の国家に利点があることを例証すべく、ヒュームは、先進国の技術を後進国が「模範Jとする

ことを挙げていた。だが、先進技術を「模範j とすることは、現代では明らかに「知的財産権j

の照題に抵触する。また、「勤労」や「競争心Jの人間本性を注視する彼の政治経済論は、国内

を含む各種の経済政策に関して適応されるものであり、「自由jや「公平J、または「成長jや

「悶力Jなどといった現代における理念的で抽象的な経済政策の目標とは、次元の異なる政策

原理について議論するものである。現代の日本や欧米諸国などでしばしば当然視されている法

的枠組や政策目標において、経済的関係の「均衡Jの維持と背反する特権などを許容し、また

実際に経済を支える基盤的な「人間本性jを破壊する傾向性が内在しているかもしれないこと、

そしてそれらが、我々の時代でもなお問題でありうることなどの認識が、ヒュームの政治経済

論を読解することにより再発見されうるかもしれない。

383 ヒュームは、例えば、フランスに対する過度な嫉妬心(jealousy)と憎しみが、自国の荷業の際

環や妨げとなっていることを批判的に述べている(“Ofthe Balance ofTrade" in Essays， p.315)。

384またヒュームは、書簡の中で(Hume，Letters 420， 434， 454， 458， 509・511，514 in Greig， J.Y.T. 

(edよTheLetters 01 David Hume (2 vols.)， Oxford University Press)、アメリカやインドなどの「植民
地の独立j に多大な賛意を示し、勢力均衡論説と類似した論理を用いて、ブリテンの重商主義

的な当時の対植民地政策を批判している。

385尤も、ヒュームの鴎際政治経済論説は、問時代の時世に合わせた具体例や提言なども含まれ、

またエッセイの形式を採っていることから、学術的な理論としてテクスト全体を読み通すこと

は関難である。書簡の場合は出版を前提としたものでもなく、個人的なものであり、より一層、

この思難は度合いを増す。しかし、本論で照会してきたように、明らかに矛躍するテクストが

ヒュームの著述のうちに見られない場合、彼の政治経済論の理論的な輪郭を描き出そうとする

本論のような理論的解釈研究の試みは、少なくとも無意味ではないと考えられるほか、史実と

の関連やコンテクストを重視する歴史・思想史的研究への示唆を与えうるものであろう。
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ill.3.2.2国家における「均衡」とf自制J

ヒュームは、「完全な共和国Jについての考察のなかで、「製肘と均衡J(check andるalance)

に則った政治体制を実現可能な理想像として提起している386 ヒュームの「完全な共和

における統治機構の構想は、中央の議会と少N(county)の議会を用意する、「連邦制Jの一案

として類裂化することが可能で、ある。中央すなわち首都の議会は「元老院J(the senate)と

表現され387、国全体に関わる外交権と行政権を有するとされる。また各州には、州代議員

による議会がそれぞれ設置され388、その各州の代議員は地方議員として自らの州の自治を

行うとともに、国全体の立法権を有するとされる。各州の代表者一名からなる「元老院j

と、諸州の代議員らによる「州議会j群は、各々国の議会の「上院と下院j として構造化

されており 389、「ニ段制J の議会が構想、されている。そして、各州はゆI~法J (county-law) 

を制定することができるが、一定数を超える周辺の他少Nや元老院の反対議決によって無効

にできるものとされ390、他の州や共和国全体の「全般的な利害Jに合致する範囲内でのみ、

州法制定が認められることになる。

つまりこの構想では、地方議員たる各州の代議員らが国家の立法権を有し、各州の法は

国と周辺地域の州の双方から限定されるという、「連邦制j と「二院申~J が複合的に体系化

された、中央と地方の関および自治体関の政治的な「均衡Jの構造が提起されているので

ある。実現可能だが理想的とされる、こうしたヒュームの中央地方関係に関する統治機構

の構想、からは、彼が国際関係だけでなく、一国内の統治構造においても「均衡Jの原理を

最適解としていたことが窺えるのである。

さらに、同論説の末尾では、「勢力均衡Jの原郎と同様の「国際的な領土拡張Jへの原理

的な批判が、以下のように示される。

広範な征服(extensiveconquests)が実行されれば、いかなる自由な統治機構も滅亡せざ

るを得ない。・・・よってそのような完全な富家は、征服に反対する基本法(a

fundamentallaw against conquests)を創設すべきである391

統治構造における均衡の議論において、「征服に反対する基本法(憲法)Jの必要性が主張

されていることは、まさにヒュームが、「均衡と自制Jの原理とその重要性を強調していた

ことを物語るものである。ヒュームにおけるこの首尾一貫した「均衡j と「自制j の論理

は、先行するヒューム研究の一般的な諸解釈では必ずしも明確に析出されていないが392、

386 Hume，“Idea of a Perfect Commonwealth" in Essays， pp.512-29. 
387 Ibid.， pp.516・7.
388 Ibid.， p.516. 
389 Ibid.， pp.517， 522幽3.
390 Ibid.， p.525. 
391 Ibid.， p.529. 
392先行研究において、ヒュームが国際関係における「貿易の均衡jと「勢力均衡jを連関させ

て議論したことや、国家内部の「権力の均衡j の視点から、国王と議会の分離による混合政体

や、理想像とされる共和国の政治体制などについて論じていたことは、しばしば指摘されてき

たい£竹本洋 [1995] W経済学体系の創成ージェイムズ・ステュワート研究-~ (名古屋大学出
版会)pp.118・21;犬塚元 [2004] Wデイヴィッド・ヒュームの政治学~ (東京大学出版会);Whelan 
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彼の政治経済論全体における顕著な特徴でありうると解釈できよう。

m.3.2.3均衡とf自制jの現実政治における限界

ところで、ヒュームが示した「自制j を求める均衡の原理は、自然的傾向ないし f事物

の自然な成り行きj にではなく、主権者や大臣らの為政者の「政策Jによって、その実践

の成否が左右されかねないものである393 さらに勢力均衡の原理を含む彼の国際関係認識

では、国家聞の「戦争Jを峻拒しない394。よって、「自制Jと均衡の原理は、政治判断の不

安定性や戦争を含意する国際関係の下にあり、恒常的で安定した平和を保障できるように、

常に一貫して実現されうるものであるとは言い難い。そうであれば「自制Jとは、時勢に

依存せざるをえない、「理想、ではあるが、偶発的かつ機会的な政治的目標jに過ぎないので

あろうか。本章の最後に、この現実政治的問題について、「国際社会の基礎理論Jとしての

ヒュームの法哲学を再び、鑑みて思惟することにしよう。

E.3.3 均衡と自制の法システム 一国際社会における法・政治・経済の均衡構造

m.3.3.1 コンヴェンション・「自制J.均衡

ヒュームの「均衡と自制Jの原理は、政治経済論のみならず、実は彼の「正義論j にも

発見されうるものであり、ヒュームの社会思想、や道徳哲学の全体から汲み取ることが可能

であるかもしれない。本節で示してきた解釈を、あらゆる「社会Jとその秩序維持のため

のルールに関する、彼の法哲学全体を参照して理解しようとするとき、その可能性は高く

なるものと考えられる。正義の根幹は「自身と他人の所有を区別し、互いに互いの所有に

手を出さないj という基礎的な所有権にあり 395、そのように個々人相互が「自制Jを保ち

続けることの「共通利害の一般感覚Jという「コンヴェンションJにあると396、正義論に

おいてヒュームは議論していたためである。

正義を成立させる「コンヴェンションjの論理において、ヒュームは「共通利益の一般

感覚Jを人々が f互いに示すことJを論じており 397、正義成立の要件として、彼の正義論

では「相互性j が想定されていると解釈できる。正義の成立条件たる「相互性Jとして、

[1995];山内峰行 [1994] rヒュームの勢力均衡論についてJ W岡山大学教育学部研究論集~ 97 
号)。だが、彼の「均衡Jの理論において、「自告11Jの原則が国際関係と出家体制の双方におい

てとくに別出されることについては、代表的な先行研究では詳解されていない。

393 ヒュームの『論集』などでは頻繁に、 f事物の自然的/一般的な成り行きJ(the natural/ general 

coぽ seof things)との表現が登場する(cf.esp.“Of Commerce" in Essays， pp.254， 260;坂本 [1995];

出中敏弘 [1971]esp. p.25)。ヒュームは、対外政治を、国内政治に比して一般的な原則が一貫し

ない、為政者など少数者の判断に左右されやすい流動的なものとして概括しており(Hume，“Of

Commerce" in Essays， pp.254-の、また「対外征服の禁止jについても、野心の人間本性を抑える

ことの難しさから、常にそれを保全し続けることは困難であるとも述べている(Hume，“Ideaof 

a Perfect Commonwea1th" in Essays， p.529)。
394 cf.森 [2011]pp.234働6.
395 Hume， THN， esp. 3.2ユ2-11.
;)'0 Ibid.， 3.2.2.10. 
397 Hume， THN3.2.2.10 
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より具体的には、第一に法や規員IJの「相互遵守」が、また第二に主体の「対等性Jないし

力の「均衡Jが挙げられる。

第一の相互性は、次のように指檎されている。「有徳な人物が悪党の社会に入り込んでし

まった状況J398や、「文明国と戦争法規を守らない未開国との関係J399など、具体的事例

を想定しつつ、ヒュームは、社会的関係のための規則の「棺互遵守Jがなし得ない状況下

では、正義つまり法が成立しないと論ずる400。

次に、第二の相互性については、以下のように示されうる。ヒュームは「社会のために

正義が必要であることJを議論する際、社会を構成する「偲人j などの主体について、河

等の「力J(S仕ength;power)を有するものを想定していると解される。何故ならば、能力の

差が大きい場合、正義が成立しないことを彼は論じており401、正義の条件として、「社会j

を実現する単位(個人や集団)の同等性ないし対等性が前提とされていると考えられるため

である。「コンヴェンション」の論理を基盤として、個人や社会開の「均衡Jという「相互

性」を前提とする彼の正義論は、正義の諸規則や国内法から国際法に至る様々なルールの

前提として、主体関での「均衡J402と「自制j を合意するものとして解釈可能である。

なお、付言するならば、第二の相互性からは、正義の周辺にある f権力性j が顧問見え

ることになる。正義が成立しない主体罰では、ヒュームが論じているように403、自ずから

パワーの差による主従関係あるいは「権力性Jが存在しうるのである404。この f権力性J

が、国家間の関係において苛烈な結果を粛しうることは、想像に難くないであろう。

m.3.3.2閤際社会におけるf均衡」

「規則の相互遵守jと「主体の対等性や力の均衡」という正義の成立に必要な相互性は、

「国際社会」においては、とくに f国際法と勢力均衡Jとの連続ないし表裏一体性の論理

398 Hume， EPM3.9 
39ヲHume，EPM 3.11 

400この点は、例えば現代のテ口攻撃の鰐題や、国際関係における「道徳的不均衡jの問題を考

えるうえで、興味深い論点であると述べえよう。
401 cf. Hume， EPM3.18-19. 

402ヒュームは、正義の成立条件として、主体相互が正義のルールを遵守することで得る「利

益」の対等性を挙げて論じている。例えば彼の「戦争法Jについての議論では、規則遵守の相

互利益が一致する文明国間では、戦時でも「戦争法J(the laws of war)が平時の溜際法の利点や

効用(αdvantageand utility)を継承して成立するとされるが、その利益が一致しない文明国と未開

国(barbarians)との間では、戦争法は成立しないとされる(Hume，EPM 3.11)。
403cE esp.Hume，EPM318 

404してみると、森直人の研究にて、とくに「正義に対する統治優先の論理jが見られるとされ

た、ヒュームの公信用論における「公債破棄jの正当化の論理がより明確になる。公債破棄(国

の債務不履行)について、同研究は統治者による「正義の侵害Jと呼称するが(森 [2010]esp. 

pp.210・2.)、公債は「政府(統治者)と個人Jの間での債務契約であり、自然法が通常想定する f個

人間(私人間)の契約j とは加の、力に圧倒的な差異のある主体問の契約である(とりわけヒュー

ムの公信用論で国家の契約不履行が認められる論理は、その不履行が彼の議論枠総では「社会

の維持j に資するという点とともに、私人間での不履行の容認とは異なり、公債破棄によって

直接「社会の混乱Jが費されるわけではないとの点とにあると指摘可能である(cf.Hume，“Of 
Public Credit" in Essays， p.364))。かくして、正義に対する背反すなわち法の停止は、カに差があ

る場合に起こりうることであると、ヒュームが理解していたことがここで改めて確認されょ

っ。
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として見出すことができる405

ヒュームは同時代の代表的な国際法論者たるヴァッテルのように、「国際法と勢力均衡j

の関連性を理論的に明記しているわけではないが、勢力均衡論では「他の権利を圧倒する

パワーの出現j を阻止することが目的とされていたのであって、この点から、国際関係に

おける「正義の条件Jを不能にする問題とその対処のための論理が、直裁に浮かび上がる。

他国の権利を踏みにじりうる「権力性Jを帯びた強大な国家の成立を阻止することを意味

する勢力均衡論は、諸国家の「均衡Jが、「国際社会における正義」の成立のために必要で

あるとする、ヒュームの理解を示しうるものである。国際関係において、勢力均衡により

「不均衡jを閉止することが、 f不正義Jの条件を排することになり、結果として国際社会

における「国際法」を諸国が「相互遵守Jしうる状況が維持されるのである406

「勢力均衡と国際法j の相互関係については、ヴァッテルやオッペンハイムらといった

国際法学者も指摘しているほか407、ブルも、国際的なんールの持続のために、勢力均衡が

国際制度として必要であることを論じていた408 ヒュームの理論解釈によってはとくに、

ブルらが論議するような国際社会における「秩序Jの持続ではなく、諸国家潤での「正義J

の境範性を高めるために、勢力均衡が必要であり、諸国の連携によって国際正義の実効性

を高めていく可能性、換言すると、現実に諸国家間のパワーに差異がある場合、「勢力均衡j

によって国際法の実効性を高めうるという可能性が読み取られうるかもしれない。

こうした解釈からは、歯際社会の維持に関わる基礎的なルールを遵守しない大国に対し、

中小国家などが「連盟Jの知く結びついて連携し、ルールの遵守を求めるという、云わば

「国際社会のルール化」の構図が想起されよう。すなわち、盟約を手段とする「勢力均衡J

によって、国際社会におけるルール化や「法の支配Jを確立するなどといった実践的戦略

が、国際関係についてのヒュームの理論を用いて構想されうるのである。ここにおいて、

ホッブズ主義的な権力協争の「国際システムJの状態から、国際関係がルールに基づいた

「国際社会Jへと移行するための方策が見出されるようになるだろう。

m.3.3.3 r均衡と自制Jの法哲学と政治経済学

ヒュームは、人間は本性上、社会を形成しなければ存立しえない存在であると考察した。

405国際社会を不要とし、他臨の権利を封殺しうる「強大な勢力jが現れた場合には、国際正義

たる国際法は停止しうることになり、国際法の持続のためには勢力均衡が必要である。また、

勢力均衡の原則は同盟の組み替えを要するため、条約破棄など「国際法の停止j を合意すると

も解されうる(cf.森 [2007])。

406社会の維持のために「正義が必要であることJと並行して、ヒュームが同等の論拠によって、

「正義の停止jの必要性についても論じていると解すことが可能である。統治機構のある政治

社会(国内社会)にて、社会の便益(thebenefit of society)のために執行される「刑罰Jについて、

ヒュームは自然法の一時的停止という「正義の停止Jの事態として表現している(Hume，EPM 

3.10)。この論理を国際社会に該当させるならば、勢力均衡の原理から執行される「戦争j は、

諸思家全体の利益や国際社会の維持のために必要とされる、国際法の一時的停止すなわち「正

義の停止jの事態であると考えられる。ここでは、戦争回避による「平和jのあくなき追求は、

「刑罰執行を必要としない社会Jの追求と同様の意味を示すものと言えよう。
407 cf. Armstrong & Farrell & Lambert [2012] pp. 58・61，87-8;Butterfield and Wight (eds.) [1966] esp. 
ch.3， p.172. 
408 Wilson [2009] p.169. 
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そして彼は、人々が共生し、よりよい生活や経済的活動を可能にするための基礎として、

社会の全成長の共通利益となる、一般規契せないしシステムとしての法の構造を明確化した。

社会の基礎をなすコンヴ、エンションなど正義の論理は、まさにその起点において「自制J

や「均衡j の原理を基盤ないし主軸とするもので、あった。ヒュームは、主体関での相互の

「岳制Jを、理想的だが偶発的な政治目標などではなく、国際社会を含む、あらゆる人間

社会を維持するために根本的かつ本来的に必要とされる、人間本性に由来する原理として、

提示していたと理解されうるのである。

ヒュームの法哲学は、多分に「権力性」や f過剰な他国への敵視や警戒Jが問題となる

国際政治経済において、ルールが機能した、各国が互いに対等に尊重する「国際社会j を

構成し維持するための根幹をなす原理を、 f人間本性Jの理論から論じたものである。多元

主義的な「国際社会Jにおける政治経済の秩序は、法・政治・経済における諸国家相互の

「均衡j と、そのための「自制j によって、調和的な維持と発展が可能となるのである。

94 



結章一英国学派の再構築への展望

i.結語

i.1) J章概括
本論では、英国学派とデイヴィッド・ヒュームの国際政治経済論を講究してきた。以下

は、その概括と結論である。

I章では、国際関係研究の英国学派における国際政治経済論を考察した。「国際社会Jを

理論化する英国学派は、主流派の理論とは異なる多元的ないしは解釈学的な方法論を採用

するものであり、「世界全体の歴史jや国際社会として表現される現代の「世界像Jを概念

化しようとする立場であった。英医学派理論を精微化する B・ブザンは、経済の要素を同

学派に導入し、グ口一パリゼーションと地域的規模の国際社会の分析枠組を有するものと

して、英国学派の理論的な再構築を目指すが、しかし国際的な自由経済秩序の動揺が収束

していない現代のパースペクティヴにおいては、彼の立論には「限界jが帯在することが

指摘される。

英国学派の思考的伝統のうちに定位されうる日・民・カーは、 f危機の二十年』において、

ブザンの立論に「限界Jを与える問題として本論が提起した、自由主義的思想に依拠した

国際的な政治経済秩序の瓦解問題とともに、繰返し勃興する経済ナショナリズムの問題と

を歴史的に描き出していた。そしてカーは、国際政治経済秩序に関わる問題対処するため

には、 f政治経済学jへの回l婦が重要であるとしたうえで、権力政治とともに法や道義を含

み保つ国際秩序は、「持てる国Jの「持たさる国jに対する譲歩によってのみ維持されうる

と結論していたのである。

i. 2) II章概括

H章において、英国学派におけるヂイヴィッド・ヒュームの位置付けが検討された。

古典的な「政治経済学jの代表的理論家の一人であるヒュームは、英国学派の国際社会

理論の伝統に位置付けられる法・政治・経済の理論を著していた。 J・メイヨールと E・V ・

d ・ハールが指摘したように、ヒュームは現代にも通用する国際社会の理論的基礎を明瞭

に論じた哲学者であり、英国学派の「源流Jなどとして再評価されうる論者であった。

ヒュームの法哲学は、第一に、哲学的基盤が脆弱であると批判されている、 H.ブルの

国際社会理論を補強しうるものである。人照本性と自然環境の諸条件から、偲人間の自然

な社会形成と、ブルが示した秩序維持のための法と同じ内実のルールが成立することなど

を説くヒュームは、個人間のケースと同様の原理と論理で、「諸国からなる社会jとそこで

成立する法を理論化していたのである。また第二、以上のヒューム法哲学は、ヴァッテル

の国際法論に先んじて出版された『人間本性論Jの一部において展開されており、国際法

の議論に特化するヴァッテルに比して、より道徳哲学の全体から国際社会や国際法の原理

を理解することを可能にするものであった。そして第三、ホップズ主義的な自らの「利益」

の視点を基礎とする、秩序維持のために統治者を必要とみなす人間本性理解とは異なり、
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ヒュームは、各人が自己利益を追求しつつも、統治者なき社会的秩序を諸個人が自ずから

導出する人間本性理解を示していた。以上の点から、ヒュームの法哲学は、主権国家から

構成される国際社会の原理を明確にしたブルやヴァッテルの理論に対し、その官学的基盤

を提供する、多元主義的な国際社会の基礎理論であることが明らかとなった。

i.3) rn章概括
盟章では、ヒュームの国際政治経済論を考察した。ヒュームは、経済ナショナリズムが

主張する「思力Jの重要性からではなく、勤労や競争などの普遍的な人間本性の原埋から、

政府の保護貿易政策を部分的に許容する一方、また f国際社会J全体の利益の視点から、

過剰な保護貿易や重商主義的政策を批判していた。こうした彼の国際経済に関する主張は、

自国の個別的な利害の重視へと傾倒する立場からではなく、人間本性の経験論的哲学や、

自国を含む「諸患家の社会J全体という普遍的な桔互利害の顧慮を基本として展開された

ものであり、「自由な市場経済の秩序Jを基礎としつつも、その例外的な政策を理論化し、

国家とそのパワーの存在を「国際政治経済の秩序の維持j と「国際社会の全体的発展j を

目標にする観点からどう取り扱うべきであるのか、その指針となる原則や原理を示唆して

いるものと解すことができる。

f経済ナショナリズムJが主張する寓の生産能力を、領域限定的で政治的なネイション

にではなく、勤労や競争の精神などの人間本性の原理に見出したヒュームは、結果として、

経済ナショナリズムが求める保護貿易について、自由貿易の擁護とともに人間本性の原理

という地平において擁護していた。彼の人間本性に基づく国際政治経済論をいま再考する

ことは、「自由か公平かjなどを問い質す抽象的な正義論や、「岳由主義的経済Jの是非や、

あるいは「経済ナショナリズムJの意義などを問う思想的論議から巻き起こる多分に政治

的な論争から距離をとって、経験的・歴史的な人間と社会の原理を探究する「道徳哲学j

(moral philosophy;あるいは良然哲学と対置される「精神哲学J)への回帰を可能とするで

あろう。

ヒュームは、政治・軍事・経済的なパワーについて、その過少とともに過剰なパワーの

伸張・拡大を問題視して、「自制Jを伴う各国棺互の政治的・経済的な「均衡Jの重要性を

説いた。「諸国間の不平等jと「持てる国の譲歩jを重要な論点として見倣していたカーと

比較するならば、ヒュームはさらに進んで、諸国家からなる社会の維持にとって各国棺互

の「均衡j と、そのためにとりわけ優勢な国家の「自制j が必要であることを議論し強調

していたものと解釈されうる。なお、カーやヒュームが求めていた「自制j とは、国家が

国際関係においてただ「自己抑制的になることJを意味するのではない。寧ろ有利な立場

にある国家や、ナショナリズムあるいは他国に対する嫉妬心などの熱情に駆られた国家が、

「自らを省みて、行き過ぎを制御することj こそを意味しているのである。諸鴎のパワー

が角逐した、 18世紀の西欧や二度の世界大戦前後の政治・経済的な国際社会の情勢を念頭

に置くヒュームとカーは、「持てる関の譲歩」や「嫉妬心の緩和jなどと表現される、法や

道義が意味を有し機能する調和的な閑際秩序の維持における、「自己省察J(内省・反省)や、

自国に対する冷静な批判的思索の意義や必要性を主張していたのである。
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本論で講究した英国学派の国際関係理論とその伝統は、歴史的・哲学的・規範的探究に

よる国際社会の理論化と、その国際的な政治経済秩序を原理的に理解しようとするもので

あった。そして、現代の多元的な国際秩序にも通践するヒュームの法哲学は、英国学派の

理論に哲学的基礎を与える理論であり、さらにヒュームの国際政治経済論は、道徳哲学の

視座によって国際社会の政治経済秩序を省察する論考であった。以上の結論から、多元的

な国際社会のなかでグローパリゼーションが進行する国際政治経済をいかに理論化すべき

かが向われる現代世界において、英国学派の理論とその系譜としてのヒュームの理論は、

なおも合意と示唆を有すると解されよう。

i1.含意

ii. 1) 先行研究への貢献

本論では、英国学派の国際関係理論における「経済j の問題を明らかにしたうえで、同

学派の思想的系譜を溜り、「国際社会における政治経済jの基礎理論を探求した。終章たる

本章では以下、序章で示された三つの本論の目的について、本論における解釈研究として

の結論と直接関連する第三の宮的から、順次検討していくことにしよう。まずは、第三の

目的だった「本論の論究による英国学派とヒュームに関する先行研究への貢献Jに関して、

以下の三点が挙げられる。

第一は、英国学派の系譜研究として、ヒュームと E.H・カーを含む、長期的視野での

学派の伝統埋解を可能にした点である。主として大戦後あるいは冷戦後の国際政治秩序を

めぐる議論に特化する傾向がある、国際関係研究における英国学派について、本論では、

ヒュームの哲学へと歴史的にその伝統を遡りうることを論じ、また彼の議論から「多元的

な間際社会における政治経済Jの視角を導入できることを明ポした。さらに向学派の源流

として、ヒュームの法哲学および国際政治経済論を解釈することにより、道徳哲学として

の国際関係研究への回帰可能性とその意義を示唆したことが、哲学的・歴史的・古典的な

アプローチを重んずる英国学派の諸研究への、本論の貢献として明記できよう。

第二の点は、ヒューム研究において、「均衡Jの体系として理論を解釈する可能性を開拓

したことである。本論で確認したように、既存の諸研究でもヒューム政治経済論における

「均衡Jの意味が示唆されてきたが、国際政治経済論のみならず彼の正義論をも包摂する

論理として、「均衡」および自制の原理を析出する解釈は、とりわけ本論が新たに提起する

ものである。

そして第三は、ブザンの新たな英国学派理論を検討し、その「限界Jを指掃するととも

に、 E・R・カーを媒介とした、ヒュームの法・政治・経済の理論への注目とそのテクスト

解釈によって、同上の「限界j を乗り越えて、英国学派の理論枠組において議論を続ける

可能性とその方向性を明らかにした点である。ヒュームの国際政治経済論と法哲学を理論

的基盤に据えることよって、「国際的な自由経済秩序Jの不安定性が露見し、そこに諸国の

f経済ナショナリズムJが錯綜して複雑に絡まりあう、現代のグローバル政治経済の全体

像とその原理を分析する理論として、英国学派を再構築できることが波望される。
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ii. 2) 理論研究への貢献

次に、本論の中心をなす研究課題であり、第二の目的であった「多元的な国際政治経済

の秩序についての基礎理論の探究Jを通じた「理論研究への貢献Jや学術的貢献として、

以下の三点が列挙できる。

第一は、国際政治経済学における米国を中心に発展してきた主要な諸理論(リアリズム・

リベラリズム・批判理論(マルクス主義やコンストラクティヴイズムなど))に対し、「英国

学派Jの国際政治経済論を新たに対置できることを示した点である。なお、国際政治経済

学における近年の潮流として、民家間関係にとらわれない、地球規模での様々な主体関で

の政治経済活動を包括して考える、「グローバル政治経済学J(Global Political Economy; 

GPE)の形成と発展が挙げられる制。 IPE/GPEの諸研究と「経済Jの要素を導入した英

留学派の国際関係理論との接合により、規範・歴史・古典・哲学などを重要視する同学派

のアプローチから、グローバル化と多主体化が進む現代の世界において、「主権国家からな

る社会とは何かJを問い続け、主権国家を中心的な主体とする国際社会におけるグローバ

ル政治経済を多角的・総合的に分析して理論化することが可能になるであろう。今後、英

国学派の理論研究において「経済jの視点がさらに導入され、論議が発展していくにつれ、

同学派のアプローチと国際政治経済学(IPE/GPE)の理論との統合可能性やその含意などに

ついても、研究が進められていくものと予想される。

加えて第二の点は、医際政治経済学(IPE)についての最新の学史研究で議論されつつある、

スーザン・ストレンジらを主要人物とする「国際政治経済学における英国学派(theBritish 

School) J 410と、ワイトやブルらを中心とする「国際関係理論の英国学派(theEnglish 

School)Jを統合して理論化するための予備的議論を提示したことである。米国型の諸理論

と英国をはじめとする米国外でのストレンジらの議論とを分離して、別個の学派を特定化

09 cf. Gilpin， Robert [2001] Global Po/itical Economy:・Understandingthe lnternational Economic 
Order， Princeton University Press; Cohn [2011]; Ravenhill， John [2011] Global Po/itical Economy， 
Oxford University Press. 

410著名な現代米国の国際政治経済学者ベンジャミン・ 1・コーエン(BenjaminJ. Cohen)らによ

る国際政治経済学(lPE)についての最新の学史研究では、口パート・コヘイン(RobertKeohane) 

やジョセフ・ S・ナイ・ジュニア(JosephS. Nye， Jr.)、およびロパート・ギルピン(Robe抗 Gi1pin)

らを中心として発展してきた、 「米国学派J(The American School)と対置されうる、国際政治経

済学における「英国学派(TheBritish School)Jの存在が議論されている(Cohen，Benjamin J. [2008] 
lnternational Po/itical Economy:・Anlntellectual History， Princeton University Press， ch.2; cf. Murphy， 
Craig N. and Nelson， Douglas R. [2001] "Intemational Political Economy: A Tale ofTwo Heterodoxies"， 
British Journal 01 Po/itics and lnternαtionα1 Relations， vol. 3 no. 3， pp.393・412)。コーエンによると、

英国の研究は米国の研究スタイルと比較すると「定量的(quanti回 ive)というより定性的

(qualitative)Jな傾向にあり、 「より制度的で歴史的jな「古典的な政治経済学J(classical political 

economy)の伝統に立ち戻るものであるとされる。また同学派では科学的方法論には比較的低い

評価が与えられ、 「社会J(society)つまり国際政治経済の社会的文脈についての幅京い理解が

より高い評価を得るとされる(Cohen[2008] p.44)。米国ではコヘインやナイらを中心として国

際政治経済学の分野が切り拓かれたのに対し、英国ではスーザン・ストレンジ(SusanStrange) 

が、米国とは別館のアブローチでの国際政治経済研究を形成したとされ(lbid.，esp. pp.44-の、

f米国外、とりわけLSEにおいては、スーザン・ストレンジは未だ長い影を落としているJと

される(Walter，Andrew and Sen， Gautam [2009] Ana/izing the Global Po/itical Economy， foreword by 

Benjamin 1. Cohen， Princeton University Press， p. xi)。
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する視座は、いまだ確屈たる地位を得ているわけではなく、また、ストレンジらの分析は

「国際社会Jの理論を中核とするものでもない。したがって、彼女らの理論については、

「国際社会における政治経済Jの基礎理論を探求する本論においては、講究対象外として

きた。しかし、解釈学的とされる方法論や道徳的・規範的要素への注視など、理論探究の

方法論や思考の重心に関して、彼女らと英国学派とが重合する点は少なくない411。よって、

本論の議論を発展させることで、ストレンジらの分析手法や思考法と英国学派の伝統との

接合可能性を究明することは、不可能ではなくまた有意であると言明できよう。

第三、「国際社会における政治経済」の基礎理論として英国学派の伝統を理解しうること

を示した本論の理論研究は、思想、史研究および歴史研究に対し、次の示唆を与えうるもの

である。思想史研究への示唆は、グロティウスを起点とする「国際法と国際社会j の西洋

思想、における系譜において、ヴァッテルと並びヒュームを現代へ至る思想、的転換点に位置

付けることができる可能性を示したことである。歴史研究への示唆としては、近代の国際

社会とその世界展開により現代のグローパリゼーションへと至るグローパル・ヒストリー

と、国際関係理解を巡るイギリス的思考の継続ないし変遷を並行して検討しうる珂能性を

拓いたことが提起できる。長期の英仏戦争とその帰結としてアメリカ独立とフランス革命

が到来する「長い 18世紀JOong eighteenth century)におけるヒュームの論考から、二つ

の世界大戦前後において国際関係を理論化しようとした E.H・カーを経て、大英帝国の

覇権が凋落し、税植民地化・米ソの冷戦期における二極対立・そして米国のヘゲモニー化

が進む戦後にあって、国際秩序を理解しようとした英国学派へと、同学派の系譜を歴史的

事象の変遷とともに辿ることは、グローパリゼーションの犠矢から現在に続く、「国際社会

の政治経済jの歴史と理論の理解を深めることに直結するであろう。

ii. 3) 現代的示唆と合意

最後に、序章で掲げた「問題の所在Jに連続する、第一の目的であった「現代的問題へ

の視角Jの獲得に関して、次の三点が示唆される。

第一の示唆は、本論の探究は、「国家間関係Jとしての国際関係の視点から、個人とその

411 コーエンは、ストレンジらと「国際関係研究におけるいわゆる英国学派(Englishschool)J と

の共通点として、とくにコーエンは厳格な科学的モデルに抗し、形式的な方法論を重視しない

ところを挙げており、「英悶(Britain)において、同様のやり方で国際政治経済論が発展してきた

であろうということは、驚くべきことではないjと述べている(Cohen[2008] p.60)。彼はこれ以

上踏み込んで論じていないが、方法論のみならず、 「古典的・歴史的なアプローチJや「社会J

の文脈を重援する傾向性は、まさに国際政治理論の英留学派と共通する研究姿勢であると言え、

両者を架橋して学派の特徴を射出することは可能であろう。またより具体的に、例えば、間際

政治経済における『国家の後退~ (Strange， Susan [1996] The Retreat 01 the State: The DifJusion 01 
Power in the World Economy， Cambridge University Press (楼井公人訳 [1998=2011] W国家の退場

ーグローバル経済の新しい主役たち~(岩波書庖)))を明らかにしようとしたストレンジの論理を
踏まえたうえで、彼女の現代的な国際政治経済分析と、政治・経済・関家・社会そして人間の

本性を挟り出す E.H・カーやヒュームの古典的な国際政治経済論との対比、そしてまた英国
学派の分析枠組との連関について、十分に検討しうる余地があろう。とくに、主権国家以外の

政治主体が前景に登場する、ブルの「新しい中世j論や、カント主義的な「世界社会Jの概念、

あるいはブザンが示していた「超国家的社会Jの概念や理論枠組などと、ストレンジらの議論

との連関を精査する研究の可能性が挙げられよう。
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集合体たる諸国家から構成される「国際社会」の視座への転換をもたらしうることに関連

するものである。主流派の国際関係理論は、リアリズムとリベラリズムの何れを関わず、

「対崎・協力・併存するく主権国家>群Jの構図を前提とするものであり、思際関係は二国

間であろうと多国間であろうと、ともかくも原則として「アクターたる国家j 問の関係を

意味する。この関係性理解においては、例えば日本は米国と中国の狭間にあって、「いかに

各国と協調すると同時に国益を守るかJとの問いが立てられることになる。左の如き問い

は、まさしくブザンが指摘していた「リベラルーリアリスト・ディレンマJを引き起こし、

とくに各臨との外交的緊張関係がある最中では、リベラリストまたは協誠派とリアリスト

もしくは国益派との和解困難な論争を惹起しうる。しかし、英国学派とその系譜に位置付

けられるヒュームの国際社会理論は、以上の従来的な国家間関係の構図から脱却して、「諸

国家からなる社会j として世界政治経済を展望しうるものである。

第二に、「自由か平等かJなどの抽象的議論とは異なる、「社会的存在としての人間像と

人間本性に基づく国際政治経済Jの視角確立と理論の構築が可能となる点が、本論の結論

より示唆される。本論のヒューム解釈からは、「自由貿易か保護貿易かjを問う経済学的な

政策論や「正義はいかにあるべきかJを探究する抽象的な正義論と距離を霞いた、歴史的・

経験的に観察可能な「人間本性」と、それを起点として生ずる個人間関係から国家間関係

までに至る人聞社会の原理を潤い直す、分析的な「道徳、哲学的アプローチJが抽出される。

このアプローチによって現代の国際政治経済を考察するならば、「諸国家からなる社会Jを

維持するためのルールを尊重する、現代世界の認識や外交政策・経済政策の立案等が提起

されることになるであろう。

そして第三、費用便益分析や諸国間でのパワーや利益の配分などを重視する、主流派の

国際関係理論とは異なり、国際社会の規点から世界政治経済を論ずる英国学派の理解から

は、「共通の利益とル-)vJを基盤とする国際社会の認識に則った、現代日本における外交

的展開が枢要であることが示唆される。例えば、「国際秩序の維持Jなる共通の利主主に適う

「国際社会における「法の支配j の強化Jを軸として、現代日本の対米・対中外交政策を

練り上げる必要性を説く議論412などが、政治的・経済的な相互依存とグローバル化が進行

し続ける現代世界の全体像を「国際社会」として理解する視点によって、さらなる理論的

説得力を有するようになるのである。

i11.展望

iii. 1) 研究の展望

以上の現代的示唆と理論研究上の貢献より、次のような研究の展望が見通されよう。

第一は、道徳哲学の視座から国際関係を探究する理論として、英国学派の思考を再定位

することである。ヒュームの道徳哲学と英国学派の理論の統合とともに、現代の国際政治

経済分析において「道徳哲学」の視座を重視したs・ストレンジの議論などを、英国学派
の理論研究に総合することが可能となれば、因果関係の解明と実証的な理論モデルを志向

412 r国際社会jのルール化を軸とする現代日本の対米・対中外交アブローチについては、豊下
楢彦 [2012] W r尖鴎問題j とは何か~ (岩波書底)・第6章において、つとに提唱されている。
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する米国ないし主流派の諸理論とは異なるアプローチから、世界全体を見渡す分析枠組を

提供する伝統を有するものとしての、英国学派理論の再構成が、さらに包括的なかたちで

実現しよう。

第二に、グ口一パル政治経済の理論化を目的とした英国学派の再構築に綴し、ヒューム

の批判的視鹿を取り入れることで、商洋世界から拡大した近現代の国際社会が内包する、

今日のグ口一バリゼーションにおいても見出されうる「負の側面Jを、西洋国際社会思想、

を用いて内在的に再検討しうることが展望される。グローバル化の端緒たる近代、つまり

ブリテンが大英帝国へ変貌しつつあった 18世紀において、当時のブリテンの過剰な国債

発行と対外戦争の遂行・重荷主義的貿易政策などに警鐘を鳴らした、ヒュームの国際政治

経済に関する諸論説を再考することで、西洋近代の国際社会とそのグローバリゼーション

が萌芽において有した問題が明確化されるとともに、それを批判する論理と、その代替の

世界秩序とはいかなるものであったのかが鮮明になろう。また加えて、英国学派の理論が

用いる国際システム・国際社会・世界社会の理念型とともに、「世界システムj の理論

(World-Systems Theory)の分析枠組を包含することで、英国学派の国際関係理論は、西洋

型の国際社会が有する世界秩序維持の意義のみならず、「資本主義」および f主権国家jの

体系における歴史的・現代的問題をも取り扱うグ口一パリゼーションの理論として再構成

されることが可能となる。西洋型のグ口一バリゼーションと国際社会が世界的に拡大する

直前の持代におけるヒュームの対ブリテン批判の論理と、その拡大後の構造的問題を披癒

せんとするトウォーラスティン(ImmanuelWallerstein)らによる f世界システムj論と

を相互参照することで、英国学派の理論は、さらに多面的で長期的かつ総合的な現代世界

の康史分析と構造理解のための諸概念・原理・モデルを提供できるようになるであろう。

そして第三の展望は、現代の国際関係理論の基礎をなす思想、とされるホップズやカント

らの哲学に対し、ヒュームの理論がどのように位置付けられるのかを検討することである。

ヒュームは、ホッブズの『市民論~ (De αvのやカントの『永遠平和論Jなどと、部分的に
類似した議論を展開していると考えられ、この点をさらに掘下げていくことで、ホップズ

とホップズ主義、カントとカント主義とを一つの車線上に繋ぎうる国際関係思想、として、

ヒューム哲学が解釈されうるかもしれない。この場合、ホッブズやカントを含む思想史的

検討は言うに及ばず、ホップズ以前のグロティウスや、ホッブズ以後のフーフエンドルフ、

そしてヒューム以後かつカント以前のヴァッテルらの国際法思想史にも注意を向ける必要

があろう。ヒュームにおける「均衡jの理論の射程とその解釈可能性を吟味することで、

ホッブズ主義的な「国際システムJから国際法と勢力均衡が制度化された「国際社会」へ

至る論理の解明、および「国際社会Jがカント主義的な「世界社会Jに至る前提としての

「権力の均衡が保たれた共和制j の条件や論理に関する考察が可能となろう。

iii. 2) 今後の課題

以上に示された研究の展望からは、今後の検討を要する三点の課題が見出される。

第一の課題は、ヒュームから S・ストレンジらへと至る英国で発展してきた国際関係の

理解モデルや思考法の伝統を明らかにすることである。この検討を通じて、「国際社会理論J
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としての英国学派の伝統と、より広範な英国における国際関係思考の代表格とを統合し、

「国際社会における政治経済理論Jの系譜と視座を総合的に理解することが可能となろう。

上記と関連する第二の課題として、ストレンジと並んで米国型の国際政治経済学と対置

される、ネオ・グラムシ主義的アプ口一チを採用するR.W'コックスやスティーヴン・

ギル(StephenGill)らの理論のほか、彼らが依拠している批判理論と連関する、先述の世界

システム論などを参照して、英国学派理論の再構築へ向けた研究をさらに進展させること

が挙げられる。こうした長大な理論的視野をもった諸研究の検討を介することで、従来の

米国型の諸理論とは異なる、グローバル政治経済学の理論的アプローチの全容が明らかと

なるだろう。本論は、その全貌を解明するための序説的研究である。

そして第三は、法学と政治学の理論研究の視点で、ヒュームの人間本性と社会の理解を

彼が遺した複数の哲学的・理論的テクストの分析によって再考することである。具体的に

はまず以て、ヒュームにおける人間本性理解や社会的原理の解釈として、「均衡Jの論理を

提起することの妥当性について、どこまでのi隔をもって可能となるのかを検証することが

肝要である。とりわけ、正義たる自然的徳と並ぶ自然的徳を理論化するヒュームの道徳、論

において、彼の正義諭すなわちコンヴ、エンションの理論からも別出された「均衡Jの論理

が、どの程度共通しているのかを検討することは、国際関係理論における「道徳哲学J的

アプローチの原理をヒューム哲学から考究するにあたり重要と考えられよう。

iii. 3) 論考の総括

本論が講究した、英国学派とデイヴィッド・ヒュームの国際政治経済論は、「国際社会に

おける政治経済Jの基礎理論として解釈されるものである。英国学派の理論は、西洋世界

の古典や哲学と歴史への洞察に裏打ちされた「世界像の理論化j を志向するアプローチで

あり、ヒュームの哲学は、現代にも通用する歴史貫通的・通時的な「人間本性の理解Jに

基づき、諸偲人の人間関係から国際関係までの諸社会を分析しようとする理論であった。

はたして、現代日本における国際関係ひいては社会科学の理論研究は、適時的・共時的

な普遍化可能性を希求し、哲学や歴史そして入院本性の省察と理解に基礎付けられた世界

像や世界認識を探究するものであっただろうか。ヒュームを系譜に含む英国学派の理論に

関する考究は、我々が理論探究をさらに深化させていく契機となりえよう。
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